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ご 挨 拶 
 
東日本大震災のがれき処理と建設資材不足の解消を目的として、本コンソーシアムの前
身である「震災がれきと産業副産物のアロケーション最適化コンソーシアム」は立ち上がり、
これらの一連の技術ノウハウを「技術情報集」、「活動報告集」等としてまとめ上げ、被災地
の復興を技術的視点から支援してまいりました。その後 2017 年 6 月に「資源循環コンソ
ーシアム」と名称を改め、「資源循環型社会の構築」へ軸足を置き、新しい東北の創生への
支援を行うべく活動しております。 
本「技術資料集」は循環資源活用検討部会の改良土WGおよび環境安全性WGにおいて、
主に東北地方で発生する未利用資源について、現状や利用拡大に向けての留意するポイン
トをまとめております。 
第 1章では、改良土WGにおいて取り組んだアンケート調査の結果をまとめています。
ここでは石炭灰、各種スラグ類など東北地方で産出される未利用あるいは使用量の少ない
資源で、土木材料として価値の高いものについて、主に地盤改良材料への適用について調査
しております。 
次に参考資料-1 として会員社が有するリサイクル保有技術を個別にまとめ、最後に参考

資料-2 として関連のカタログや東北地方に限らず全国的に行われている注目すべき関連材
料についてのガイドライン等を載せています。 
第 2章では、環境安全性WGにおいて取組まれた「環境基準と安全性に関するマニュア
ル」について「地盤工学会」、「国立環境研究所」および「日本鉱業協会」等により作成され
たガイドラインを基にまとめています。 
未利用資源を有効利用するためには環境安全性の担保が不可欠ですが、厳しく規制する
ことは資源の有効利用の足枷となることもあります。東日本大震災以降、利用有姿や利用形
態を勘案した利用方法が重要視され、資源循環の観点からは追い風となっているものの、そ
の考え方や手法が十分に浸透しているとは言い難く、教宣が必要であると思われます。つき
ましては、是非ともご一読いただき、資源循環の促進にご協力を賜りますようお願い申し上
げます。 
本書の作成にあたりましては、幹事をお務めいただいた西松建設（株）平野孝行氏ならび
に（公財） 宮城県環境事業公社 佐々木源氏に多大なご尽力をいただきました。ここに記し
てお礼申し上げます。 
今後とも、会員各位ならびに行政各機関のご協力とご支援を賜りますようお願い申し上
げます。 
 

2020年６月  
資源循環コンソーシアム・代表  
宮城大学・教授  北辻 政文 
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はじめに 

 

当資源循環コンソーシアム※は，産業界や大学の技術シーズを活用しつつ，産業界のニー

ズに応える技術開発を行う産学連携活動の基盤を整備し，東北地方における資源循環の枠

組みの構築とともに，新産業や雇用の継続的創出を目指して以下の組織で活動を行ってい

る． 

 

図－1 資源循環コンソーシアムの組織 
 
本技術資料集は，循環資源活用検討部会のうち改良土 WG，並びに環境安全性 WG の共
同作業による合同成果物として作成した．その内容は，主に東北地方において産出され，本

来有効利用に供される可能性があるにも拘らず，未だ利用されていない，もしくはその利用

量が甚だ少ない産業副産物について，新たな資源として有効利用するための開発・利用の現

状や，さらなる利用拡大に向けて留意すべきポイントについて取りまとめたものである． 
本書が，事業者側にとって産業副産物を有効利用促進するための検討の一助となり，ま

た，排出者側にとっては新たな利用に向けた課題解決のための行政側との協議に際し，資

料作成等で，大いに役立つものと期待している． 
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第 1章 改良土ＷＧ 
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１．調査の概要 

本改良土 WG では，産業副産物のうち石炭灰，スラグ類など東北地方で産出される資源
の有効利用促進を目的として，主に地盤材料への適用を対象とした有効利用・処理方法・利

用上の課題等についてアンケート調査を行った． 
調査に当たっては，以下の項目について一覧表や技術概要フォーマットを作成し，直接記

入・記載頂くアンケート方式を採用した． 
① 提供される資源形状・形態 

② 資源をそのまま使用するか，混合して使用するかなどの使用形態 

③ 資源を土と混合して土工材料として使用する場合の対象土や適用地盤 
④ 適用用途 
⑤ 対象土などとの混合方式 
⑥ 有効利用上添加する必要のある改良材 
⑦ 優位特性，有意特性 
⑧ 施工性，経済性，環境安全性や再利用に当たっての留意点 
⑨ 施工能力，材料・施工費など 
⑩ 事業展開上の問題点 
⑪ 施工実績 

 
２．アンケート結果の概要 

アンケートに当たっては，東北地方における建設副産物を対象とした資源ごとに技術概

要を記載するのに合わせて，主に９項目について一覧表に分類した．結果を表－１から表－

３にまとめ，各項目で得られた結果の概説を付記する． 
また，提供いただいた資料は，技術資料集として添付する． 
なお，本書は別途記載するアンケートに協力していただいた 7団体，23社の情報をその
まま取りまとめたものであり，さらに詳細な情報の入手に当たっては，情報集書式内の担当

者，連絡先に問い合わせ願いたい． 
① 提供される資源の形状（形態や粒径など） 

単独での利用や，固化材・改質材を混合した主材としての利用の場合は，概ね最

大粒径 40㎜で製造されており，一般に市販される砕石ベースと考えてよい材料が
多い．利用形態によっては 300㎜～500㎜といった大径での提供もある．一方で，
副材として利用されるものには，スラリー状で提供されたり，微細繊維の加工粒状

体で提供されたりするものもある． 
② 使用する際の形態（単独で利用する資源か，主材もしくは副材として利用する混合
資材か） 
スラグ系は単独で利用される場合が多く，フライアッシュ系は主材として固化

材などと混合する場合が多い．製紙系やガラス系は副材としての利用が多い． 

3
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③ 混合する際の対象土 
単独での利用や，固化材・改質材を混合した主材としての利用では，砕石の代用

品として利用されるものが多く，そのまま土工材料として利用する機会が多いも

のと思われる．一方，ほとんどの資材は建設汚泥や重金属汚染土，放射能汚染土を

対象としていない．唯一溶融スラグが重金属汚染土と放射能汚染土を対象として

混合利用されているようである． 
④ 適用用途 

 一般的には広範な利用がなされているが，後述される環境安全性などの観点か

ら使用範囲を限定したり，銅スラグ・亜鉛スラグのように利用そのものを認めてい

ない材料もある． 
⑤ 混合方式 

プラント混合など専用機械・システムを利用している事例がほとんどである．資

材の均質性・均一性を求めているためと思われる． 
⑥ 循環資源を利用する際の副材としての改良材（固化材，改質材など） 

固化材としてセメント，改質材として石膏，ベントナイトなどを利用しているほ

か，高炉スラグやフライアッシュなどの循環資材を用いている例もみられる． 
⑦ 優位特性もしくは有意特性 

循環資材の大量使用や，混合材料の強度改善に寄与する点を優位特性と挙げて

いる例が多い．また，ほとんどが土壌環境基準をクリアする利用形態であることを

取り上げている．  
⑧ 使用に当たっての留意点（施工性，経済性，環境安全性，再利用性） 

施工性に関しては各資材共に特段の配慮は不要と考えられる． 
経済性については，若干高価であることに懸念している資材もあるが，一般的な

土工や地盤改良と同じように要求性能に応じた対応によって変化するものであり，

本一覧表に記載された結果を鵜呑みにして選定から除外されるものではないと考

えられる． 
環境安全性については，循環資材によって異なる性状や含有物のばらつきの大

きさなどを考慮し，事前の溶出試験などによって確認することが求められる．「非

鉄スラグ製品の製造・販売ガイドライン」１）のように，環境安全性や製品としての

品質保証を担保し，それ以外の利用に大きな制約を与えている事例もある． 
再利用性については，循環資材を利用した土構造物を改築したり，あるいは自然

災害で被災した時に再度利用する場合でも，基本的には問題のない判断がなされ

ている．一方で，施工完了後新たな事業計画に伴って掘削再利用する場合などにつ

いては課題有との回答も見られることから，エビデンスの重要性も示唆されてい

る．  

4 
 

⑨ 施工能力，材料・施工費等 
生産・供給能力としては，日当り数 100 tもしくは 100m3程度が多くみられる

が，資源ごとの生産・排出特性によっても大きく異なっていることから，個々に確

認する必要がある． 
材料・施工費についてはその傾向はより顕著である．本一覧表記載の数字につい

ては，積算条件などを事業者に直接問い合わせていただくことが必要であり，実際

の検討に当たっては，使用場所，使用時期，使用量（総量，日当り数量等）などの

提示の上，技術資料に記載ある各工法担当に問い合わせ願いたい． 
⑩ 事業展開上の問題点 

 出荷数量の制限や出荷場所が限定されるなど，生産・排出特性に絡む問題点が散

見される． 
 また，環境問題とも絡んで，放射能汚染を課題に挙げている事例も見られる． 

⑪ 施工実績 
全国的な利用実績があるものの，試験施工的な事例でも，十分な効果の得られて

いるものであることから，今後の利用拡大が期待される． 
 
参考文献 
１）日本鉱業協会：非鉄スラグ製品の製造・販売ガイドライン，2019． 
          https://www.kogyo-kyokai.gr.jp/category/1864319.html 
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品質保証を担保し，それ以外の利用に大きな制約を与えている事例もある． 
再利用性については，循環資材を利用した土構造物を改築したり，あるいは自然

災害で被災した時に再度利用する場合でも，基本的には問題のない判断がなされ

ている．一方で，施工完了後新たな事業計画に伴って掘削再利用する場合などにつ

いては課題有との回答も見られることから，エビデンスの重要性も示唆されてい

る．  

4 
 

⑨ 施工能力，材料・施工費等 
生産・供給能力としては，日当り数 100 tもしくは 100m3程度が多くみられる

が，資源ごとの生産・排出特性によっても大きく異なっていることから，個々に確

認する必要がある． 
材料・施工費についてはその傾向はより顕著である．本一覧表記載の数字につい

ては，積算条件などを事業者に直接問い合わせていただくことが必要であり，実際

の検討に当たっては，使用場所，使用時期，使用量（総量，日当り数量等）などの

提示の上，技術資料に記載ある各工法担当に問い合わせ願いたい． 
⑩ 事業展開上の問題点 

 出荷数量の制限や出荷場所が限定されるなど，生産・排出特性に絡む問題点が散

見される． 
 また，環境問題とも絡んで，放射能汚染を課題に挙げている事例も見られる． 

⑪ 施工実績 
全国的な利用実績があるものの，試験施工的な事例でも，十分な効果の得られて

いるものであることから，今後の利用拡大が期待される． 
 
参考文献 
１）日本鉱業協会：非鉄スラグ製品の製造・販売ガイドライン，2019． 
          https://www.kogyo-kyokai.gr.jp/category/1864319.html 
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別紙１

単独

主材 副材 粘性土 砂質土 その他 第1種 第2種 第３種 第４種 泥土
建設
汚泥

重金属
汚染土

放射能
汚染土

津波
堆積物

震災
廃棄物

粘性土 砂質土 その他

アッシュクリートTypeⅡ
(AC-Ⅱ)

任意の形状の
人工地盤・盛土

（安藤・間） －

流動化処理土 フロー値300mm 長距離圧送
（シンコー） 流動性を有する状態 実績3.5km

灰テックビーズ 砂質礫状
（製造：石炭灰活用LLP) （最大40mm程度）

Hiビーズ 粒状の砂礫
（製造：中国高圧ｺﾝｸﾘｰﾄ） （最大40mm程度）

一般的な土砂と同程度

40mm以下
砂礫状

（平均粒経1mm程度）
一般的な土砂と同程度

40mm以下
地盤改良用鉄鋼スラグ

（ｽﾏｰﾄｺﾝﾊﾟｸｼｮﾝ）
(JFEスチール）

人工石材
（シンコー）

エコガイアストン
 （日本製鉄）
ジオタイザー 粒状材料
（日本製鉄） 最大粒径40mm

銅スラグ 左記用途なし
亜鉛スラグ 左記用途なし

ー 粒径 良質天然砂と
(JFEｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ) 平均5mmアンダー 同等の特性

グラウト材
（シンコー）

溶融スラグMS5、FM-2.5 粒径 良質天然砂と
（神鋼環境ソリューション） 5㎜以下 同等の特性

溶融スラグMS5 ○ ○ ○
(大平洋金属)
エコラロック 最大80～0mm で 〇 〇 〇

(中央電気工業) 粒度調整可能
溶融還元石 300-0mm(単独使用) 〇 〇

(中部リサイクル) 40-0mm(単独・混合両用)

メルエース
(メルテック)

１） 循環資源を主として利用する場合を主材，改良材などのように補助的に利用する場合を副材と呼ぶ

(泥土リサイクル協会)

石炭灰大量利用

石炭灰大量利用

石炭灰大量利用

元NETIS優良技術

元NETIS 優良技術

地盤改良

スラグ利用に寄与

強度改善

強度改善

強度改善

強度改善

（大平洋金属）

粒径300mm～500mm

粒状にて提供
粒径（0-40）

(フライアッシュ協会)

(泥土リサイクル協会)

建設
汚泥

購入土

資源形状
提供形態と粒径

(最大or平均)

バラ
路床･SCP:5㎜以下

路盤:0-40㎜等

未利用循環資源

鉄
鋼
ス
ラ
グ

高炉スラグ

クリンカ
アッシュ

フライ
アッシュ石

炭
灰

そ
の
他
ス
ラ
グ

フェロ
ニッケル

○ ○ ○ ○ ○

○

破砕材
40㎜以下

（粒度調整可）

転炉系
製鋼スラグ

溶融スラグ
(徐冷スラグ)

○

0～40㎜

工法名
（会社名）

使用形態１） 混合対象土

放射能
汚染土

津波堆積
物・震災
廃棄物

混合

○

○

細骨材-5mm

最大100ｍｍ

軟弱
地盤

溶融スラグ

〇

建設
発生土

重金属
汚染土

○

― ―

― ― ― ― ― ―

― ○ ― ―

○

― ― ― ― ―

○ ○ ○ ○ ○

― ― ― ― ― ― ― ―

○ ○

○ ○

○ ― ― ― ― ― ―

優位特性
もしくは
有意特性

―

○ ○ ○ ○

購入土 技術資料
整理番号

01

02

NETIS登録資材 03

04

05

06

07

08

07

09

10

強度改善 12

○

―

適用無

適用対象 土工材料への適用
原地盤 建設発生土 特殊発生土

20

13，14

15

10

17

18

19

16

○ 〇 〇

○ ○ ○ ○

○ 〇 〇 〇

〇 ― ― ― ― ― ― ―

○ ○

―

― ― ― ― ―

〇

○○ ○

○

○ ○ ○

○

○ ○ ○ ○ ○ ○○

○

○

○
製鋼ｽﾗｸﾞ

○ ○

〇
砕砂

○ ○
○

0-40㎜

○ 〇

〇
路盤･
路床材

〇
SCP

○○ ○

〇 〇

○

〇

(単独と混合の両方可能)

(単独と混合の両方可能)

○ ○○

○

○ ○ ○ ○ ○

○

○

○

○ ○ ○ ○

－ － ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

〇

○

〇

〇

○

○

○

○

〇 〇 〇 〇

〇 可能 可能 〇

○ ○ ○ ○

〇

〇

〇 〇 〇 〇 〇

○

〇 〇

○ ○○ ○

○

表－1　循環資源の種類と適用用途標準（その１）

非
鉄
ス
ラ
グ

FRC
（酒田FRC・カイハツFRC）

アッシュクリートTypeS
（安藤・間）

11地盤改良
液状化対策

○○○ SCP
粒状材料

最大粒径40mm

（参考）https://www.kogyo-kyokai.gr.jp/category/1864319.html
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単独

主材 副材 粘性土 砂質土 その他 第1種 第2種 第３種 第４種 泥土
建設
汚泥

重金属
汚染土

放射能
汚染土

津波
堆積物

震災
廃棄物

粘性土 砂質土 その他

SMW工法 灰褐色粒状，平均長3.2㎜

(西松建設) 平均直径17μｍ

浚渫土安定処理
（シンコー）

一般的な土砂と同程度

40mm以下

エコツブアッシュ ダンプトラック(オープン)
またはフレコン

(日本製紙) 最大粒径75mm

ハイデガス 強度改善
（土木地質） 耐酸･耐海水性

ｸﾘｽﾀﾙｽﾄｰﾝ・ｸﾘｽﾀﾙｻﾝﾄﾞ
(環境保全サービス)
セメント硬化体 破砕材

(西松建設) (75µm以下)
廃石膏ボードリサイクル製品 石灰系土質安定処理材

(グリーンアローズ東北)
(※エージェック：エコベスト)
(※宮城石灰工業：固太郎)

汚泥処理
水分調整

セメント固化速乾性向上
震災廃棄物再生資材

津波堆積物　分級・改質
震災廃棄物再生資材

津波堆積物・焼却灰造粒固化

災害廃棄物の再生資材化
（宇部マテリアルズ）

土工資材
20mm以下

第三種改良土以上
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

強度改善
不溶化
中性等

一般的な土砂と同程度

40mm以下

〇 〇 〇 〇

固化材「YHR液」、焼却灰、汚泥、セメント 災害廃棄物や除染後の焼却灰の再利用。
浚渫土安定処理
（シンコー）

１） 循環資源を主として利用する場合を主材，改良材などのように補助的に利用する場合を副材と呼ぶ

粉体

破砕材

災害廃棄物の土工化
(泥土処理研究会)

(泥土リサイクル協会)

SHR工法
(八光工業)

粒形最大15㎜
10㎜が最適

大量処理

廃棄物・焼却灰の
大量処理

元NETIS優良技術

大量処理

廃棄物利用

廃棄物利用

元NETIS優良技術

NETIS登録工法

ガ
ラ
ス
系

未利用循環資源

ペーパー
スラッジ

工法名
（会社名）

(泥土リサイクル協会)

廃ガラス

太陽光
モジュール
パネル

混合対象土

建設
発生土

建設
汚泥

重金属
汚染土

放射能
汚染土

津波堆積
物・震災
廃棄物

購入土

使用形態１）

災害廃棄物

石膏ボード

(パルフォースモルタル工法協会)
灰褐色粒状，平均長3.2㎜

平均直径17μｍ

土工資材
20mm以下

第三種改良土

○

塑性状態から70mm～
0.075mm土砂状へ変化

その他

製
紙
系

PS灰　

〇

資源形状
提供形態と粒径
(最大or平均)

混合
軟弱
地盤

○ ○ ○ ○

07

10

07

23

24

25

26

優位特性
もしくは
有意特性

技術資料
整理番号

21

22

29

30

27

28

適用対象 土工材料への適用
原地盤 建設発生土 特殊発生土 購入土

○

○

○

○
浚渫土砂

○ ○

○○

〇

○ ○

○ ○

○ ○○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○○○

○

○

○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ 〇 〇 〇 〇 〇 〇

○ ○

○

〇

〇 〇

〇 〇 〇

○

〇

表－1　循環資源の種類と適用用途標準（その２）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○

〇 〇 〇 〇 〇

○

〇

〇

○

〇〇 〇

○

○

○
津波堆積
物，破砕
・選別物

○ ○ ○○ ○
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別紙１

構造物 鉄道盛土 空港盛土 海岸堤防 水面埋立 地盤改良材
工作物 建築物 裏込め 路盤 路床 路体 高規格堤防 一般堤防 宅地 公園・緑地 固化材 改質材 補強材 その他

アッシュクリートTypeⅡ
(AC-Ⅱ)

（安藤・間）
アッシュクリートTypeS

（安藤・間）
FRC

（酒田FRC・カイハツFRC）
流動化処理土
（シンコー）

灰テックビーズ
（製造：石炭灰活用LLP)

Hiビーズ
（製造：中国高圧ｺﾝｸﾘｰﾄ）

ｽﾏｰﾄｺﾝﾊﾟｸｼｮﾝ
（JFEスチール）

人工石材 ○
（シンコー）

ジオタイザー バックホウ
（日本製鉄） スタビライザ

〇
採掘跡

〇
〇

下層路盤
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

○

× 〇 × × 〇 〇 〇 〇 〇
銅スラグ 左記用途なし

亜鉛スラグ 左記用途なし
ー -

(JFEｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ)
グラウト材

（シンコー）
溶融スラグMS5、FM-2.5

（神鋼環境ソリューション）
溶融スラグMS5

(大平洋金属)
エコラロック

(中央電気工業)
溶融還元石

(中部リサイクル)

メルエース
(メルテック)

２） 循環資源を利用するにあたって必要となる材料

ﾌﾟﾗﾝﾄ混合

ミキサ

ミキサ

イーキューブシステム

連続式混合

振動による締固め

トロンメル

バックホウ等

ホイールローダー

バックホウ等

連続式混合

(泥土リサイクル協会)

(フライアッシュ協会)

(泥土リサイクル協会) イーキューブシステム

処理プラント

バックホウ
スタビライザ

バックホウ等

○ ○

○

未利用循環資源 河川堤防 土地造成埋戻 道路用盛土
工法名

（会社名）

適用用途（適用が考えられる用途に〇）

○ ○

〇
SCP、SD

石
炭
灰

フライ
アッシュ

鉄
鋼
ス
ラ
グ

高炉スラグ

○ ○ ○ ○

そ
の
他
ス
ラ
グ 溶融スラグ

(徐冷スラグ)

溶融スラグ

クリンカ
アッシュ

転炉系
製鋼スラグ

○ ○ ○

○

○

○

改良材２）

〇 セメント

〇 セメント

〇
消石灰

セメント

○

ベントナイト

〇 〇

混合方式
もしくは
混合技術

〇 〇 〇 〇 〇 石膏

○

技術資料
整理番号

01

02

03

04

05

06

07

08

07

09

10

11

12

13，14

15

10

17

16

18

19

20

○
〇

SCP、SD

セメント

○ ○

○

〇

○

セメント

セメント

○

○

〇 〇 〇

〇 石膏

ベントナイト

○

○

○
46,000㎥

○
140,000㎥

○ ○ ○ ○
○

16,000㎥

〇 〇 〇 〇

〇 〇

○ ○

〇 〇 〇

○ ○

○
下層路盤

〇
凍上抑制層

〇 〇

○

○

〇

○

○
○

排水層
〇

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

〇 〇

○

○

セメント
エスメント

フライアッシュ 浚渫土

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○

〇

〇

セメント

〇

改良材等の使用
で、一層の強度改

善効果がある

○

○

〇

〇〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

○

○ ○ ○ ○ －○ －

〇

○ ○ ○ ○ － －

〇 〇 〇 〇

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

〇 〇 〇 〇 〇

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

〇 〇 〇 〇 〇 〇

○ ○ ○ ○

〇 〇 〇 〇

○

○ ○ ○ ○

エコガイアストン
（日本製鉄）

表－2　循環資源の種類と適用用途標準（その１）

　人工石材、人工藻礁50,000m3

フェロ
ニッケル （大平洋金属） 〇 〇 〇：ｹｰｿﾝ

〇：ｻﾝﾄﾞｺﾝﾊﾟ
ｸｼｮﾝ行政許可緑地に限る

振動式締固め，
静的締固め

（SAVEコンポーザー）

SCP

非
鉄
ス
ラ
グ

（参考）https://www.kogyo-kyokai.gr.jp/category/1864319.html
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構造物 鉄道盛土 空港盛土 海岸堤防 水面埋立 地盤改良材
工作物 建築物 裏込め 路盤 路床 路体 高規格堤防 一般堤防 宅地 公園・緑地 固化材 改質材 補強材 その他

SMW工法
(西松建設)

浚渫土安定処理 ○
（シンコー）

エコツブアッシュ
(日本製紙)
ハイデガス バックホウ
（土木地質） モルタル

ｸﾘｽﾀﾙｽﾄｰﾝ・ｸﾘｽﾀﾙｻﾝﾄﾞ
(環境保全サービス)
セメント硬化体

(西松建設)
廃石膏ボードリサイクル製品

(グリーンアローズ東北)
(※エージェック：エコベスト)
(※宮城石灰工業：固太郎)

震災廃棄物再生資材
津波堆積物　分級・改質

災害廃棄物の再生資材化
（宇部マテリアルズ）

○ ○ ○ ○ ○ 〇 ○ 〇 〇 〇 ○ 〇 〇 〇 ○
石灰系、

マグネシウム系
マグネシウム系

不溶化材

一般的な施工機械
(バックホウ､スタビライザ､

移動式混合機等）

災害廃棄物の土工化
(泥土処理研究会)

○ ○ ○ ○ ○
◎

施工機械の
選定注意

○
◎

施工機械の
選定注意

◎
表層利用注意
施工機械の
選定注意

◎
表層利用注意
施工機械の
選定注意

○

◎
表層利用注意
施工機械の
選定注意

◎
表層利用注意
施工機械の
選定注意

◎
淡水域
利用注意

○ セメント・石灰 連続式混合プラント 28

SHR工法
(八光工業)

○

２） 循環資源を利用するにあたって必要となる材料

(泥土リサイクル協会)

震災廃棄物再生資材
津波堆積物・焼却灰造粒固化

(泥土リサイクル協会)

浚渫土安定処理土
（シンコー）

ﾌﾟﾗﾝﾄ混合

ﾌﾟﾗﾝﾄ混合

イーキューブシステム

ミキサ

バックホウ

トロンメル

混合プラント

イーキューブシステム

連続式混合プラント○その他

製
紙
系

ペーパー
スラッジ

ガ
ラ
ス
系

廃ガラス

太陽光
モジュール
パネル

PS灰　

石膏ボード

災害廃棄物

(パルフォースモルタル工法協会) ○

工法名
（会社名）

道路用盛土
適用用途（適用が考えられる用途に〇）

埋戻未利用循環資源
改良材２） 混合方式

もしくは
混合技術

技術資料
整理番号

21

22

10

07

23

24

25

表－２　循環資源の種類と適用用途標準（その２）

河川堤防 土地造成

混和材

○

○

○ ○ ○ ○ ○○ ○

○

○

26

27

07

29

30

○

セメント

高炉スラグ

〇

○○

〇

○

混和材

○ ○

高炉ｽﾗｸﾞ
微粉末ﾌﾗｲｱｯｼｭ

セメント

○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○ ○

○

○

○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○

○
農地嵩上材60,000m3

○ ○

起泡剤セメント

PS灰系固化材

○

○

○ ○ ○

○ ○

セメント、
焼却灰、汚泥

固化材
YHR液

○大豊JV
204,000㎥

○

○
北上川
（直轄）

○ ○ ○離島工事の埋戻し材
20,000m3

セメント
○

埋立護岸
800,000㎥

○ ○

〇 〇 〇

○ ○

○ ○ ○ ○

〇

○
農地嵩上材
60,000m3

○
PS灰系固化材

セメント系固化材

○ ○○

〇
造粒固化設備
(ペレック500)

〇

石膏

○ ○

8

13



参考工事費
円/t，円/m３ 円/ｍ２，円/m３ 土質 施工数量 その他

アッシュクリートTypeⅡ
(AC-Ⅱ)

平成20年度

（安藤・間） Ｈ26.12～27.4

平成24年4月～
公共事業を主に26万

㎥出荷
流動化処理土 平成27年～ 大和川シールド
（シンコー） 雲雀野北埠頭復旧工事
灰テックビーズ 東北地域代表 H29～ 採石場埋戻（いわき市）

（製造：石炭灰活用LLP) 他地域代表 H19～23 橘湾公共用地埋立（徳島県）

Hiビーズ 東北地域代表 なし なし 敷砂の用途もあり。

（製造：中国高圧ｺﾝｸﾘｰﾄ） 他地域代表 H19～21 地盤改良（岩国基地） 供給力・手段に留意。

東北地域代表 H25～ 防災林盛土(福島県相双地区）
他地域代表 省略 省略

地盤改良用鉄鋼スラグ
（ｽﾏｰﾄｺﾝﾊﾟｸｼｮﾝ） 3,400円/m3 不明

（JFEスチール） 建設物価調査（2018/2）
人工石材

（シンコー）

エコガイアストン

（日本製鉄）

ジオタイザー
（日本製鉄）

〇 〇 ◎ 〇 １:SCP H25.7 北上川下流域
SCP材混合比
山砂：スラグ＝２：１

〇 〇 〇 - 多数:道路用 国道･県道･市道

〇 〇 ◎ 〇
銅スラグ 左記用途なし

亜鉛スラグ 左記用途なし
ー ガス導管埋め戻し適用

(JFEｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ) 上下水道管保護砂に適用
グラウト材
（シンコー）

溶融スラグMS5、FM-2.5 平均約12t/日（宮城） 宮城県角田市 100円/t
（神鋼環境ソリューション） 平均約5t/日（山形） 山形県上山市

溶融スラグMS5 供給量要確認
(大平洋金属) 運賃別途要確認
エコラロック
(中央電気工業)

溶融還元石 供給量要確認

(中部リサイクル) 運賃別途要確認

メルエース
(メルテック)

３）　◎：非常に優れる　〇：優れる　△：普通　×：課題あり ４）出荷地について，東北地域に広く分布する場合は特に記載の必要なし ５）参考工事費算出条件

東北電力からの供給が要相談

3件 平成22年～ 千葉県某所

数量に限りがあります。

アスファルト混合物、路盤材、　埋
戻し材として利用実績あり。

コンクリート二次製品用細骨材とし
て利用実績あり。

路盤材、敷均し材、護岸工事用、土
工用等として多数利用実績有り
路盤材等として実績は多数あり
他に割ぐり石、捨石等での利用実績
もあり
路盤材、整地材等として利用実績多
数

特になし

特になし

2009~

平成9年1

5,000t/年

多数

多数

20m3(100m2

×深さ0.2m)

(泥土リサイクル協会)

(フライアッシュ協会)

(泥土リサイクル協会)

（大平洋金属）

環境安全性は材齢28日を経過し
た後に実施する溶出試験結果を
確認する必要がある

宅地造成工事（熊本県苓北町）
都市公園工事（福島県相馬郡）

供給力・手段に留意。

盛土工事（福島県相馬郡）3 平成27年7月～

311

多数

多数

出荷量については、要相談

10件 愛知県、静岡県平成15年～平成27年

愛知県、静岡県平成15年～平成27年10件

鳥取県堺港市(国土交通省)2013複数

施工性 経済性 環境安全性 再利用時

不明 不明 不明 不明

90t/日 栃木県近傍 50円/ｔ

50t/日 八戸市 800円/t

100～400t/日 - 各生産地 300円/t - - - -

- - -3,000t/日
実績ベース

不明

100～250m3/日 30～40m3/時 5,000円/m3 13,500円/m3

20t/日 150～300 宮城 25,000円/ｔ 12,000円/m3 高含水土砂 5,000m3

～300t/日 － 福島県
浜通り地区

都度お見積り － － － －

そ
の
他
ス
ラ
グ

溶融スラグ

◎ 〇 ◎ 〇

◎

◎

〇

◎

◎

◎

◎

〇

◎

留意点(優位性や課題の有無に応じて◎,〇,△)3)

07

－ －

鉄
鋼
ス
ラ
グ

高炉スラグ

転炉系
製鋼スラグ

未利用循環資源
工法名

（会社名）

石
炭
灰

フライ
アッシュ

クリンカ
アッシュ

溶融スラグ
(徐冷スラグ)

50m3/時 32m3/時
生産・供給量は専用ﾌﾟﾗﾝﾄ（規模により異なる）稼働
の場合．施工能力は使用機器により異なる
材料費・直接工事費の詳細は要問合せ

50m3/時 45m3/時
生産・供給量は専用ﾌﾟﾗﾝﾄ（規模により異なる）稼働
の場合．施工能力は使用機器により異なる
材料費・直接工事費の詳細は要問合せ

○ ○ ○ △

特記事項

－ － － － － －
海岸沿岸、河川感潮域での底質の環境改
善、港湾の地盤改良の実績あり。

全国 － － － － －

倉敷、
福山など

平成30年度仙台塩釜港仙台港区向洋地区岸
壁の実績を参考に入力

施工実績
(代表事例を記載)生産・

供給量
施工能力 材料

出荷地域4)

材料費
（出荷地渡）

直接工事費
事業展開上の問題点工事費条件区分５）

件数 施工時期 工区名(施工場所)
t/日，m３/日

100～500m3/日 30～100m3/時 3,000円/m3 6,500円/m3

500～
900t/日

八戸市

5㎜以下：
700円/m3

0-40㎜：
1,000円/ｍ3

※種々条件によって異なりますので、詳細は弊社担当窓口にお問い合わせください。

※種々条件によって異なりますので、詳細は弊社担当窓口にお問い合わせください。

工場生産量
50ｔ/日

施工機械
による

生産地
名古屋市

800円/ｔ(税抜)
工場渡し

200t/日 主に茨城近郊 1,500円/m3

(置場渡し)
803円/m3

備考

転圧性が含水比に左右されづら
い。

天然砂と比較して単位体積重量
とせん断抵抗角が大きく、工事
費の低減可能

天然砂と比較して単位体積重量
とせん断抵抗角が大きく、工事
費の低減可能
事前配合試験要、適用に当たっ
ては弊社規定に準ずる

10

11

12

13，14

15

10

02

03

04

05

06

07

08

技術資料
整理番号

01

表－３　循環資源の種類と適用用途標準（その１）

17

18

19

20

09

○

○

◎

◎

〇

〇

○

○

×

〇

〇

△

◎

○

〇

〇

○

○

○

〇

〇

○◎

◎

○ ◎ ○

◎ ○

○

○

○

△

△

◎ ○

○ ○

△ ○

○

◎◎ ◎

◎ ◎

◎ ◎

◎ ◎

◎ ◎

○

○○ ○

○

◎

16

非
鉄
ス
ラ
グ

フェロ
ニッケル

アッシュクリートTypeS
（安藤・間）

FRC
（酒田FRC・カイハツFRC）

大阪市内

宮城県仙南地域

都市ガス導管埋め戻し

約80万ﾄﾝ/年(全国)

（参考）https://www.kogyo-kyokai.gr.jp/category/1864319.html

9

15



参考工事費
円/t，円/m３ 円/ｍ２，円/m３ 土質 施工数量 その他

SMW工法 設定値は開発目標値（パルフォースを参考）
(西松建設)

浚渫土安定処理
（シンコー）

(泥土リサイクル協会)

エコツブアッシュ

(日本製紙)
ハイデガス

（土木地質）
ｸﾘｽﾀﾙｽﾄｰﾝ・ｸﾘｽﾀﾙｻﾝﾄﾞ

(環境保全サービス)

セメント硬化体

(西松建設)

廃石膏ボードリサイクル製品 H30
(グリーンアローズ東北)

(※エージェック：エコベスト)
(※宮城石灰工業：固太郎)

H30

震災廃棄物再生資材 H25改良 県仙台土木　山元町
津波堆積物　分級・改質 H26~28施工 後藤渕①　新浜① 坂元川災害復旧

震災廃棄物再生資材 H24改良 石巻処理区（鹿島JV） 石巻港（県）　
津波堆積物・焼却灰造粒固化 H25施工 雲雀野地区（港湾） 北上川（東北地整）

災害廃棄物の再生資材化
（宇部マテリアルズ）

◎ ◎ ◎ ◎ 50~300t/日
一関市
市原市

23,000～
110,000円/ｔ

10件以上 2017年～2018年
岩手県岩泉町

災害廃棄物処理現場

泥土等の再生資材化材
石灰系固化材、中性固化材、重
金属不溶化材

災害廃棄物の土工化
(泥土処理研究会)

◎ ◎ ◎ ◎
1セット

500m3/日

可搬型プラント
のため必要箇所
に設置

3,000～
30,000円/m3

1,500～
10,000円/m3

50mm以上の
夾雑物が無い
あらゆる土質
に対応

5,000m3以上
場所により運
搬費が異な
る。

可搬型プラントのため規模によって必要台数を
どこにでも設置可能だが、別途プラント用地を
必要とする。

1件 平成24年～平成26年
岩手県大船渡市

太平洋セメント大船渡工場
災害廃棄物・泥土等の
大量高品質施工

28

SHR工法
災害廃棄物・焼却灰・汚泥等の
大量処理が見込まれる。

(八光工業) 重金属の溶出試験が必要。

浚渫土安定処理土
（シンコー）

３）　◎：非常に優れる　〇：優れる　△：普通　×：課題あり ４）出荷地について，東北地域に広く分布する場合は特に記載の必要なし ５）参考工事費算出条件

出荷可能場所が石巻地方に限る

(泥土リサイクル協会) 平成25年1件

寒風沢島内、利府浜田漁港平成28～3件

1

1

多数

試行段階

250ｍ3/日 ー 石巻地方 ー ー ー ー ー

100～500m3/日 30～100m3/時 3,000円/m3 3,500円/m3

30t/日 150～600 宮城 28,000円/ｔ 12,000円/m3 高含水土砂 5,000m3

(石膏ボード　二水石膏粉製造)
※安定処理材製造‣販売メーカー

302.4　t/日 岩沼市 20,000～
22,000円/ｔ

生産拠点無
く試作

30t/日 150～600 宮城 28,000円/ｔ 12,000円/m3 高含水土砂 5,000m3

ガ
ラ
ス
系

廃ガラス

太陽光
モジュール

パネル

石膏ボード

災害廃棄物

その他

留意点(優位性や課題の有無に応じて◎,〇,△)3)

製
紙
系

ペーパー
スラッジ

(パルフォースモルタル工法協会)

PS灰　

未利用循環資源
工法名

（会社名）

特記事項 施工実績
(代表事例を記載)生産・

供給量
施工能力 材料

出荷地域4)

材料費
（出荷地渡）

直接工事費
事業展開上の問題点工事費条件区分５）

件数 施工時期 工区名(施工場所)
t/日，m３/日

専用工場で
生産中

10t/日生産
可能

専用工場で
生産中

10t/日生産
可能

既設水道、ガス、下水道、トンネル背面充填用
に採用で特に問題無し。

180件以上
東北・関東・北陸・関西・

九州地方

大阪、愛知、静岡、新潟、
宮城、福島他

40件以上 石巻地方

100～500m3/日 30～100m3/時 3,000円/m3 3,500円/m3

関東・東北 250,000円/t

関東・北陸
関西・九州

250,000円/t
30,000～

60,000円/ｍ3

試料の粒度調整に手間とコストがかかる

当該企業はリサイクルを主業務としており、記載情
報は石膏粉の製造・納品までである。各現場の直接
工事費等、土質改良材メーカー、土木工事施工会社
の詳細情報は把握できていない。

10件以上

関口川水門土木工事
（岩手県山田町）

山形蔵王トンネル工事
（東北中央道山形県上山市）

宮城県気仙沼市
試験施工

造粒固化物:80t/日
平板ブロック
(300*300*60):400枚/日

平板ブロック(300*300*60)
透水性6,500円/ｍ2

  一般5,700円/m2

津波堆積物や除染後の家屋等の焼却灰および汚泥を
原材料とした造粒固化物や平板ブロックの製造を目
指しているが、放射能汚染問題で計画した事業展開
が出来ていない。

30～45t/日

備考

旧残置管、暗渠閉塞材、トンネ
ル背面裏込め、人孔等の埋戻し
材、床下空洞充填、軽量盛土材

環境完全性は、硬化体(有姿)の
溶出試験を実施して確認する必
要がある

30

技術資料
整理番号

21

表－３　循環資源の種類と適用用途標準（その２）

23

24

25

26

27

07

29

22

10

07

施工性 経済性 環境安全性 再利用時

○

○ ○

○ ○

◎ ◎

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

◎ △ 〇 △

◎ △ ◎ ○

◎ ◎ ◎ ◎

◎ ◎ 〇 ◎

○ △ ○ △

○ ○ ○ ○

○ △ △ ○

◎ ○

平成15年～平成30年100件以上

平成24～

平成16～

寒風沢島内平成28～2

○ 〇

◎

◎

◎

◎

◎

○

○

○○

10
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３．アンケート協力団体，会社 

【協力団体】 

還元溶融研究会 
石炭灰活用 LLP（有限責任事業組合） 
泥土処理研究会 
一般社団法人 泥土リサイクル協会 
日本鉱業協会 
パルフォースモルタル工法協会 
日本フライアッシュ協会 

【協力会社】 

株式会社 安藤・間 
株式会社 エージェック 
カイハツ FRC株式会社 
株式会社 環境保全サービス 
株式会社 グリーンアローズ東北 
酒田 FRC株式会社 
JFEエンジニアリング株式会社 
JFEスチール株式会社 
株式会社 シンコー 
株式会社 神鋼環境ソリューション 
東京パワーテクノロジー株式会社 
日本製鉄株式会社 
大平洋金属株式会社 
中央電気工業株式会社 
中国高圧コンクリート工業株式会社 
中部リサイクル株式会社 
土木地質株式会社 
西松建設株式会社 
日本製紙株式会社 
沼田建設株式会社 
八光工業株式会社 
宮城石灰工業株式会社 
メルテック株式会社 

（五十音順） 
 

 

18 19



 

 

 

 

参考資料-1 改良土 WG技術情報集 
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （1/2） 

整理 No. ０１ 分類 「石炭灰」  

会 社 名 株式会社 安藤・間 

担 当 者 技術本部 髙木、林、齋藤、坂本  

連 絡 先 
TEL 029-858-8813 FAX 029-858-8840 

E-mail Takagi.ryoichi@ad-hzm.co.jp 

技術の名称 アッシュクリート TypeⅡ（AC-Ⅱ） 

概  要 
(150 字程度) 

アッシュクリート TypeⅡは、石炭灰を大量に用いて製造した、土壌

環境基準値をクリアした安全な材料です。維持管理が不要で、長期的

に安定した強固な人工地盤や路盤を造成することが可能です。バッチ

ングプラントで練り混ぜた材料を施工現場に運搬・敷き均した後に、

現位置で超流体工法による締固めを行うことで、大規模施工も可能で

す。 

技術登録等 
建材試験センター：環境主張建設資材の適合証明（省資源型 1 級，環境

保全型 1 級） 

技術の概要 
 

 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 

 

アッシュクリートは骨材として石炭灰（フライアッシュ）を大量に

利用した硬化体で、石炭灰、セメント、少量の水の混練材料を外部振

動により流体化させて固化させて製造するものです。この製造方法に

より、多量の石炭灰（重量で約７０％）を品質良くかつ安全に固める

ことが可能となります。海洋や海岸で使用するブロックを対象に開発

されたアッシュクリート技術をベースに、陸上で適用するために開発

したものが、アッシュクリート TypeⅡです。 
アッシュクリート TypeⅡは、バッチングプラントで練り混ぜた材

料を施工現場に運搬・敷き均した後に、現位置で超流体工法による締

固めを行い、1 日 250m3 程度の大量施工が可能です。本材料は土壌環

境基準値をクリアした安全な材料で、特別な維持管理を必要とせず、

長期的に安定した強固な人工地盤や路盤を造成することができます。

また、石炭灰を大量リサイクルする材料であることから、建材試験セ

ンターから環境主張建設資材の適合証明（省資源型 1 級，環境保全型

1 級）を取得しています。 
 これまでに宅地造成盛土や軟弱法地補強、護岸ブロック背面裏込め

として数多くの施工実績があります。  

 

整理No　 技術の名称 　会社名 頁

No．1 アッシュクリートTypeⅡ（ＡＣ－Ⅱ） 株式会社安藤・間 ・・・・ 21

No．2 アッシュクリートTypeS（ＡＣ－Ｓ） 株式会社安藤・間 ・・・・ 23

No．3
FRC®砕石、ドリームストン(軽量裏込め材）、
生物共生型Ｆａブロック

カイハツＦＲＣ株式会社 ・・・・ 25

No．4 流動化処理土（長距離圧送） 株式会社シンコー ・・・・ 27

No．5 灰テックビーズ 石炭灰活用有限責任事業組合 ・・・・ 30

No．6 Hiビーズ（地盤改良用） 中国高圧コンクリート工業株式会社 ・・・・ 32

No．7
泥土の再資源化技術　イーキューブシステム®
(粒状固化工法)

一般社団法人泥土リサイクル協会 ・・・・ 34

No．8 クリンカアッシュ 日本フライアッシュ協会 ・・・・ 37

No．9 スマートコンパクション® JFEスチール株式会社 ・・・・ 39

No．10 人工石材製造工 株式会社シンコー ・・・・ 40

No．11 エコガイアストン® 日本製鉄株式会社 ・・・・ 43

No．12 ジオタイザー® 日本製鉄株式会社 ・・・・ 45

No．13
コンクリートがらとフェロニッケルスラグの混合
による再資源化

大平洋金属株式会社 ・・・・ 47

No．14
天然砂とフェロニッケルスラグの混合による
地盤改良材

大平洋金属株式会社 ・・・・ 50

No．15 ガス導管埋め戻し適用試験結果と実用化 JFEエンジニアリング株式会社 ・・・・ 53

No．16 溶融スラグ細骨材 株式会社神鋼環境ソリューション ・・・・ 56

No．17 溶融スラグ細骨材(MS-5)
還元溶融研究会
（大平洋金属株式会社）

・・・・ 58

No．18 エコラロック
還元溶融研究会
（中央電気工業株式会社）

・・・・ 60

No．19
軟弱地盤上の盛土基盤面の構築(軟弱地盤
対策工)

還元溶融研究会
(中部リサイクル株式会社)

・・・・ 62

No．20 還元溶融
還元溶融研究会
（メルテック株式会社）

・・・・ 63

No．21
ペーパースラッジを混和材としたソイルセメント
地中連続工法

西松建設株式会社 ・・・・ 64

No．22 パルフォースモルタル工法 沼田建設株式会社 ・・・・ 66

No．23 再生土木資材「エコツブアッシュ」 日本製紙株式会社石巻工場 ・・・・ 70

No．24 耐酸性コンクリート用混和材ハイデガス 土木地質株式会社 ・・・・ 71

No．25 クリスタルストーン、クリスタルサンド 株式会社環境保全サービス ・・・・ 73

No．26
太陽光モジュールガラスを混和材料に利用した
セメント硬化体

西松建設株式会社 ・・・・ 75

No．27 二水石膏粉の再利用拡大 株式会社グリーンアローズ東北 ・・・・ 76

No．28 MUDIX工法（連続式泥土処理工法） 泥土処理研究会 ・・・・ 79

No．29 SHR工法 八光工業株式会社 ・・・・ 82

No．30 浚渫土砂の安定処理工 株式会社シンコー ・・・・ 86
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （1/2） 

整理 No. ０１ 分類 「石炭灰」  

会 社 名 株式会社 安藤・間 

担 当 者 技術本部 髙木、林、齋藤、坂本  

連 絡 先 
TEL 029-858-8813 FAX 029-858-8840 

E-mail Takagi.ryoichi@ad-hzm.co.jp 

技術の名称 アッシュクリート TypeⅡ（AC-Ⅱ） 

概  要 
(150 字程度) 

アッシュクリート TypeⅡは、石炭灰を大量に用いて製造した、土壌

環境基準値をクリアした安全な材料です。維持管理が不要で、長期的

に安定した強固な人工地盤や路盤を造成することが可能です。バッチ

ングプラントで練り混ぜた材料を施工現場に運搬・敷き均した後に、

現位置で超流体工法による締固めを行うことで、大規模施工も可能で

す。 

技術登録等 
建材試験センター：環境主張建設資材の適合証明（省資源型 1 級，環境

保全型 1 級） 

技術の概要 
 

 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 

 

アッシュクリートは骨材として石炭灰（フライアッシュ）を大量に

利用した硬化体で、石炭灰、セメント、少量の水の混練材料を外部振

動により流体化させて固化させて製造するものです。この製造方法に

より、多量の石炭灰（重量で約７０％）を品質良くかつ安全に固める

ことが可能となります。海洋や海岸で使用するブロックを対象に開発

されたアッシュクリート技術をベースに、陸上で適用するために開発

したものが、アッシュクリート TypeⅡです。 
アッシュクリート TypeⅡは、バッチングプラントで練り混ぜた材

料を施工現場に運搬・敷き均した後に、現位置で超流体工法による締

固めを行い、1 日 250m3 程度の大量施工が可能です。本材料は土壌環

境基準値をクリアした安全な材料で、特別な維持管理を必要とせず、

長期的に安定した強固な人工地盤や路盤を造成することができます。

また、石炭灰を大量リサイクルする材料であることから、建材試験セ

ンターから環境主張建設資材の適合証明（省資源型 1 級，環境保全型

1 級）を取得しています。 
 これまでに宅地造成盛土や軟弱法地補強、護岸ブロック背面裏込め

として数多くの施工実績があります。  
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13 
 

資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （2/2） 

技術の概要 
（つづき） 

【施工方法】  

  
現場荷降ろし         敷き均し 
 

  
原位置での流体化  
 
【施工実績】  

  
宅地造成盛土への適用事例   軟弱法地補強事例  
 

  
護岸ブロック背面裏込め 
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （1/2） 

整理 No. ０２ 分類 「石炭灰」  

会 社 名 株式会社 安藤・間 

担 当 者 技術本部 髙木、林、齋藤、坂本  

連 絡 先 
TEL 029-858-8813 FAX 029-858-8840 

E-mail Takagi.ryoichi@ad-hzm.co.jp 

技術の名称 アッシュクリート TypeS（AC-S） 

概  要 
(150 字程度) 

アッシュクリート TypeS は、石炭灰を大量に用いて、超流体化工法に

より製造するアッシュクリートを一旦固化させた後、破砕して粒度調

整したもので、土壌環境基準値をクリアした安全な材料です。通常の

盛土作業（敷き均し、転圧）と同じ取り扱いが可能で、材料の製造・

保管が可能であるため、大規模な盛土等へ適用できます。  

技術登録等  

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 

 
 

アッシュクリートは骨材として石炭灰（フライアッシュ）を大量に

利用した硬化体で、石炭灰、セメント、少量の水の混練材料を外部振

動により流体化させて固化させて製造するものです。この特殊な製造

方法により、多量の石炭灰（重量で約７０％）を品質良くかつ安全に

固めることが可能となります。海洋や海岸で使用するブロックを対象

に開発されたアッシュクリート技術をベースに、盛土造成用破砕材と

して開発したものが、アッシュクリート TypeS です。 
アッシュクリート TypeS は、通常の盛土材料と同様な取り扱いが可

能になるように、アッシュクリート技術により製造した平板状のブロ

ックを破砕し、粒度調整をして汎用性を高めた製品で、盛土や下層路

盤への適用が可能となります。一般の盛土材料よりも 2 割程度軽く、

母材の圧縮強度は 10～15N/㎟程度であり、土壌環境基準値をクリア

した安全な材料です。  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （2/2） 

技術の概要 
（つづき） 

【施工方法】  

  
現場荷降ろし         敷き均し 
 

  
原位置での流体化  
 
【施工実績】  

  
宅地造成盛土への適用事例   軟弱法地補強事例  
 

  
護岸ブロック背面裏込め 

 

別紙 2 

14 
 

資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （1/2） 

整理 No. ０２ 分類 「石炭灰」  

会 社 名 株式会社 安藤・間 

担 当 者 技術本部 髙木、林、齋藤、坂本  

連 絡 先 
TEL 029-858-8813 FAX 029-858-8840 

E-mail Takagi.ryoichi@ad-hzm.co.jp 

技術の名称 アッシュクリート TypeS（AC-S） 

概  要 
(150 字程度) 

アッシュクリート TypeS は、石炭灰を大量に用いて、超流体化工法に

より製造するアッシュクリートを一旦固化させた後、破砕して粒度調

整したもので、土壌環境基準値をクリアした安全な材料です。通常の

盛土作業（敷き均し、転圧）と同じ取り扱いが可能で、材料の製造・

保管が可能であるため、大規模な盛土等へ適用できます。  

技術登録等  

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 

 
 

アッシュクリートは骨材として石炭灰（フライアッシュ）を大量に

利用した硬化体で、石炭灰、セメント、少量の水の混練材料を外部振

動により流体化させて固化させて製造するものです。この特殊な製造

方法により、多量の石炭灰（重量で約７０％）を品質良くかつ安全に

固めることが可能となります。海洋や海岸で使用するブロックを対象

に開発されたアッシュクリート技術をベースに、盛土造成用破砕材と

して開発したものが、アッシュクリート TypeS です。 
アッシュクリート TypeS は、通常の盛土材料と同様な取り扱いが可

能になるように、アッシュクリート技術により製造した平板状のブロ

ックを破砕し、粒度調整をして汎用性を高めた製品で、盛土や下層路

盤への適用が可能となります。一般の盛土材料よりも 2 割程度軽く、

母材の圧縮強度は 10～15N/㎟程度であり、土壌環境基準値をクリア

した安全な材料です。  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （2/2） 

技術の概要 
（つづき） 

【製品の荷姿】  

 
 
【製造方法】  

  
一次破砕状況         二次破砕状況（自走式破砕機）  

 
製品の出荷状況  
 
【施工実績】  

 
盛土造成への適用事例  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （1/2） 

整理 No.    ０３ 分類 石炭灰、フライアッシュ 

会 社 名 カイハツＦＲＣ株式会社 

担 当 者 鈴木孝志 古里 秋 

連 絡 先 
TEL 022-796-8836 FAX 022-796-2627 

E-mail Suzuki.k@circus.ocn.ne.jp Furusato@kaihatsusangyo.co.jp 

技術の名称 ＦＲＣ®砕石、ドリームストン（軽量裏込め材）、生物共生型 Fa ブロック 

概  要 
 

石炭火力発電所から排出される、石炭灰を主原料としてセメント固化に

よる均一な品質の再生砕石を製造。製法は特殊混合と圧密振動成形及び

養生にて固化、これを破砕（粒度調整）する。特徴は軽量で且つ、再生

砕石としての品質基準及び土壌環境基準を満足した製品である。この製

法を利用したドリームストン、生物共生型 Fa ブロックがある  

技術登録等 NETIS TH-110021-VE   THK-160003-A 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり 

 

FRC 方式 
石炭灰とセメントと水を配合設計により計量された材料をアジテーター

内臓の特殊混合機でミキシング、その混合物を成形型枠に投入しプレス

圧とバイブレータで圧密振動にて流動化させて締固めるセメント固化製

造方法です。締固めた製品は即時脱型方式でブロック状の型枠から抜き

取り、それを蒸気養生で一定時間養生されることにより 18N/㎟以上の圧

縮強度を有するコンクリートブロックになります。  
この製造方法は、日々変化する含水量を測定し水分量の添加を自動化

することで混合品の品質を一定に保っている点と、養生システムにより

管理されることから圧縮強度に変動がない事が特徴であります。養生後

のブロックを破砕・粒度調整することで、慢性的に不足している再生骨

材の代替品として提供を可能にしました。その用途は、路盤材、路盤盛

土材、盛土材（路体盛土）その他 5 ㎜以下をカットしたものは軽量裏込

め材や裏埋め材として利用されています。  
 また地球温暖化対策として最近着目されている「ブルーカーボン」(沿
岸の青い海域で海藻などの生物が二酸化炭素を吸収・貯蔵する炭素)とし

ての藻場造成資材として、FRC 製造工程でブロック化した製品を直接使

用することで経済性及び FRC 製品の特質が海藻の成長に期待できます。

いま酒田港に於いて藻場造成実証試験を行っており、成果を上げていま

す。このブロックを生物共生型 Fa ブロックと称して出荷体制も整えて

います。生物共生型 Fa ブロックは製造工程で生物の栄養素及び鉄原料

等を添加することで従来の藻場造成資材とこは異なる効果が期待できる

製品であります。  
※ 「カタログをご請求下さい」  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （2/2） 

技術の概要 
（つづき） 

【製品の荷姿】  

 
 
【製造方法】  

  
一次破砕状況         二次破砕状況（自走式破砕機）  

 
製品の出荷状況  
 
【施工実績】  

 
盛土造成への適用事例  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （1/2） 

整理 No.    ０３ 分類 石炭灰、フライアッシュ 

会 社 名 カイハツＦＲＣ株式会社 

担 当 者 鈴木孝志 古里 秋 

連 絡 先 
TEL 022-796-8836 FAX 022-796-2627 

E-mail Suzuki.k@circus.ocn.ne.jp Furusato@kaihatsusangyo.co.jp 

技術の名称 ＦＲＣ®砕石、ドリームストン（軽量裏込め材）、生物共生型 Fa ブロック 

概  要 
 

石炭火力発電所から排出される、石炭灰を主原料としてセメント固化に

よる均一な品質の再生砕石を製造。製法は特殊混合と圧密振動成形及び

養生にて固化、これを破砕（粒度調整）する。特徴は軽量で且つ、再生

砕石としての品質基準及び土壌環境基準を満足した製品である。この製

法を利用したドリームストン、生物共生型 Fa ブロックがある  

技術登録等 NETIS TH-110021-VE   THK-160003-A 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり 

 

FRC 方式 
石炭灰とセメントと水を配合設計により計量された材料をアジテーター

内臓の特殊混合機でミキシング、その混合物を成形型枠に投入しプレス

圧とバイブレータで圧密振動にて流動化させて締固めるセメント固化製

造方法です。締固めた製品は即時脱型方式でブロック状の型枠から抜き

取り、それを蒸気養生で一定時間養生されることにより 18N/㎟以上の圧

縮強度を有するコンクリートブロックになります。  
この製造方法は、日々変化する含水量を測定し水分量の添加を自動化

することで混合品の品質を一定に保っている点と、養生システムにより

管理されることから圧縮強度に変動がない事が特徴であります。養生後

のブロックを破砕・粒度調整することで、慢性的に不足している再生骨

材の代替品として提供を可能にしました。その用途は、路盤材、路盤盛

土材、盛土材（路体盛土）その他 5 ㎜以下をカットしたものは軽量裏込

め材や裏埋め材として利用されています。  
 また地球温暖化対策として最近着目されている「ブルーカーボン」(沿
岸の青い海域で海藻などの生物が二酸化炭素を吸収・貯蔵する炭素)とし

ての藻場造成資材として、FRC 製造工程でブロック化した製品を直接使

用することで経済性及び FRC 製品の特質が海藻の成長に期待できます。

いま酒田港に於いて藻場造成実証試験を行っており、成果を上げていま

す。このブロックを生物共生型 Fa ブロックと称して出荷体制も整えて

います。生物共生型 Fa ブロックは製造工程で生物の栄養素及び鉄原料

等を添加することで従来の藻場造成資材とこは異なる効果が期待できる

製品であります。  
※ 「カタログをご請求下さい」  
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 FRC 砕石の基本物性  
  固化体破砕材（FRC®砕石、FRC®ドリームストン  

主原料  石炭灰+セメント+水  

物 性  最大粒径：40 ㎜、吸水率：29.85％、最適含水率：36.4％  

最大乾燥密度：1.191g/㎤、すり減り減量：33.7％  

塑性指数：NP、凍上速度：0.07 ㎜ /ｈ  

透水係数：6.9×10-3 ㎝ /s （ドリームストン：5.5×100 ㎝/s）  

強度特性  圧縮強さ（材齢 28 日）：18N/㎟以上 
修正 CBR：82.6％、 せん断抵抗角：41° 

施行性  RC 砕石に比較し 35％程度軽量のため運搬コストが削減できる。  
特殊機械を必要とせず下層路盤材と同様の施工性を有する。 
透水係数が高く降水時の作業も可能。また砂の代替えしてサンド

マット工法にも利用できる。  

軽いが水に浮かず構造物に作用する土圧や荷重の軽減効果により

裏込め材として利用可能。  

狭嗌な個所での作業では軽量な事で作業員の負担が軽減される。  

用 途 下層路盤材、盛土材(路体、路床）、裏込め材、各種構造物の基礎材  

  
製造フロー  

 
 
 
    
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 製品紹介  
 
 
 
 
 
 
 

 

混 合  成 型  蒸気養生  

破  砕  粒度調整 製品貯蔵 

貯蔵・投入  原料受入  

出 荷  

FRC®砕石  生物共生型 Fa ブロック  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）          （1/3） 

整理 No. ０４ 分類 「フライアッシュ」、「その他」 

会 社 名 株式会社 シンコー 

担 当 者 工事課長 小笠原 陽 

連 絡 先 
TEL 022-295-1708 FAX 022-295-1709 

E-mail a.ogasawara@shinko-kenzai.com 

技術の名称 流動化処理土（長距離圧送） 

概  要 
(150 字程度) 

シールド工法の掘削にて発生するシールド掘削泥土をインバート材と

して利用するために流動化処理土工を行った。揚土されたシールド掘

削泥土を、生石灰を用いて一次処理を行い、改質土を主材とした流動

化処理土を作成し固化材、フライアッシュ、ベントナイト等を連続的

に撹拌してシールド内部のインバート部へ圧送、打設を行う。  

技術登録等 特許第 5571219 号 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり 

 

阪神高速道路の新規計画路線にて大口径のシールド掘削工事が行わ

れ、大量に発生する掘削泥土の再生利用を促すため、流動化処理土に

よるインバート部への埋戻しが検討された。  
当工区では往路で  2,000m 以上の距離があり流動化処理土を長距離に

圧送る技術が求められた。ここではフライアッシュ独自の球形状粒子

から得られる圧送性向上効果から処理土への配合が決定された。  

図-1 流動化処理土打設部  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）          （1/3） 

整理 No. ０４ 分類 「フライアッシュ」、「その他」 

会 社 名 株式会社 シンコー 

担 当 者 工事課長 小笠原 陽 

連 絡 先 
TEL 022-295-1708 FAX 022-295-1709 

E-mail a.ogasawara@shinko-kenzai.com 

技術の名称 流動化処理土（長距離圧送） 

概  要 
(150 字程度) 

シールド工法の掘削にて発生するシールド掘削泥土をインバート材と

して利用するために流動化処理土工を行った。揚土されたシールド掘

削泥土を、生石灰を用いて一次処理を行い、改質土を主材とした流動
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に撹拌してシールド内部のインバート部へ圧送、打設を行う。  

技術登録等 特許第 5571219 号 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり 
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当工区では往路で  2,000m 以上の距離があり流動化処理土を長距離に

圧送る技術が求められた。ここではフライアッシュ独自の球形状粒子
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）           （2/3） 

技術の概要 
（つづき） 

施工フロー（一次処理） 
排出された掘削泥土は土砂性状として一定品質を確保するため、専用

機械で土塊を解砕し、生石灰にて改質を行った。 

図-1 一次処理フロー図 

 

写 -1 シールド泥土      写 -2 泥土解砕機 

 

施工フロー（二次処理） 
フライアッシュは事前にベントナイトや混練水と混ぜ合わせ、スラリ

ーを作成し、改質土と固化材を油圧式の連続ミキサーにて混合し流動

化処理土を製造した。 

処理土の圧送は高圧の定置式ピストンポンプで行い、地上配管 

300m、坑内の最大圧送距離は往路本線と復路本線を合わせ 3,400m と

なった。また、圧送後の強度低下や材料分離等の品質の劣化も見られ

ず安定した打設が行えた。 
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）            （3/3） 

技術の概要 
（つづき） 

 

図 -2 流動化処理土製造フロー図 

写 -3 プラント全景     写 -4 処理土排出状況 

図-3 プラントから坑内への圧送ライン 

写-5 打設状況        写-6 場内掲示板 
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）           （2/3） 

技術の概要 
（つづき） 
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）            （3/3） 

技術の概要 
（つづき） 

 

図 -2 流動化処理土製造フロー図 
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）          （1/2） 

整理 No. ０５ 分類 「フライアッシュ」 

会 社 名 石炭灰活用有限責任事業組合  

担 当 者 菊地俊幸（東京パワーテクノロジー㈱所属）  

連 絡 先 
TEL 080-5023-8569 FAX  

E-mail kikuchi-toshiyuki@tokyo-pt.co.jp 

技術の名称 灰テックビーズ  

概  要 
(150 字程度) 

「灰ﾃｯｸﾋﾞｰｽﾞ」は、石炭火力発電所で副産される石炭灰（ﾌﾗｲｱｯｼｭ）に

水とセメント、必要に応じて消石灰を特殊ミキサーで撹拌・混合・造粒

して製造する粒状の人工地盤材料である。最大粒径 40mm 以下の軽量

な材料で、盛土、構造物の裏込めや埋戻し、土地造成、路床、路体など

の用途に対して通常の砂質土および礫質土の代替として利用できる。 

技術登録等 NETIS 登録番号：SK050013V 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 

（技術保有会社）  
四国電力株式会社  

（特許）  
製造方法および再利用方法などに関する特許（第 4965065 号） 

（製造方法）  
専用プラントにて、以下のプロセスで製造、出荷される。  
① 石炭灰（ﾌﾗｲｱｯｼｭ）、セメント、消石灰の受入・ストック  
② 石炭灰（ﾌﾗｲｱｯｼｭ）、セメント、消石灰、水の計量  
③ 特殊ミキサーで配合材料を撹拌・混合・造粒  
④ 造粒品の養生  
⑤ 品質確認 
⑥ 出荷 

  配合（概略）はﾌﾗｲｱｯｼｭ 100 に対してセメント（高炉 B 種）3~8、 
消石灰 0~8、水 15~40 

（品質）  
(１) 強度特性 

砂質土および礫質土と同等の  強度特性を有し、締め固め後は長

期材齢においても大きな強度とならず、再掘削が可能である。また、

粒子の強度試験結果  によれば、粒子は軟岩と同程度の強度である。 
(２) 物理特性 

乾燥密度は 1.3～1.6g/cm3 で、通常の砂質土および礫質土よりも

軽量である。また、透水係数は 1×10－2～1×10－4cm/s 程度であ

り（粒度によっては低い場合もある）、砂質土および礫質土と同等で

ある。 
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）         （2/2） 

技術の概要 
（つづき） 

（３）耐久性  
スレーキングに対する抵抗性は大きい。  

(４) 施工性 
施工時の粉塵発生や重機転圧による粒子破砕は少なく、通常の土質

材料と同様に施工ができる。また、重機で施工された地盤は、通常の

土質材料と同等の強度ならびに締固め特性を有する。 
   (５) 環境安全性 

「灰テックビーズ」からの有害物質（重金属等）溶出量は土壌環境基

準以下であり、消石灰を添加することで溶出量を土壌環境基準以下に

抑制することができる。 
（適用工種）  

盛土、構造物の裏込めや埋戻し、土地造成、路床、路体など  
（公的評価）  
・財団法人土木研究センターの建設技術審査証明  
（建技審証：第 0414 号） 
・国土交通省の新技術情報提供システム（NETIS）の登録  
（登録番号：SK-050013-V） 
・徳島県リサイクル製品認定（認定番号：第 18 号） 
・高知県リサイクル製品認定（認定番号：第 79 号） 
 
（留意点）「建設技術審査証明」より。  
・灰テックビーズはｐH が高く、灰テックビーズからの流出水はアルカ

リを呈するため、盛土等に利用する場合は、セメント改良土と同様にア

ルカリ流出水の対策が必要となる。このため、事前に周辺環境を調査し、

施工内容によっては覆土・敷土、排水処理等の環境対策を行い、生活環

境の保全上支障を生じさせないように配慮する必要がある。  
 
(有意特性) 
・フライアッシュの配合率が高く、地盤材料としての利用で石炭灰大量

利用に繋がる。  
 
※パンフレットあり。  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）          （1/2） 

整理 No. ０５ 分類 「フライアッシュ」 

会 社 名 石炭灰活用有限責任事業組合  

担 当 者 菊地俊幸（東京パワーテクノロジー㈱所属）  

連 絡 先 
TEL 080-5023-8569 FAX  

E-mail kikuchi-toshiyuki@tokyo-pt.co.jp 

技術の名称 灰テックビーズ  

概  要 
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な材料で、盛土、構造物の裏込めや埋戻し、土地造成、路床、路体など

の用途に対して通常の砂質土および礫質土の代替として利用できる。 

技術登録等 NETIS 登録番号：SK050013V 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 

（技術保有会社）  
四国電力株式会社  

（特許）  
製造方法および再利用方法などに関する特許（第 4965065 号） 

（製造方法）  
専用プラントにて、以下のプロセスで製造、出荷される。  
① 石炭灰（ﾌﾗｲｱｯｼｭ）、セメント、消石灰の受入・ストック  
② 石炭灰（ﾌﾗｲｱｯｼｭ）、セメント、消石灰、水の計量  
③ 特殊ミキサーで配合材料を撹拌・混合・造粒  
④ 造粒品の養生  
⑤ 品質確認 
⑥ 出荷 

  配合（概略）はﾌﾗｲｱｯｼｭ 100 に対してセメント（高炉 B 種）3~8、 
消石灰 0~8、水 15~40 

（品質）  
(１) 強度特性 

砂質土および礫質土と同等の  強度特性を有し、締め固め後は長

期材齢においても大きな強度とならず、再掘削が可能である。また、

粒子の強度試験結果  によれば、粒子は軟岩と同程度の強度である。 
(２) 物理特性 

乾燥密度は 1.3～1.6g/cm3 で、通常の砂質土および礫質土よりも

軽量である。また、透水係数は 1×10－2～1×10－4cm/s 程度であ

り（粒度によっては低い場合もある）、砂質土および礫質土と同等で

ある。 
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）         （2/2） 

技術の概要 
（つづき） 

（３）耐久性  
スレーキングに対する抵抗性は大きい。  

(４) 施工性 
施工時の粉塵発生や重機転圧による粒子破砕は少なく、通常の土質

材料と同様に施工ができる。また、重機で施工された地盤は、通常の

土質材料と同等の強度ならびに締固め特性を有する。 
   (５) 環境安全性 

「灰テックビーズ」からの有害物質（重金属等）溶出量は土壌環境基

準以下であり、消石灰を添加することで溶出量を土壌環境基準以下に

抑制することができる。 
（適用工種）  

盛土、構造物の裏込めや埋戻し、土地造成、路床、路体など  
（公的評価）  
・財団法人土木研究センターの建設技術審査証明  
（建技審証：第 0414 号） 
・国土交通省の新技術情報提供システム（NETIS）の登録  
（登録番号：SK-050013-V） 
・徳島県リサイクル製品認定（認定番号：第 18 号） 
・高知県リサイクル製品認定（認定番号：第 79 号） 
 
（留意点）「建設技術審査証明」より。  
・灰テックビーズはｐH が高く、灰テックビーズからの流出水はアルカ

リを呈するため、盛土等に利用する場合は、セメント改良土と同様にア

ルカリ流出水の対策が必要となる。このため、事前に周辺環境を調査し、

施工内容によっては覆土・敷土、排水処理等の環境対策を行い、生活環

境の保全上支障を生じさせないように配慮する必要がある。  
 
(有意特性) 
・フライアッシュの配合率が高く、地盤材料としての利用で石炭灰大量

利用に繋がる。  
 
※パンフレットあり。  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）               （1/2） 

整理 No. ０６ 分類 「フライアッシュ」 

会 社 名 中国高圧コンクリート工業㈱ 

担 当 者 二岡副部長  

連 絡 先 
TEL 082-243-6928 FAX 082-244-9058 

E-mail r00863@pnet.gr.energia.co.jp 

技術の名称 Hi ビーズ（地盤改良用） 

概  要 
(150 字程度) 

「Hi ビーズ」は、石炭火力発電所で副産される石炭灰（ﾌﾗｲｱｯｼｭ）を、セ

メント等を配合し造粒し、粒径 40mm 以下に粒度調整した人工砂。単位

体積重量が天然砂に比べて軽量で同等の透水性を有すること、内部摩擦角

が 35°以上であること、施工上は天然の材料と同程度の粒状材料として

扱い可能であること等の特徴を有する。  

技術登録等 
NETIS 登録番号：SKK-12003-A 地盤改良、臭気成分の除去，  

SKK-12002-A  環境修復用の砂代替材  

 
 
 
 
 
 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 

 

（技術保有会社）  
中国電力㈱、中国高圧コンクリート工業㈱他 

（製造方法）  
専用プラントにて、以下のプロセスで製造、出荷される。  
⑦ 石炭灰（ﾌﾗｲｱｯｼｭ）、セメント等の受入・ストック  
⑧ 石炭灰（ﾌﾗｲｱｯｼｭ）、セメント、水等の計量  
⑨ 配合材料を撹拌・混合・造粒  
⑩ 造粒品の養生  
⑪ 品質確認 
⑫ 出荷 

  配合（概略）はﾌﾗｲｱｯｼｭ 100 に対して高炉セメント 10~15、 
水 20~25 

（品質）  
(２) 強度特性 
 せん断抵抗角は天然材料比べて大きな値である。  
(２)物理特性 

粒子密度は 2.1～2.4g/cm3 で、通常の砂質土よりも軽量である。  
また、湿潤密度は 1.0～1.4 g/cm3 で、通常の砂質土よりも軽量であ

る。透水性は砂と同等の性能が得られる。  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）             （2/2） 

技術の概要 
（つづき） 

(３) 環境安全性  
「Hi ビーズ」については，現状では土壌環境基準を満足しないため，

海洋基準となる，海域，河川感潮域での使用に限られる。  
（適用工種）  
・一般工事：敷砂、SCP、SD 等 
・港湾工事：敷砂、SCP、SD 等 
（公的評価）  
・島根県しまねグリーン製品認定（認定番号：第 13-2 号） 
・文部科学大臣表彰  

「石炭灰造粒物を用いた水域底質改善材の開発」 
・国土交通省中国地方整備局  

 石炭灰造粒物による底質改善手法の手引き  
※パンフレットあり。  
〔地盤改良工事実施例〕 

 
 

ＳＣＰ・ＳＤ

 

SD 施工状

 

大竹地区埋立地 SD

 

小野田港防波堤，刈屋漁

 SCP 施工

 

小野田港本港地区防波堤設

中国電

国土交通省 
山陽小野田市  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）               （1/2） 

整理 No. ０６ 分類 「フライアッシュ」 

会 社 名 中国高圧コンクリート工業㈱ 

担 当 者 二岡副部長  

連 絡 先 
TEL 082-243-6928 FAX 082-244-9058 

E-mail r00863@pnet.gr.energia.co.jp 

技術の名称 Hi ビーズ（地盤改良用） 

概  要 
(150 字程度) 

「Hi ビーズ」は、石炭火力発電所で副産される石炭灰（ﾌﾗｲｱｯｼｭ）を、セ

メント等を配合し造粒し、粒径 40mm 以下に粒度調整した人工砂。単位

体積重量が天然砂に比べて軽量で同等の透水性を有すること、内部摩擦角

が 35°以上であること、施工上は天然の材料と同程度の粒状材料として

扱い可能であること等の特徴を有する。  

技術登録等 
NETIS 登録番号：SKK-12003-A 地盤改良、臭気成分の除去，  

SKK-12002-A  環境修復用の砂代替材  

 
 
 
 
 
 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 

 

（技術保有会社）  
中国電力㈱、中国高圧コンクリート工業㈱他 

（製造方法）  
専用プラントにて、以下のプロセスで製造、出荷される。  
⑦ 石炭灰（ﾌﾗｲｱｯｼｭ）、セメント等の受入・ストック  
⑧ 石炭灰（ﾌﾗｲｱｯｼｭ）、セメント、水等の計量  
⑨ 配合材料を撹拌・混合・造粒  
⑩ 造粒品の養生  
⑪ 品質確認 
⑫ 出荷 

  配合（概略）はﾌﾗｲｱｯｼｭ 100 に対して高炉セメント 10~15、 
水 20~25 

（品質）  
(２) 強度特性 
 せん断抵抗角は天然材料比べて大きな値である。  
(２)物理特性 

粒子密度は 2.1～2.4g/cm3 で、通常の砂質土よりも軽量である。  
また、湿潤密度は 1.0～1.4 g/cm3 で、通常の砂質土よりも軽量であ

る。透水性は砂と同等の性能が得られる。  
 

 

別紙 2 

24 
 

資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）             （2/2） 

技術の概要 
（つづき） 

(３) 環境安全性  
「Hi ビーズ」については，現状では土壌環境基準を満足しないため，

海洋基準となる，海域，河川感潮域での使用に限られる。  
（適用工種）  
・一般工事：敷砂、SCP、SD 等 
・港湾工事：敷砂、SCP、SD 等 
（公的評価）  
・島根県しまねグリーン製品認定（認定番号：第 13-2 号） 
・文部科学大臣表彰  

「石炭灰造粒物を用いた水域底質改善材の開発」 
・国土交通省中国地方整備局  

 石炭灰造粒物による底質改善手法の手引き  
※パンフレットあり。  
〔地盤改良工事実施例〕 

 
 

ＳＣＰ・ＳＤ

 

SD 施工状

 

大竹地区埋立地 SD

 

小野田港防波堤，刈屋漁

 SCP 施工

 

小野田港本港地区防波堤設

中国電

国土交通省 
山陽小野田市  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （1/3） 

整理 No. ０７ 分類 フライアッシュ、高炉スラグ、PS 灰、災害廃棄物  

会 社 名 一般社団法人泥土リサイクル協会  

担 当 者 野口真一  

連 絡 先 
TEL 0587-23-2713 FAX 0587-23-2734 

E-mail deido@deido-recycling.jp 

技術の名称 
泥土の再資源化技術  
イーキューブシステム® (粒状固化工法) 

概  要 
(150 字程度) 

安定処理技術に位置付けられるイーキューブシステム®は、高分子凝

集剤と固化材を泥土の流動程度に応じて添加し、約 30 秒程度の攪

拌・混合を連続的に処理することにより、粒状の地盤材料を生成する

ものであり、泥土を要求品質に応じた地盤材料に改良して路体・路床

材、埋戻し材や堤体材料等として再利用することができる技術であ

る。 

技術登録等 特許第 3725120 号、建設技術審査証明第 0702 号、旧 NETIS CB-030057-V 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁あり 
 
 
 

● 粒状固化処理装置 

①特殊連続ミキサー(攪拌・混合装置)、③泥土定量供給機、⑤⑥⑦固化材

定量供給機等の主要装置から構成されています。 

 
粒状固化処理装置  

● 粒状固化の施工手順 

泥土は、バックホウにより粒状固化処理装置本体の泥土ホッパーへ

投入されます。固化材等を添加し、攪拌・混合した後、連続的に処理

土として排出されます。 
 

工法の特徴 

1. 特殊連続ミキサーによる連続処理（25m3／h、40m3／h、100m3／

h）により、従来工法に比べ生産処理効率が高く、泥土を産業廃棄物

とし処理するよりも経済的である。  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （2/3） 

技術の概要 
（つづき） 

2. 改良目的に応じた多種多様な固化材（中性および弱アルカリタイ

プ、有機質対応タイプ）を準備しており、要求品質に対して柔軟な

対応が可能である。  
3. 性状の異なる多種多様な泥土に対しても、利活用の目的に応じた品

質の処理土（第 2～4 種処理土相当）の生成が可能であり、処理土の

用途範囲が広く限定されない。  
4. 高含水の泥土（例えば、自硬性汚泥：含水比で 120％以上）におい

ては、貯泥・調泥により固液分離を図り含水比をコントロールする

ことにより、固化材の添加量低減（コスト縮減）が図れる。また、

処理装置はコンパクトで可搬式のため、現場環境の制約が少ない。  
5. 処理土は粒状を呈し、ハンドリングに優れており、かつ再泥化しな

い。 
6.協会の推奨技術のひとつであり、どの企業でも施工できる。  
 

イーキューブシステムは、高含水泥土処理土の品質を安定的かつ継

続的に満足するために必要な処理技術ならびに処理工程の管理が確立

された工法です。また、処理コストも産業廃棄物として処理するよりも

安価となり、工事費が低減できます。  

 
環境負荷低減においても、高含水泥土処理に使用される固化材は、石

炭灰や製紙焼却灰の他、近年問題となっている廃石膏ボード等の産業

廃棄物を有効利用したものを積極的に使用しており、他産業の環境負

荷低減を図るとともに、原位置で高含水泥土を処理ことで CO2 削減や

環境破壊の抑止を図っています。  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （1/3） 

整理 No. ０７ 分類 フライアッシュ、高炉スラグ、PS 灰、災害廃棄物  

会 社 名 一般社団法人泥土リサイクル協会  

担 当 者 野口真一  

連 絡 先 
TEL 0587-23-2713 FAX 0587-23-2734 

E-mail deido@deido-recycling.jp 

技術の名称 
泥土の再資源化技術  
イーキューブシステム® (粒状固化工法) 

概  要 
(150 字程度) 

安定処理技術に位置付けられるイーキューブシステム®は、高分子凝

集剤と固化材を泥土の流動程度に応じて添加し、約 30 秒程度の攪

拌・混合を連続的に処理することにより、粒状の地盤材料を生成する

ものであり、泥土を要求品質に応じた地盤材料に改良して路体・路床

材、埋戻し材や堤体材料等として再利用することができる技術であ

る。 

技術登録等 特許第 3725120 号、建設技術審査証明第 0702 号、旧 NETIS CB-030057-V 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁あり 
 
 
 

● 粒状固化処理装置 

①特殊連続ミキサー(攪拌・混合装置)、③泥土定量供給機、⑤⑥⑦固化材

定量供給機等の主要装置から構成されています。 

 
粒状固化処理装置  

● 粒状固化の施工手順 

泥土は、バックホウにより粒状固化処理装置本体の泥土ホッパーへ

投入されます。固化材等を添加し、攪拌・混合した後、連続的に処理

土として排出されます。 
 

工法の特徴 

1. 特殊連続ミキサーによる連続処理（25m3／h、40m3／h、100m3／

h）により、従来工法に比べ生産処理効率が高く、泥土を産業廃棄物

とし処理するよりも経済的である。  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （2/3） 

技術の概要 
（つづき） 

2. 改良目的に応じた多種多様な固化材（中性および弱アルカリタイ

プ、有機質対応タイプ）を準備しており、要求品質に対して柔軟な

対応が可能である。  
3. 性状の異なる多種多様な泥土に対しても、利活用の目的に応じた品

質の処理土（第 2～4 種処理土相当）の生成が可能であり、処理土の

用途範囲が広く限定されない。  
4. 高含水の泥土（例えば、自硬性汚泥：含水比で 120％以上）におい

ては、貯泥・調泥により固液分離を図り含水比をコントロールする

ことにより、固化材の添加量低減（コスト縮減）が図れる。また、

処理装置はコンパクトで可搬式のため、現場環境の制約が少ない。  
5. 処理土は粒状を呈し、ハンドリングに優れており、かつ再泥化しな

い。 
6.協会の推奨技術のひとつであり、どの企業でも施工できる。  
 

イーキューブシステムは、高含水泥土処理土の品質を安定的かつ継

続的に満足するために必要な処理技術ならびに処理工程の管理が確立

された工法です。また、処理コストも産業廃棄物として処理するよりも

安価となり、工事費が低減できます。  

 
環境負荷低減においても、高含水泥土処理に使用される固化材は、石

炭灰や製紙焼却灰の他、近年問題となっている廃石膏ボード等の産業

廃棄物を有効利用したものを積極的に使用しており、他産業の環境負

荷低減を図るとともに、原位置で高含水泥土を処理ことで CO2 削減や

環境破壊の抑止を図っています。  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （3/3） 

技術の概要 
（つづき） 
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）             （1/2） 

整理 No. ０８ 分類 「クリンカアッシュ」 

会 社 名 日本フライアッシュ協会 

担 当 者 石川 嘉崇 

連 絡 先 
TEL 03-3454-4542 FAX 03-3454-0989 

E-mail y-ishikawa@japan-flyash.com 

技術の名称 クリンカアッシュ  

概  要 
(150 字程度) 

クリンカアッシュは、石炭火力発電所のボイラ内で石炭灰の粒子が相

互に凝集し、多孔質な塊となってボイラ底部のクリンカホッパ（水槽）

に落下堆積したものを破砕機で砂状に砕き、脱水したものである。水槽

を用いない乾式タイプのものもある。軽量で排水性・保水性を有し、砂

の代替として殆どの石炭火力発電所から近傍地域に供給されている。  

技術登録等  

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 

 

（化学成分）                       (%) 
化学成分  SiO2 Al2O3 Fe2O3 CaO MgO 
比率例 51.6～64.0 17.3～26.9 4.2～10.9 2.3～8.8 1.0～2.6 

 
（品質特性）  
・粒度は粗粒砂程度で含水量は普通の砂に比べて高い。  
・粒子密度は 2.1～2.3 と普通の砂より小さい。 
・透水性は砂と同程度（透水係数 k=10-3～10-2cm/s オーダー）。  
・粒子は多孔質で比表面積が大きく、保水性がよい。  
・凍上性が低い。  
 
 
 
 
 
 

外 観           拡大写真 
 

（施工上の特徴） 
・一般の土質材料と比べて、含水比が大きく変化しても締固め密度の変

化が少なく、非常に転圧性に優れた材料である。  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （3/3） 

技術の概要 
（つづき） 
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）             （1/2） 

整理 No. ０８ 分類 「クリンカアッシュ」 

会 社 名 日本フライアッシュ協会 

担 当 者 石川 嘉崇 

連 絡 先 
TEL 03-3454-4542 FAX 03-3454-0989 

E-mail y-ishikawa@japan-flyash.com 

技術の名称 クリンカアッシュ  

概  要 
(150 字程度) 

クリンカアッシュは、石炭火力発電所のボイラ内で石炭灰の粒子が相

互に凝集し、多孔質な塊となってボイラ底部のクリンカホッパ（水槽）

に落下堆積したものを破砕機で砂状に砕き、脱水したものである。水槽

を用いない乾式タイプのものもある。軽量で排水性・保水性を有し、砂

の代替として殆どの石炭火力発電所から近傍地域に供給されている。  

技術登録等  

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 

 

（化学成分）                       (%) 
化学成分  SiO2 Al2O3 Fe2O3 CaO MgO 
比率例 51.6～64.0 17.3～26.9 4.2～10.9 2.3～8.8 1.0～2.6 

 
（品質特性）  
・粒度は粗粒砂程度で含水量は普通の砂に比べて高い。  
・粒子密度は 2.1～2.3 と普通の砂より小さい。 
・透水性は砂と同程度（透水係数 k=10-3～10-2cm/s オーダー）。  
・粒子は多孔質で比表面積が大きく、保水性がよい。  
・凍上性が低い。  
 
 
 
 
 
 

外 観           拡大写真 
 

（施工上の特徴） 
・一般の土質材料と比べて、含水比が大きく変化しても締固め密度の変

化が少なく、非常に転圧性に優れた材料である。  
 

 
 

36 37



別紙 2 

29 
 

資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）          （2/2） 

技術の概要 
（つづき） 

 
締固め曲線の例  

(供給(調達)基地) 
以下の全国の石炭火力発電所および販売ヤード  

 
（適用工種）  
 ・地盤改良（排水改良材、SCP 材、SD 材） 
 ・道路（下層路盤材、路床材、凍上抑制材、遮断層材）  
 ・盛土（一般盛土、軽量盛土）、埋戻、裏込 他 
 
（公的評価）  
・舗装施工便覧(日本道路協会)  

下層路盤材に使用が認められている。  
・港湾・空港整備におけるﾘｻｲｸﾙｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ（国土交通省）  
  SDP 材、裏込材、裏埋材、盛土材、覆土材、載荷盛土材、埋立材、

路床盛土材、路盤材への利用について利用可能性が高いとして評

価されている。  
※パンフレットあり。  

0.8
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1.4

1.6

1.8

2.0
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乾
燥
密
度
（
g/

c
m

3
）

含水比(%)

砂
粘土
シルト
クリンカ

販売会社 商品名 火力発電所 販売ヤード
北電興業㈱ ｸﾘﾝｶｱｯｼｭ 北海道電力（苫東厚真）

東北発電工業㈱ ｸﾘﾝｶｱｯｼｭ
東北電力（能代、原町）
相馬共同火力(新地）

㈱ジェイペック ｼﾞｪｲｻﾝﾄﾞ 電源開発（松浦、松島）
東京ﾊﾟﾜｰﾃｸﾉﾛ
ｼﾞｰ㈱

ｸﾘﾝｶｱｯｼｭ
東京電力ﾌｭｴﾙ＆ﾊﾟﾜｰ㈱
（広野）

日本海環境ｻｰﾋﾞ
ｽ㈱

ｸﾘﾝｶｱｯｼｭ
北陸電力（七尾大田、敦
賀）

高岡市、あわら市

㈱テクノ中部 ﾗﾝﾄﾞﾌﾟﾗｽ 中部電力（碧南）
大垣市、瑞穂市、四
日市市

㈱関電ﾊﾟﾜｰﾃｯｸ ｸﾘﾝｶｱｯｼｭ 関西電力（舞鶴）
中国高圧ｺﾝｸﾘｰﾄ
工業㈱

ﾗｲﾄｻﾝﾄﾞ
中国電力（新小野田、三
隅、水島）

全国

四電ビジネス㈱ ﾎﾟｰﾗｽｻﾝﾄﾞ 四国電力（橘湾、西条）
九電産業㈱ ｺｰﾙｻﾝﾄﾞ 九州電力（松浦、苓北）
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）        （1/1） 

整理 No. ０９ 分類 「鉄鋼スラグ」 

会 社 名 JFE スチール株式会社  

担 当 者 谷山 健二 

連 絡 先 
TEL 03-3597-3449 FAX 03-3597-3415 

E-mail ke-taniyama@jfe-steel.co.jp 

技術の名称 スマートコンパクション® 

概  要 
(150 字程度) 

サンドコンパクションパイル工法の天然砂の代替材料であり、鉄鋼ス

ラグの均質性、高強度という特徴を活かし、かつ環境基準に適合した

地盤改良工事費の低減を可能にする材料です。  

技術登録等  

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし  

 

＜優位性＞  
天然砂と比較して単位体積重量とせん断抵抗角が大きく、工事費の  
低減が可能である。 
 

 
 
＜留意点＞  
製鋼スラグには、アルカリ性、膨張性及び水硬性があるため、これらの

性質をよく理解して利用すること。  
 
 
 
別添のカタログもご参照ください。  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）          （2/2） 

技術の概要 
（つづき） 

 
締固め曲線の例  

(供給(調達)基地) 
以下の全国の石炭火力発電所および販売ヤード  

 
（適用工種）  
 ・地盤改良（排水改良材、SCP 材、SD 材） 
 ・道路（下層路盤材、路床材、凍上抑制材、遮断層材）  
 ・盛土（一般盛土、軽量盛土）、埋戻、裏込 他 
 
（公的評価）  
・舗装施工便覧(日本道路協会)  

下層路盤材に使用が認められている。  
・港湾・空港整備におけるﾘｻｲｸﾙｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ（国土交通省）  
  SDP 材、裏込材、裏埋材、盛土材、覆土材、載荷盛土材、埋立材、

路床盛土材、路盤材への利用について利用可能性が高いとして評

価されている。  
※パンフレットあり。  
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販売会社 商品名 火力発電所 販売ヤード
北電興業㈱ ｸﾘﾝｶｱｯｼｭ 北海道電力（苫東厚真）

東北発電工業㈱ ｸﾘﾝｶｱｯｼｭ
東北電力（能代、原町）
相馬共同火力(新地）

㈱ジェイペック ｼﾞｪｲｻﾝﾄﾞ 電源開発（松浦、松島）
東京ﾊﾟﾜｰﾃｸﾉﾛ
ｼﾞｰ㈱

ｸﾘﾝｶｱｯｼｭ
東京電力ﾌｭｴﾙ＆ﾊﾟﾜｰ㈱
（広野）

日本海環境ｻｰﾋﾞ
ｽ㈱

ｸﾘﾝｶｱｯｼｭ
北陸電力（七尾大田、敦
賀）

高岡市、あわら市

㈱テクノ中部 ﾗﾝﾄﾞﾌﾟﾗｽ 中部電力（碧南）
大垣市、瑞穂市、四
日市市

㈱関電ﾊﾟﾜｰﾃｯｸ ｸﾘﾝｶｱｯｼｭ 関西電力（舞鶴）
中国高圧ｺﾝｸﾘｰﾄ
工業㈱

ﾗｲﾄｻﾝﾄﾞ
中国電力（新小野田、三
隅、水島）

全国

四電ビジネス㈱ ﾎﾟｰﾗｽｻﾝﾄﾞ 四国電力（橘湾、西条）
九電産業㈱ ｺｰﾙｻﾝﾄﾞ 九州電力（松浦、苓北）
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）        （1/1） 

整理 No. ０９ 分類 「鉄鋼スラグ」 

会 社 名 JFE スチール株式会社  

担 当 者 谷山 健二 

連 絡 先 
TEL 03-3597-3449 FAX 03-3597-3415 

E-mail ke-taniyama@jfe-steel.co.jp 

技術の名称 スマートコンパクション® 

概  要 
(150 字程度) 

サンドコンパクションパイル工法の天然砂の代替材料であり、鉄鋼ス

ラグの均質性、高強度という特徴を活かし、かつ環境基準に適合した

地盤改良工事費の低減を可能にする材料です。  

技術登録等  

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし  

 

＜優位性＞  
天然砂と比較して単位体積重量とせん断抵抗角が大きく、工事費の  
低減が可能である。 
 

 
 
＜留意点＞  
製鋼スラグには、アルカリ性、膨張性及び水硬性があるため、これらの

性質をよく理解して利用すること。  
 
 
 
別添のカタログもご参照ください。  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）             （1/3） 
整理 No. １０ 分類 「製鋼スラグ」 

会 社 名 株式会社 シンコー 

担 当 者 工事課長 小笠原 陽 

連 絡 先 
TEL 022-295-1708 FAX 022-295-1709  

E-mail a.ogasawara@shinko-kenzai.com 

技術の名称 人工石材製造工 

概  要 
(150 字程度) 

某製鉄所内にて副次的に発生する製鋼スラグを骨材とした水和固化体

を作製し、港湾工事の被覆石や捨石として利用するもの。  
固化体は  300～500mm の転石状を有し、特殊プラントにて混合し、敷

均し、養生、小割の工程で行う。  

技術登録等 特開 2013-170105(P2013-170105A) 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり 

 

当石材の製造工程は、セメントとフライアッシュを混練水で混合して

スラリーを生成し、このスラリーと製鋼スラグ及び、高炉スラグ微粉末

とを連続式ミキサーに供給し、混練・排出することにより、連続的にス

ラグ水和固化体を製造することを特徴とする方法である。  
混合後の性状は生コンクリート状を有し、品質管理試験についても生

コンクリートの試験項目を参照している。硬化後は養生期間を経て大

型ブレーカー等で小割し、300～500mm の粒径で人工的な石材を作製

する。 

写-1 人工石材ストック状況  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）             （2/3） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技術の概要 
（つづき） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

製造プラントについて下図に示す。  

図-1 プラントフロー図  
機械設備は概ね二つの構成から成り立っており、スラリーを製造する

全自動プラント、スラグを供給・混合する連続式プラントの組合せによ

り混合物を作製する。  
混合物は生コンクリートの試験項目に準じており、スランプ値、空気

量、一軸圧縮強度等の試験を行う。  

写-1 混合物品質管理試験  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）             （1/3） 
整理 No. １０ 分類 「製鋼スラグ」 

会 社 名 株式会社 シンコー 

担 当 者 工事課長 小笠原 陽 

連 絡 先 
TEL 022-295-1708 FAX 022-295-1709  

E-mail a.ogasawara@shinko-kenzai.com 

技術の名称 人工石材製造工 

概  要 
(150 字程度) 

某製鉄所内にて副次的に発生する製鋼スラグを骨材とした水和固化体

を作製し、港湾工事の被覆石や捨石として利用するもの。  
固化体は  300～500mm の転石状を有し、特殊プラントにて混合し、敷

均し、養生、小割の工程で行う。  

技術登録等 特開 2013-170105(P2013-170105A) 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり 

 

当石材の製造工程は、セメントとフライアッシュを混練水で混合して

スラリーを生成し、このスラリーと製鋼スラグ及び、高炉スラグ微粉末

とを連続式ミキサーに供給し、混練・排出することにより、連続的にス

ラグ水和固化体を製造することを特徴とする方法である。  
混合後の性状は生コンクリート状を有し、品質管理試験についても生

コンクリートの試験項目を参照している。硬化後は養生期間を経て大

型ブレーカー等で小割し、300～500mm の粒径で人工的な石材を作製

する。 

写-1 人工石材ストック状況  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）             （2/3） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技術の概要 
（つづき） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

製造プラントについて下図に示す。  

図-1 プラントフロー図  
機械設備は概ね二つの構成から成り立っており、スラリーを製造する

全自動プラント、スラグを供給・混合する連続式プラントの組合せによ

り混合物を作製する。  
混合物は生コンクリートの試験項目に準じており、スランプ値、空気

量、一軸圧縮強度等の試験を行う。  

写-1 混合物品質管理試験  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）        （3/3） 

技術の概要 
（つづき） 

 

 
図-2 混合後の製造フロー  

 

 
写-2 人工石材 

 
混合物は一定高さに敷均し、鉄板付きバケットにて切目を入れ養生を

行う。固化後は切目に添い大型ブレーカーにより一定の粒径で破砕

し、集積を行う。固化体は強度試験の品質確認後、港湾工事の被覆石

や捨石に利用される。  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （1/2） 

整理 No. １１ 分類 「鉄鋼スラグ」 

会 社 名 日本製鉄株式会社 

担 当 者 太田 哲郎 

連 絡 先 
TEL 080-5094-9682 FAX 03-6867-3586 

E-mail ohta.sh6.tetsuro@ jp.nipponsteel.com 

技術の名称 エコガイアストン® 

概  要 
(150 字程度) 

鉄鋼スラグの水硬性を活用した、サンドコンパクション工法の天然砂

代替材料で、地球環境に優しく、建設コスト低減に貢献できるリサイ

クル材料です。  

技術登録等 
（財）沿岸技術研究センターの港湾関連民間技術の確認審査・評価書認

定【第 10001 号】H28 年 3 月第 1 回変更 
NETIS 登録 KTK-140002-A 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）        （3/3） 

技術の概要 
（つづき） 

 

 
図-2 混合後の製造フロー  

 

 
写-2 人工石材 

 
混合物は一定高さに敷均し、鉄板付きバケットにて切目を入れ養生を

行う。固化後は切目に添い大型ブレーカーにより一定の粒径で破砕

し、集積を行う。固化体は強度試験の品質確認後、港湾工事の被覆石

や捨石に利用される。  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （1/2） 

整理 No. １１ 分類 「鉄鋼スラグ」 

会 社 名 日本製鉄株式会社 

担 当 者 太田 哲郎 

連 絡 先 
TEL 080-5094-9682 FAX 03-6867-3586 

E-mail ohta.sh6.tetsuro@ jp.nipponsteel.com 

技術の名称 エコガイアストン® 

概  要 
(150 字程度) 

鉄鋼スラグの水硬性を活用した、サンドコンパクション工法の天然砂

代替材料で、地球環境に優しく、建設コスト低減に貢献できるリサイ

クル材料です。  

技術登録等 
（財）沿岸技術研究センターの港湾関連民間技術の確認審査・評価書認

定【第 10001 号】H28 年 3 月第 1 回変更 
NETIS 登録 KTK-140002-A 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （2/2） 

技術の概要 
（つづき） 
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （1/2） 

整理 No. １２ 分類 「鉄鋼スラグ」 

会 社 名 日本製鉄株式会社 

担 当 者 太田 哲郎 

連 絡 先 
TEL 080-5094-9682 FAX 03-6867-3586 

E-mail ohta.sh6.tetsuro@ jp.nipponsteel.com 

技術の名称 ジオタイザー® 

概  要 
(150 字程度) 

ジオタイザー®は製鋼スラグを原料とする石灰系粒度調整材です。  
陸域における軟弱土（建設残土、農地土などの泥土）に混合して利用

可能な土に改良することができます。従来の改良材（セメントや石灰

など）に比べて粉塵が少なく、また安価なため工事費の縮減が可能で

す。改良土は転圧性に優れ、また過度に固化せず再掘削性を有してい

ます。 

技術登録等 NETIS 登録 KT-1500410-A 建技審証第 1305 号（カルスピン工法）  

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （2/2） 

技術の概要 
（つづき） 
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （1/2） 

整理 No. １２ 分類 「鉄鋼スラグ」 

会 社 名 日本製鉄株式会社 

担 当 者 太田 哲郎 

連 絡 先 
TEL 080-5094-9682 FAX 03-6867-3586 

E-mail ohta.sh6.tetsuro@ jp.nipponsteel.com 

技術の名称 ジオタイザー® 

概  要 
(150 字程度) 

ジオタイザー®は製鋼スラグを原料とする石灰系粒度調整材です。  
陸域における軟弱土（建設残土、農地土などの泥土）に混合して利用

可能な土に改良することができます。従来の改良材（セメントや石灰

など）に比べて粉塵が少なく、また安価なため工事費の縮減が可能で

す。改良土は転圧性に優れ、また過度に固化せず再掘削性を有してい

ます。 

技術登録等 NETIS 登録 KT-1500410-A 建技審証第 1305 号（カルスピン工法）  

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 

 

 

44 45



別紙 2 

37 
 

資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）          （2/2） 

技術の概要 
（つづき） 
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （1/3） 

整理 No. １３ 分類 「非鉄スラグ」  

会 社 名 大平洋金属株式会社  

担 当 者 営業部 営業二課 中田 晋司、齊藤  一也 

連 絡 先 
TEL 0178-47-7165 FAX 0178-22-7350 

E-mail 
s-nakata@pacific-metals.co.jp 
k-saitou@pacific-metals.co.jp 

技術の名称 コンクリートがらとフェロニッケルスラグの混合による再資源化  

概  要 
(150 字程度) 

大平洋金属㈱で生産されるフェロニッケルスラグと、コンクリートが

らを混合破砕し、必要に応じて篩い分けや粒度調整を行う事で路盤材

や土木資材として有効利用が可能となる。  

技術登録等 なし 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁あり 
 

【技術の概要と特徴】 
・フェロニッケル製錬で副産物として生産されるフェロニッケルスラ

グは、高温溶融したスラグを大気冷却後破砕・整粒し品質管理されて

いる事から、環境安全性が高く、粒度や性状にバラつきが少ない。 
・フェロニッケルスラグとコンクリートがらを混合破砕し、必要に応じ

篩分けや粒度調整を行う事で、コンクリートがらを使用した路盤材、

土木用資材の不足粒度の補う事が出来る。 
 
【混合工程概要】 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
【フェロニッケルスラグの環境安全性】 
・環境安全性について、土壌汚染対策法で定められている溶出基準や含

有基準を十分に満足している。  
 
 

 

コンクリートがら  フェロニッケルスラグ  

混合・破砕  

篩い分け・粒度調整  
（※必要に応じて）  

再生路盤材、土木資材として活用  
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技術の概要 
（つづき） 
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整理 No. １３ 分類 「非鉄スラグ」  

会 社 名 大平洋金属株式会社  

担 当 者 営業部 営業二課 中田 晋司、齊藤  一也 

連 絡 先 
TEL 0178-47-7165 FAX 0178-22-7350 

E-mail 
s-nakata@pacific-metals.co.jp 
k-saitou@pacific-metals.co.jp 

技術の名称 コンクリートがらとフェロニッケルスラグの混合による再資源化  

概  要 
(150 字程度) 

大平洋金属㈱で生産されるフェロニッケルスラグと、コンクリートが

らを混合破砕し、必要に応じて篩い分けや粒度調整を行う事で路盤材

や土木資材として有効利用が可能となる。  

技術登録等 なし 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁あり 
 

【技術の概要と特徴】 
・フェロニッケル製錬で副産物として生産されるフェロニッケルスラ

グは、高温溶融したスラグを大気冷却後破砕・整粒し品質管理されて

いる事から、環境安全性が高く、粒度や性状にバラつきが少ない。 
・フェロニッケルスラグとコンクリートがらを混合破砕し、必要に応じ

篩分けや粒度調整を行う事で、コンクリートがらを使用した路盤材、

土木用資材の不足粒度の補う事が出来る。 
 
【混合工程概要】 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
【フェロニッケルスラグの環境安全性】 
・環境安全性について、土壌汚染対策法で定められている溶出基準や含

有基準を十分に満足している。  
 
 

 

コンクリートがら  フェロニッケルスラグ  

混合・破砕  

篩い分け・粒度調整  
（※必要に応じて）  

再生路盤材、土木資材として活用  
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技術の概要 
（つづき） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

次頁あり 
 
 

「環境省告示第 18 号(溶出)、19 号(含有)試験」(平成 30 年 3 月試験値) 

項 目  
溶出量(㎎ /L) 含有量(㎎ /㎏) 

基準値  測定値  基準値  測定値  

カドミウム  0.01 以下  0.001 未満  150 以下  15 未満  

六価クロム  0.05 以下  0.02 未満  250 以下  25 未満  

総水銀  0.0005 以下  0.0005 未満  15 以下  1.5 未満  

セレン  0.01 以下  0.005 未満  150 以下  15 未満  

鉛  0.01 以下  0.005 未満  150 以下  15 未満  

砒素  0.01 以下  0.005 未満  150 以下  15 未満  

フッ素  0.8 以下  0.1 未満  4,000 以下  400 未満  

ホウ素  1 以下  0.1 未満  4,000 以下  400 未満  

 
【フェロニッケルスラグ各サイズの主な試験値】 
項目/サイズ -5 ㎜ 0-20 ㎜ 0-40 ㎜ 
主要粒度  0-5 ㎜ 0-20 ㎜ 0-40 ㎜ 
最大水浸膨張比(%) ― 0.022 0.000 
最大乾燥密度（g/cm3） 2.339 2.385 2.402 
最適含水比(%) 7.294 5.21 5.13 
修正ＣＢＲ  71 112.8 128.6 

(平成 30 年 4 月試験値) 
 
【利用先・使用実績等】 
・フェロニッケルスラグは凍上抑制効果が高く、単独使用が可能で、青

森県では各種道路の路床材、下層路盤材や土地造成用の土木資材等

に使用され、公共工事への使用実績も多数ある。  
・県外では、宮城県や岩手県で主に 5 ㎜以下、0-40 ㎜の使用実績が有

り、締固めが良いとの評価を得ており、仮設道路や土木資材全般に

使用頂いている。 
・青森県内ではコンクリートがらと混合破砕し、RC-40 としても使用

されている。  
 
 
 
 

別紙 2 

40 
 

資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （3/3） 

技術の概要 
（つづき） 

【宮城県での土地造成利用例】 

   
 
【下層路盤材の利用例】 

  

 
※フェロニッケルスラグの「化学成分試験値」、土壌汚染に係る環境 

基準「環境省告示第 18 号試験（溶出量試験）」「環境省庁告示 19 号

試験（含有量試験）」の各試験結果や「骨材試験成績表」及びカタロ

グ等が必要な際はご請求下さい。  
 
別紙「フェロニッケルスラグのご紹介」をご参照願います。  

48 49
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （2/3） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技術の概要 
（つづき） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

次頁あり 
 
 

「環境省告示第 18 号(溶出)、19 号(含有)試験」(平成 30 年 3 月試験値) 

項 目  
溶出量(㎎ /L) 含有量(㎎ /㎏) 

基準値  測定値  基準値  測定値  

カドミウム  0.01 以下  0.001 未満  150 以下  15 未満  

六価クロム  0.05 以下  0.02 未満  250 以下  25 未満  

総水銀  0.0005 以下  0.0005 未満  15 以下  1.5 未満  

セレン  0.01 以下  0.005 未満  150 以下  15 未満  

鉛  0.01 以下  0.005 未満  150 以下  15 未満  

砒素  0.01 以下  0.005 未満  150 以下  15 未満  

フッ素  0.8 以下  0.1 未満  4,000 以下  400 未満  

ホウ素  1 以下  0.1 未満  4,000 以下  400 未満  

 
【フェロニッケルスラグ各サイズの主な試験値】 
項目/サイズ -5 ㎜ 0-20 ㎜ 0-40 ㎜ 
主要粒度  0-5 ㎜ 0-20 ㎜ 0-40 ㎜ 
最大水浸膨張比(%) ― 0.022 0.000 
最大乾燥密度（g/cm3） 2.339 2.385 2.402 
最適含水比(%) 7.294 5.21 5.13 
修正ＣＢＲ  71 112.8 128.6 

(平成 30 年 4 月試験値) 
 
【利用先・使用実績等】 
・フェロニッケルスラグは凍上抑制効果が高く、単独使用が可能で、青

森県では各種道路の路床材、下層路盤材や土地造成用の土木資材等

に使用され、公共工事への使用実績も多数ある。  
・県外では、宮城県や岩手県で主に 5 ㎜以下、0-40 ㎜の使用実績が有

り、締固めが良いとの評価を得ており、仮設道路や土木資材全般に

使用頂いている。 
・青森県内ではコンクリートがらと混合破砕し、RC-40 としても使用

されている。  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （3/3） 

技術の概要 
（つづき） 

【宮城県での土地造成利用例】 

   
 
【下層路盤材の利用例】 

  

 
※フェロニッケルスラグの「化学成分試験値」、土壌汚染に係る環境 

基準「環境省告示第 18 号試験（溶出量試験）」「環境省庁告示 19 号

試験（含有量試験）」の各試験結果や「骨材試験成績表」及びカタロ

グ等が必要な際はご請求下さい。  
 
別紙「フェロニッケルスラグのご紹介」をご参照願います。  
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整理 No. １４ 分類 「非鉄スラグ」  

会 社 名 大平洋金属株式会社  

担 当 者 営業部 営業二課 中田 晋司、齊藤  一也 

連 絡 先 
TEL 0178-47-7165 FAX 0178-22-7350 

E-mail 
s-nakata@pacific-metals.co.jp 
k-saitou@pacific-metals.co.jp 

技術の名称 天然砂とフェロニッケルスラグの混合による地盤改良材 

概  要 
(150 字程度) 

フェロニッケルスラグ(製品名：フェロニッケルスラグ 5 ㎜以下)と天

然砂(山砂)を混合し粒度調整することで、地盤改良材として安定した

特性を持ち、資材不足の改善につながる。  

技術登録等 なし 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁あり 
 

【技術の概要と特徴】 
・フェロニッケルスラグ 5 ㎜以下と天然砂(山砂)を混合し粒度調整する

ことで、環境安全性が高く、かつ所定の特性を持つ地盤改良材として

利用出来る事から、単体では使用出来なかったサイズの山砂等が使用

可能となり、資材不足の改善につながる。  
【混合装置写真】 
①全体             ②投入口  

  
③混合用トロンメル       ④搬出口  
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技術の概要 
（つづき） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

次頁あり 
 

【フェロニッケルスラグ 5 ㎜以下の環境安全性】 
・環境安全性については、土壌汚染対策法で定められている溶出基準 

や含有基準を十分に満足している。  
「環境省告示第 18 号(溶出)、19 号(含有)試験」(平成 30 年 3 月試験値) 

項 目  
溶出量(㎎ /L) 含有量(㎎ /㎏) 

基準値  測定値  基準値  測定値  

カドミウム  0.01 以下  0.001 未満  150 以下  15 未満  

六価クロム  0.05 以下  0.02 未満  250 以下  25 未満  

総水銀  0.0005 以下  0.0005 未満  15 以下  1.5 未満  

セレン  0.01 以下  0.005 未満  150 以下  15 未満  

鉛  0.01 以下  0.005 未満  150 以下  15 未満  

砒素  0.01 以下  0.005 未満  150 以下  15 未満  

フッ素  0.8 以下  0.1 未満  4,000 以下  400 未満  

ホウ素  1 以下  0.1 未満  4,000 以下  400 未満  

 
【天然砂とフェロニッケルスラグ 5 ㎜以下 混合比 1：2 の品質特性】 
「物性とｐH」 
・水硬性がなく、ｐH も中性である。  
最大乾燥密度  

(dmax/cm3) 
最適含水比  

(%) 
水硬性 平均ｐH 

1.988 12.4 なし 6.8 
 
「粒度分布」  
・地盤材料の分類は「細粒分まじり礫質砂 (SG-F)」となる。  

中礫分  
(%) 

細礫分  
(%) 

粗砂分  
(%) 

中砂分  
(%) 

細砂分  
(%) 

シルト・  

粘土分(%) 
19.3 15.3 17.7 32.2 7.6 7.9 

 
「三軸圧縮試験」  
・内部摩擦角が 30°以上と大きく、地盤改良に効果がある。  

項 目 
粘着力 

（kN/㎡） 
内部摩擦角  
（Φcd） 

目標値 ― 30.0 以上 
混合砂 46.4 34.4 

＊試験方法：CD 三軸試験 
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整理 No. １４ 分類 「非鉄スラグ」  

会 社 名 大平洋金属株式会社  

担 当 者 営業部 営業二課 中田 晋司、齊藤  一也 

連 絡 先 
TEL 0178-47-7165 FAX 0178-22-7350 

E-mail 
s-nakata@pacific-metals.co.jp 
k-saitou@pacific-metals.co.jp 

技術の名称 天然砂とフェロニッケルスラグの混合による地盤改良材 

概  要 
(150 字程度) 

フェロニッケルスラグ(製品名：フェロニッケルスラグ 5 ㎜以下)と天

然砂(山砂)を混合し粒度調整することで、地盤改良材として安定した

特性を持ち、資材不足の改善につながる。  

技術登録等 なし 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁あり 
 

【技術の概要と特徴】 
・フェロニッケルスラグ 5 ㎜以下と天然砂(山砂)を混合し粒度調整する

ことで、環境安全性が高く、かつ所定の特性を持つ地盤改良材として

利用出来る事から、単体では使用出来なかったサイズの山砂等が使用

可能となり、資材不足の改善につながる。  
【混合装置写真】 
①全体             ②投入口  

  
③混合用トロンメル       ④搬出口  

  

 

別紙 2 

42 
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技術の概要 
（つづき） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

次頁あり 
 

【フェロニッケルスラグ 5 ㎜以下の環境安全性】 
・環境安全性については、土壌汚染対策法で定められている溶出基準 

や含有基準を十分に満足している。  
「環境省告示第 18 号(溶出)、19 号(含有)試験」(平成 30 年 3 月試験値) 

項 目  
溶出量(㎎ /L) 含有量(㎎ /㎏) 

基準値  測定値  基準値  測定値  

カドミウム  0.01 以下  0.001 未満  150 以下  15 未満  

六価クロム  0.05 以下  0.02 未満  250 以下  25 未満  

総水銀  0.0005 以下  0.0005 未満  15 以下  1.5 未満  

セレン  0.01 以下  0.005 未満  150 以下  15 未満  

鉛  0.01 以下  0.005 未満  150 以下  15 未満  

砒素  0.01 以下  0.005 未満  150 以下  15 未満  

フッ素  0.8 以下  0.1 未満  4,000 以下  400 未満  

ホウ素  1 以下  0.1 未満  4,000 以下  400 未満  

 
【天然砂とフェロニッケルスラグ 5 ㎜以下 混合比 1：2 の品質特性】 
「物性とｐH」 
・水硬性がなく、ｐH も中性である。  
最大乾燥密度  

(dmax/cm3) 
最適含水比  

(%) 
水硬性 平均ｐH 

1.988 12.4 なし 6.8 
 
「粒度分布」  
・地盤材料の分類は「細粒分まじり礫質砂 (SG-F)」となる。  

中礫分  
(%) 

細礫分  
(%) 

粗砂分  
(%) 

中砂分  
(%) 

細砂分  
(%) 

シルト・  

粘土分(%) 
19.3 15.3 17.7 32.2 7.6 7.9 

 
「三軸圧縮試験」  
・内部摩擦角が 30°以上と大きく、地盤改良に効果がある。  

項 目 
粘着力 

（kN/㎡） 
内部摩擦角  
（Φcd） 

目標値 ― 30.0 以上 
混合砂 46.4 34.4 

＊試験方法：CD 三軸試験 
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技術の概要 
（つづき） 

「サンドコンパクション工法施工後の N 値」 
・改良前と改良後で N 値は上昇しており、地盤改良効果がある。  

 
 
【混合砂の評価】 
・天然砂（山砂）とフェロニッケルスラグ 5 ㎜以下との混合による粒度

調整により、環境安全性が高く、かつ所定の土質特性を持つ材料と

なる。 
・サンドコンパクション工法の資材として利用出来ると共に、単体では

使用出来ないサイズの天然砂が利用出来るようになる事から、資材

不足の改善につながる。 
 
※フェロニッケルスラグの「化学成分試験値」、土壌汚染に係る環境基

準「環境省告示第 18 号試験（溶出量試験）」「環境省庁告示 19 号試

験（含有量試験）」の各試験結果や「骨材試験成績表」及びカタログ

等が必要な際はご請求下さい。  
 
別紙「フェロニッケルスラグのご紹介」をご参照願います。  

別紙 2 
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整理 No. １５ 分類 「その他スラグ」（溶融スラグ）  

会 社 名 JFE エンジニアリング株式会社  

担 当 者 環境プラント事業部  福島再生プロジェクトチーム  田邉（窓口）  

連 絡 先 
TEL 045-505-7372 FAX 045-505-8989 

E-mail tanabe-tatsuki@jfe-eng.co.jp 

技術の名称 ガス導管埋め戻し適用試験結果と実用化  

概  要 
(150 字程度) 

溶融スラグをガス導管用埋め戻し適用可否を評価するため、  
ラボ試験と実管を用いたフィールド試験を実施し、天然砂と同等の特性

を有しており、埋め戻し材として使用できるとの評価を得られた  

技術登録等 － 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり 

 

１）埋め戻し材として求められる特性（条件）  
 
・有害な成分が溶出しないこと  
・良く締め固めること  
・管の下部に隙間がないこと  
・車両通行により著しく沈下しないこと  
・再掘削可能かつ崩れないこと  
・塗覆装に著しい傷をつけないこと  
・電気防食の電流を著しく阻害をしないこと  
 
２）物性試験結果（ラボ試験）  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （3/3） 

技術の概要 
（つづき） 

「サンドコンパクション工法施工後の N 値」 
・改良前と改良後で N 値は上昇しており、地盤改良効果がある。  

 
 
【混合砂の評価】 
・天然砂（山砂）とフェロニッケルスラグ 5 ㎜以下との混合による粒度

調整により、環境安全性が高く、かつ所定の土質特性を持つ材料と

なる。 
・サンドコンパクション工法の資材として利用出来ると共に、単体では

使用出来ないサイズの天然砂が利用出来るようになる事から、資材

不足の改善につながる。 
 
※フェロニッケルスラグの「化学成分試験値」、土壌汚染に係る環境基

準「環境省告示第 18 号試験（溶出量試験）」「環境省庁告示 19 号試

験（含有量試験）」の各試験結果や「骨材試験成績表」及びカタログ

等が必要な際はご請求下さい。  
 
別紙「フェロニッケルスラグのご紹介」をご参照願います。  

別紙 2 
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）        （1/3） 

整理 No. １５ 分類 「その他スラグ」（溶融スラグ）  

会 社 名 JFE エンジニアリング株式会社  

担 当 者 環境プラント事業部  福島再生プロジェクトチーム  田邉（窓口）  

連 絡 先 
TEL 045-505-7372 FAX 045-505-8989 

E-mail tanabe-tatsuki@jfe-eng.co.jp 

技術の名称 ガス導管埋め戻し適用試験結果と実用化  

概  要 
(150 字程度) 

溶融スラグをガス導管用埋め戻し適用可否を評価するため、  
ラボ試験と実管を用いたフィールド試験を実施し、天然砂と同等の特性

を有しており、埋め戻し材として使用できるとの評価を得られた  

技術登録等 － 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり 

 

１）埋め戻し材として求められる特性（条件）  
 
・有害な成分が溶出しないこと  
・良く締め固めること  
・管の下部に隙間がないこと  
・車両通行により著しく沈下しないこと  
・再掘削可能かつ崩れないこと  
・塗覆装に著しい傷をつけないこと  
・電気防食の電流を著しく阻害をしないこと  
 
２）物性試験結果（ラボ試験）  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）      （2/3） 

技術の概要 
（つづき） 

３）フィールド試験結果 
＜土木材料としての評価試験＞ 
① 締固め試験  

 
② 沈下状況 

 

 
③ 再掘削性 

 〇作業員 1 名の人力掘削能率  
  溶融スラグ：51～66L/分 
  砕砂   ：54L/分 
 〇自立性  
  溶融スラグ  ： 90 度 
  砕砂    ： 90 度 
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）      （3/3） 

技術の概要 
（つづき） 

＜保護砂としての評価試験＞ 
④ 管下充填性  

 
⑤ 土壌抵抗値測定  

  

⑥ 塗覆装の傷状況  

 
 
４）まとめ  

溶融スラグは物質試験、フィールド試験とも良好な特性を示し、  
ガス導管用埋め戻し材として使用可能であると判断  
 
５）溶融スラグの使用状況  
 ①倉敷市道アスファルト合材への適用  （2007 年） 
 ②岡山県道アスファルト合材への適用  
 ③倉敷市環境リサイクル極下水道部での保護砂への適用  
  08 年 12 月より合併浄化槽へも適用  
 ④岡山ガス㈱様  倉敷営業所管内ガス管保護砂へ適用（2009 年） 
 ⑤水島エルエヌジー㈱様  土壌改良工事への適用（2007 年） 
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技術の概要 
（つづき） 

３）フィールド試験結果 
＜土木材料としての評価試験＞ 
① 締固め試験  

 
② 沈下状況 

 

 
③ 再掘削性 

 〇作業員 1 名の人力掘削能率  
  溶融スラグ：51～66L/分 
  砕砂   ：54L/分 
 〇自立性  
  溶融スラグ  ： 90 度 
  砕砂    ： 90 度 
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）      （3/3） 

技術の概要 
（つづき） 

＜保護砂としての評価試験＞ 
④ 管下充填性  

 
⑤ 土壌抵抗値測定  

  

⑥ 塗覆装の傷状況  

 
 
４）まとめ  

溶融スラグは物質試験、フィールド試験とも良好な特性を示し、  
ガス導管用埋め戻し材として使用可能であると判断  
 
５）溶融スラグの使用状況  
 ①倉敷市道アスファルト合材への適用  （2007 年） 
 ②岡山県道アスファルト合材への適用  
 ③倉敷市環境リサイクル極下水道部での保護砂への適用  
  08 年 12 月より合併浄化槽へも適用  
 ④岡山ガス㈱様  倉敷営業所管内ガス管保護砂へ適用（2009 年） 
 ⑤水島エルエヌジー㈱様  土壌改良工事への適用（2007 年） 
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整理 No. １６ 分類 その他（溶融スラグ）  

会 社 名 株式会社神鋼環境ソリューション  

担 当 者 環境プラント技術本部 SPC 管理室長 薗田 雅志 

連 絡 先 
TEL 078-261-7061 FAX 078-261-2166 

E-mail m.sonoda@kobelco-eco.co.jp 

技術の名称 溶融スラグ細骨材  

概  要 
（150 字程

度） 

家庭ごみなどの一般廃棄物を流動床式ガス化溶融炉で溶融処理する際

に、副産物として溶融スラグが発生する。この溶融スラグを磨砕・分

級等の処理により骨材化し、JIS A 5031、JIS A 5032 に規定される品

質を満足することが確認されたものは、コンクリート二次製品用、道

路用の溶融スラグ細骨材として有効利用が可能である。  

技術登録等 － 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 

 

流動床式ガス化溶融炉は、流動床式ガス化炉と旋回流溶融炉で構成

される。まず、流動床式ガス化炉でごみを可燃性ガス、未燃分および灰

に熱分解する。これらは旋回流溶融炉に供給され、そこへ燃焼空気が供

給されることにより、可燃ガス、未燃分が完全燃焼して 1,200℃以上の

高温となる。灰はこの高温により溶融されスラグとなって炉の下部に

ある出滓口から連続的に出滓される。出滓したスラグはスラグ冷却水

槽へ直接落下させ急冷固化し、磨砕・分級処理により骨材化する。  
骨材化されたスラグは、JIS A 5031 及び JIS A 5032 に規定されたロ

ット管理、サンプリング及び分析を行い、JIS A 5031 の MS5、JIS A 
5032 の FM-2.5 の規格を満足するものを出荷する。  
 なお、流動床式ガス化溶融炉は、ごみが保有するエネルギーを利用し

た自己熱溶融方式であり、溶融のための電気や燃料などの外部エネル

ギーが不要で、生成される溶融スラグは環境にやさしい土木資材と言

える。 
 東北地方では、①仙南クリーンセンター（宮城県仙南地域広域行政事

務組合殿から運営委託、ごみ処理能力 200t/日、スラグ生産量平均約 12t/
日）、②エネルギー回収施設（川口）（山形県山形広域環境事務組合殿か

ら運営委託、スラグ生産量平均約 5t/日）の 2 施設が稼働中。  
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技術の概要 
（つづき） 

 

 

旋回流溶融炉 

ごみ  

可燃ガス・未燃分・灰  

スラグ  

流動床式ガス化炉 

流動床式ガス化溶融炉概要  
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整理 No. １６ 分類 その他（溶融スラグ）  

会 社 名 株式会社神鋼環境ソリューション  

担 当 者 環境プラント技術本部 SPC 管理室長 薗田 雅志 

連 絡 先 
TEL 078-261-7061 FAX 078-261-2166 

E-mail m.sonoda@kobelco-eco.co.jp 

技術の名称 溶融スラグ細骨材  

概  要 
（150 字程

度） 

家庭ごみなどの一般廃棄物を流動床式ガス化溶融炉で溶融処理する際

に、副産物として溶融スラグが発生する。この溶融スラグを磨砕・分

級等の処理により骨材化し、JIS A 5031、JIS A 5032 に規定される品

質を満足することが確認されたものは、コンクリート二次製品用、道

路用の溶融スラグ細骨材として有効利用が可能である。  

技術登録等 － 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 

 

流動床式ガス化溶融炉は、流動床式ガス化炉と旋回流溶融炉で構成

される。まず、流動床式ガス化炉でごみを可燃性ガス、未燃分および灰

に熱分解する。これらは旋回流溶融炉に供給され、そこへ燃焼空気が供

給されることにより、可燃ガス、未燃分が完全燃焼して 1,200℃以上の

高温となる。灰はこの高温により溶融されスラグとなって炉の下部に

ある出滓口から連続的に出滓される。出滓したスラグはスラグ冷却水

槽へ直接落下させ急冷固化し、磨砕・分級処理により骨材化する。  
骨材化されたスラグは、JIS A 5031 及び JIS A 5032 に規定されたロ

ット管理、サンプリング及び分析を行い、JIS A 5031 の MS5、JIS A 
5032 の FM-2.5 の規格を満足するものを出荷する。  
 なお、流動床式ガス化溶融炉は、ごみが保有するエネルギーを利用し

た自己熱溶融方式であり、溶融のための電気や燃料などの外部エネル

ギーが不要で、生成される溶融スラグは環境にやさしい土木資材と言

える。 
 東北地方では、①仙南クリーンセンター（宮城県仙南地域広域行政事

務組合殿から運営委託、ごみ処理能力 200t/日、スラグ生産量平均約 12t/
日）、②エネルギー回収施設（川口）（山形県山形広域環境事務組合殿か

ら運営委託、スラグ生産量平均約 5t/日）の 2 施設が稼働中。  
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技術の概要 
（つづき） 

 

 

旋回流溶融炉 

ごみ  

可燃ガス・未燃分・灰  

スラグ  

流動床式ガス化炉 

流動床式ガス化溶融炉概要  
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整理 No. １７ 分類 「その他」(徐冷スラグ) 

会 社 名 還元溶融研究会（大平洋金属株式会社）  

担 当 者 環境事業部  焼却灰溶融課 杉山 晋 

連 絡 先 
TEL 0178-47-7251 FAX 0178-47-7255 

E-mail n-sugiyama@pacific-metals.co.jp 

技術の名称 溶融スラグ細骨材(MS-5) 

概  要 
(150 字程度) 

青森県八戸市の臨海工業地帯値位置し、60,000~80,000kVA の大型電気

炉 3 炉を有するフェロニッケルメーカーであるが、その技術を応用し直

流式電気抵抗炉により県内外の一般廃棄物及び産業廃棄物、県内で大量

に発生するホタテ貝殻を受託、溶融し、溶融スラグ製品を製造するリサ

イクル事業に取り組んでいる。  

技術登録等  

技術の概要 
 
 

次頁 
あり・なし 

『溶融スラグ細骨材(MS-5)』は図 1 の様な直流式電気抵抗炉により焼却

灰を 1400℃以上の高温で溶融し、重金属類を溶融メタルへと還元した他

の溶融スラグを細骨材とした物である。『溶融スラグ細骨材 (MS-5)』は下

記の表 1~3 に示す青森県リサイクル製品認定基準に準拠し、品質・環境

安全性を確保した上でコンクリート二次製品用に使用されている。  

 
図 1．焼却灰・ホタテ貝殻リサイクル施設 工程図  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （2/2） 

技術の概要 
（つづき） 

表 1．化学法試験結果   

 

表 2．環境安全品質 

項目 分析結果 基準値 

全硫黄 (%) 0.27 ≦2 

三酸化硫黄 (%) 0.04 ≦0.5 

塩化ナトリウム (%) 0.0027 ≦0.04 

酸化カルシウム (%) 23.53 ≦45 

金属鉄 (%) 0.36 ≦1 

アルカリシリカ減少量(Rc) (mmol/l) 17 判定：Rc>Sc
となり無害 溶解シリカ量(Sc) (mmol/l) 12 

項目 溶出量(mg/L) 含有量(mg/kg) 

分析結果 基準値 分析結果 基準値 

Cd 0.001 ≦0.01 15 ≦150 

Pb 0.002 ≦0.01 15 ≦150 

Cr6+ 0.005 ≦0.05 25 ≦250 

As 0.001 ≦0.01 15 ≦150 

T-Hg 0.00005 ≦0.005 1.5 ≦15 

Se 0.001 ≦0.01 15 ≦150 

F 0.1 ≦0.8 402 ≦4000 

B 0.1 ≦1 400 ≦4000 

 
表 3．各種物性試験結果 

試験項目 試験値 規格 

膨張性(%) -1.9 ≦2 

安定性(%) 3.3 ≦10 

粒径判定実積率(%) 53.3 ≧53 

絶乾密度(g/cm3) 2.96 ≧2.5 

吸水率(%) 0.48 ≦3.0 

微粒分量(%) 0.6 ≦7.0 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
製造実績：2012～2017 年度平均実績 年間～7,000 トン 
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （1/2） 

整理 No. １７ 分類 「その他」(徐冷スラグ) 

会 社 名 還元溶融研究会（大平洋金属株式会社）  

担 当 者 環境事業部  焼却灰溶融課 杉山 晋 

連 絡 先 
TEL 0178-47-7251 FAX 0178-47-7255 

E-mail n-sugiyama@pacific-metals.co.jp 

技術の名称 溶融スラグ細骨材(MS-5) 

概  要 
(150 字程度) 

青森県八戸市の臨海工業地帯値位置し、60,000~80,000kVA の大型電気

炉 3 炉を有するフェロニッケルメーカーであるが、その技術を応用し直

流式電気抵抗炉により県内外の一般廃棄物及び産業廃棄物、県内で大量

に発生するホタテ貝殻を受託、溶融し、溶融スラグ製品を製造するリサ

イクル事業に取り組んでいる。  

技術登録等  

技術の概要 
 
 

次頁 
あり・なし 

『溶融スラグ細骨材(MS-5)』は図 1 の様な直流式電気抵抗炉により焼却

灰を 1400℃以上の高温で溶融し、重金属類を溶融メタルへと還元した他

の溶融スラグを細骨材とした物である。『溶融スラグ細骨材 (MS-5)』は下

記の表 1~3 に示す青森県リサイクル製品認定基準に準拠し、品質・環境

安全性を確保した上でコンクリート二次製品用に使用されている。  

 
図 1．焼却灰・ホタテ貝殻リサイクル施設 工程図  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （2/2） 

技術の概要 
（つづき） 

表 1．化学法試験結果   

 

表 2．環境安全品質 

項目 分析結果 基準値 

全硫黄 (%) 0.27 ≦2 

三酸化硫黄 (%) 0.04 ≦0.5 

塩化ナトリウム (%) 0.0027 ≦0.04 

酸化カルシウム (%) 23.53 ≦45 

金属鉄 (%) 0.36 ≦1 

アルカリシリカ減少量(Rc) (mmol/l) 17 判定：Rc>Sc
となり無害 溶解シリカ量(Sc) (mmol/l) 12 

項目 溶出量(mg/L) 含有量(mg/kg) 

分析結果 基準値 分析結果 基準値 

Cd 0.001 ≦0.01 15 ≦150 

Pb 0.002 ≦0.01 15 ≦150 

Cr6+ 0.005 ≦0.05 25 ≦250 

As 0.001 ≦0.01 15 ≦150 

T-Hg 0.00005 ≦0.005 1.5 ≦15 

Se 0.001 ≦0.01 15 ≦150 

F 0.1 ≦0.8 402 ≦4000 

B 0.1 ≦1 400 ≦4000 

 
表 3．各種物性試験結果 

試験項目 試験値 規格 

膨張性(%) -1.9 ≦2 

安定性(%) 3.3 ≦10 

粒径判定実積率(%) 53.3 ≧53 

絶乾密度(g/cm3) 2.96 ≧2.5 

吸水率(%) 0.48 ≦3.0 

微粒分量(%) 0.6 ≦7.0 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
製造実績：2012～2017 年度平均実績 年間～7,000 トン 
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）    （1/2） 

整理 No. １８ 分類 「その他」(徐冷スラグ) 

会 社 名 還元溶融研究会（中央電気工業株式会社）  

担 当 者 EM 管理部担当部長 兼 EM 技術課長 菊野孝則 

連 絡 先 
TEL 0299-84-3407 FAX 0299-85-3071 

E-mail t_kikuno@nippondenko.co.jp 

技術の名称 エコラロック  

概  要 
(150 字程度) 

従来は下層路盤材の原料として天然資源であるクラッシャーランを使  
用しており、資源の枯渇という課題がありましたが、廃棄物の溶融ス 
ラグを代用することで、経済性の向上及び環境負荷の低減を図ること  
が出来ます。  

技術登録等 NETIS 登録 ＫＴ－１８００２１－Ａ（登録番号）  

技術の概要 
 

次頁 
あり・なし 

下層路盤材の原料として建設資材であるクラッシャーランから廃棄物  
を原料とする溶融スラグに変更したことにより、経済性の向上（コス  
ト約 48%縮減）や最終処分場延命に伴う環境負荷低減を図ることがで  
きます。また、エコラロックは吸水率 0.72%と低く、水硬性を有して 
いないことも特徴の一つであり、排水性が必要とされる場所への使用 
に適しています。修正 CBR は 118%で基準値 30%以上を満足していま 
す。ふるい通過率は 37.5mm：100%、19mm：74.4%、4.75mm：28.6%、 
2.36mm：15.1%でクラッシャーラン溶融スラグの基準を満足していま  
す。表乾密度は基準 2.45g/cm3 に対し実績 2.87g/cm3、吸水率は基準  
3%に対し、実績 0.72%となっています。土壌環境基準に基づく溶出量  
試験や含有量試験も基準を満足しており、環境安全性に優れています。 
ダイオキシン類の毒性当量は 0.16pg/-TEQ/L 以下で、基準値 10pg- 
TEQ/L 以下を満足しています。  
 
製造実績：2012～2017 年度平均実績 年間～45,000 トン 
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）    （1/2） 

整理 No. １８ 分類 「その他」(徐冷スラグ) 

会 社 名 還元溶融研究会（中央電気工業株式会社）  

担 当 者 EM 管理部担当部長 兼 EM 技術課長 菊野孝則 

連 絡 先 
TEL 0299-84-3407 FAX 0299-85-3071 

E-mail t_kikuno@nippondenko.co.jp 

技術の名称 エコラロック  

概  要 
(150 字程度) 

従来は下層路盤材の原料として天然資源であるクラッシャーランを使  
用しており、資源の枯渇という課題がありましたが、廃棄物の溶融ス 
ラグを代用することで、経済性の向上及び環境負荷の低減を図ること  
が出来ます。  

技術登録等 NETIS 登録 ＫＴ－１８００２１－Ａ（登録番号）  

技術の概要 
 

次頁 
あり・なし 

下層路盤材の原料として建設資材であるクラッシャーランから廃棄物  
を原料とする溶融スラグに変更したことにより、経済性の向上（コス  
ト約 48%縮減）や最終処分場延命に伴う環境負荷低減を図ることがで  
きます。また、エコラロックは吸水率 0.72%と低く、水硬性を有して 
いないことも特徴の一つであり、排水性が必要とされる場所への使用 
に適しています。修正 CBR は 118%で基準値 30%以上を満足していま 
す。ふるい通過率は 37.5mm：100%、19mm：74.4%、4.75mm：28.6%、 
2.36mm：15.1%でクラッシャーラン溶融スラグの基準を満足していま  
す。表乾密度は基準 2.45g/cm3 に対し実績 2.87g/cm3、吸水率は基準  
3%に対し、実績 0.72%となっています。土壌環境基準に基づく溶出量  
試験や含有量試験も基準を満足しており、環境安全性に優れています。 
ダイオキシン類の毒性当量は 0.16pg/-TEQ/L 以下で、基準値 10pg- 
TEQ/L 以下を満足しています。  
 
製造実績：2012～2017 年度平均実績 年間～45,000 トン 
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）          （1/1） 

整理 No. １９ 分類 「その他」(徐冷スラグ) 

会 社 名 還元溶融研究会(中部リサイクル株式会社) 

担 当 者 大河内宝(中部リサイクル株式会社) 

連 絡 先 
TEL 052-611-1511 FAX 052-614-0716 

E-
mail 

t.okochi@chubu-recycle.co.jp 

技術の名称 軟弱地盤上の盛土基盤面の構築(軟弱地盤対策工) 

概  要 
(150 字程度) 

軟弱地盤上に盛土を行う場合、適切に工事を実施しないと軟弱地盤上の

盛土構造物に滑りの発生などが懸念される。また、運搬車両および施工

重機類のトラヒィカビリティを確保する必要がある。このような施工条

件の場合に、溶融還元石(徐冷スラグ)を粗割りした石材(300～0mm)を
軟弱地盤上に敷設して施工基盤を構築する工法である。  

技術登録等 あいくる材  27)再生割ぐり石  

技術の概要 
 
 

次頁 
あり・なし 

 

軟弱地盤上に粗割りした溶融還元石を敷設すると、石材のかみ合わせに

より強度が発揮される。以下の写真参照。  
盛土施工時のすべり発生の監視を行った事例では、側方流動は確認され

ず、極めて良好な状況で盛土を完成させることができた。1) 

写真 上：溶融還元石の敷設状況 下：敷設面の状況  
参考文献 

1) (一社)日本産業機械工業会 エコスラグ利用普及委員会：2017 年度版 

エコスラグ有効利用の現状とデータ集、pp.87-89、2018 年 5 月 
 
製造実績：2012～2016 年度平均実績 年間～17,000 トン 
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）      （1/1） 

整理 No. ２０ 分類 「その他」(徐冷スラグ) 

会 社 名 還元溶融研究会（メルテック株式会社） 

担 当 者 技術・品質管理課長 小島久典 

連 絡 先 
TEL 0285-49-1080 FAX 0285-49-1084 

E-mail kojima.h@meltec-ltd.co.jp 

技術の名称 還元溶融 

概  要 

(150 字程度) 

焼却灰を溶融処理することにより無害化し、溶融スラグを徐冷す

ることで結晶化が進み天然石と同等の物性となる。道路用下層路盤

材や整地材などの資材として利用でき、天然資源の保全、循環型社

会の構築に貢献している。 

技術登録等 とちの環
わ

エコ製品（栃木県リサイクル製品認定）認定番号 28-007 

技術の概要 

 焼却灰をコークスベッド式縦型炉の還元雰囲気下で溶融処理する

ことで、塩化揮発が促進され鉛などの重金属類のほとんどは、排ガス

側へ揮発し、安全な溶融スラグが生産される。また、溶融スラグを冷

却容器内でゆっくりと時間を掛けて徐冷することで、結晶化が進み天

然石（安山岩、玄武岩）と同等の物性となる。生産した溶融スラグ（商

品名：「メルエース」）は、JIS A 5032 などに規定される安全性基準

（重金属溶出値など）や物性基準（表乾密度など）を充分に満足して

おり、道路用下層路盤材や整地材などの建設資材として利用される。 

 また、焼却灰中に微量に含まれる貴金属（Au、Ag、Cu、Pt、Pd ）は

溶融スラグよりも密度が高いため、冷却用容器の底面に沈降して溶融

スラグと分離し、冷却後に磁力選別機で回収する。冷却中に時間を掛

けて分離できるため、貴金属の回収率が高く、濃度も高品位となる。 

 

製造実績：2012～2016 年度平均実績 年間～20,000 トン 
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）          （1/1） 

整理 No. １９ 分類 「その他」(徐冷スラグ) 

会 社 名 還元溶融研究会(中部リサイクル株式会社) 

担 当 者 大河内宝(中部リサイクル株式会社) 

連 絡 先 
TEL 052-611-1511 FAX 052-614-0716 

E-
mail 

t.okochi@chubu-recycle.co.jp 

技術の名称 軟弱地盤上の盛土基盤面の構築(軟弱地盤対策工) 

概  要 
(150 字程度) 

軟弱地盤上に盛土を行う場合、適切に工事を実施しないと軟弱地盤上の

盛土構造物に滑りの発生などが懸念される。また、運搬車両および施工

重機類のトラヒィカビリティを確保する必要がある。このような施工条

件の場合に、溶融還元石(徐冷スラグ)を粗割りした石材(300～0mm)を
軟弱地盤上に敷設して施工基盤を構築する工法である。  

技術登録等 あいくる材  27)再生割ぐり石  

技術の概要 
 
 

次頁 
あり・なし 

 

軟弱地盤上に粗割りした溶融還元石を敷設すると、石材のかみ合わせに

より強度が発揮される。以下の写真参照。  
盛土施工時のすべり発生の監視を行った事例では、側方流動は確認され

ず、極めて良好な状況で盛土を完成させることができた。1) 

写真 上：溶融還元石の敷設状況 下：敷設面の状況  
参考文献 

1) (一社)日本産業機械工業会 エコスラグ利用普及委員会：2017 年度版 

エコスラグ有効利用の現状とデータ集、pp.87-89、2018 年 5 月 
 
製造実績：2012～2016 年度平均実績 年間～17,000 トン 

別紙 2 

54 
 

資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）      （1/1） 

整理 No. ２０ 分類 「その他」(徐冷スラグ) 

会 社 名 還元溶融研究会（メルテック株式会社） 

担 当 者 技術・品質管理課長 小島久典 

連 絡 先 
TEL 0285-49-1080 FAX 0285-49-1084 

E-mail kojima.h@meltec-ltd.co.jp 

技術の名称 還元溶融 

概  要 

(150 字程度) 

焼却灰を溶融処理することにより無害化し、溶融スラグを徐冷す

ることで結晶化が進み天然石と同等の物性となる。道路用下層路盤

材や整地材などの資材として利用でき、天然資源の保全、循環型社

会の構築に貢献している。 

技術登録等 とちの環
わ

エコ製品（栃木県リサイクル製品認定）認定番号 28-007 

技術の概要 

 焼却灰をコークスベッド式縦型炉の還元雰囲気下で溶融処理する

ことで、塩化揮発が促進され鉛などの重金属類のほとんどは、排ガス

側へ揮発し、安全な溶融スラグが生産される。また、溶融スラグを冷

却容器内でゆっくりと時間を掛けて徐冷することで、結晶化が進み天

然石（安山岩、玄武岩）と同等の物性となる。生産した溶融スラグ（商

品名：「メルエース」）は、JIS A 5032 などに規定される安全性基準

（重金属溶出値など）や物性基準（表乾密度など）を充分に満足して

おり、道路用下層路盤材や整地材などの建設資材として利用される。 

 また、焼却灰中に微量に含まれる貴金属（Au、Ag、Cu、Pt、Pd ）は

溶融スラグよりも密度が高いため、冷却用容器の底面に沈降して溶融

スラグと分離し、冷却後に磁力選別機で回収する。冷却中に時間を掛

けて分離できるため、貴金属の回収率が高く、濃度も高品位となる。 

 

製造実績：2012～2016 年度平均実績 年間～20,000 トン 
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整理 No. ２１ 分類 「ペーパースラッジ」 

会 社 名 西松建設株式会社  

担 当 者 技術研究所 土木技術グループ地盤チーム 岩谷 隆文 

連 絡 先 
TEL 03-3502-0279 FAX 03-3502-0279 

E-mail takafumi_iwatani@nishimatsu.co.jp 

技術の名称 ペーパースラッジを混和材としたソイルセメント地中連続工法  

概  要 
(150 字程度) 

製紙工場から排出されるペーパースラッジ（PS）を地中連続壁工法

のソイルセメントに混和材として適用することで，ソイルセメント

のワーカビリティー，材料分離抵抗性，芯材挿入性の向上及び発生

残土の減容化を目的とした技術開発を行っている。  

技術登録等 開発中 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 

 

製紙工場より排出される産業副産物である PS には，微細な繊維（PS
繊維）とリグニンと呼ばれるコンクリートの混和材・減水剤に使用さ

れる成分などが含まれている。そのため，地中連続壁工法のソイルセ

メントに混和材として PS を添加することにより，連行空気と呼ばれ

る微細な空気が含まれ，この微細空気と PS 繊維により以下のような

効果が期待できる。  
➢ ワーカビリティーの向上 
➢ 材料分離抵抗性の向上  
➢ 芯材の挿入性向上  
➢ 発生残土の減容化  

 
（1）ワーカビリティーの向上  

ソイルセメントに PS を添加することで，ソイルセメントのワーカ

ビリティーが向上し，単位水量を低減させても同等のワーカビリティ

（フロー値）を得ることが可能となる（表-1）。 
（2）材料分離性の向上，芯材の挿入性向上  

PS を添加・混合することしたソイルセメントには，微細空気が約

15%程度含まれる（図-1）。この微細空気と PS 繊維により，ソイルセ

メントの材料分離抵抗性が向上する。また，微細空気のベアリング効

果により芯材の挿入性が向上する。  
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技術の概要 
（つづき） 

（3）排土の減容化  
 PS を添加したソイルセメントは，約 15%の空気量を含むため，ソイル

セメントに消泡剤（例；Award 工法に使用している「アデカネート B-556」）
を添加（希釈倍率 10 倍，添加量ソイルセメントの 1%重量比）すること

で，空気は消泡する。この原理を用いて，PS ソイルセメント残土に消泡

剤を添加することで，約 10～15%程度の減容化が可能となる（図-2）。ま

た，ソイルセメント内のベアリング効果がなくなるため，フロー値が低減

する（図-2）。 
 

表-1 PS 添加による配合例  

 
 

  
図-1 ソイルセメントの湿潤密度と空気量  

 

  
図-2 消泡剤を添加したソイルセメントの湿潤密度とフロー値  

 

 

NO. 試料土（kg）（1m3あたり） 削孔液（kg） フレッシュ性状 

 砂混じりシル

ト及び砂質土 
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ベント
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整理 No. ２１ 分類 「ペーパースラッジ」 

会 社 名 西松建設株式会社  

担 当 者 技術研究所 土木技術グループ地盤チーム 岩谷 隆文 

連 絡 先 
TEL 03-3502-0279 FAX 03-3502-0279 

E-mail takafumi_iwatani@nishimatsu.co.jp 

技術の名称 ペーパースラッジを混和材としたソイルセメント地中連続工法  

概  要 
(150 字程度) 

製紙工場から排出されるペーパースラッジ（PS）を地中連続壁工法

のソイルセメントに混和材として適用することで，ソイルセメント

のワーカビリティー，材料分離抵抗性，芯材挿入性の向上及び発生

残土の減容化を目的とした技術開発を行っている。  

技術登録等 開発中 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 

 

製紙工場より排出される産業副産物である PS には，微細な繊維（PS
繊維）とリグニンと呼ばれるコンクリートの混和材・減水剤に使用さ

れる成分などが含まれている。そのため，地中連続壁工法のソイルセ

メントに混和材として PS を添加することにより，連行空気と呼ばれ

る微細な空気が含まれ，この微細空気と PS 繊維により以下のような

効果が期待できる。  
➢ ワーカビリティーの向上 
➢ 材料分離抵抗性の向上  
➢ 芯材の挿入性向上  
➢ 発生残土の減容化  

 
（1）ワーカビリティーの向上  

ソイルセメントに PS を添加することで，ソイルセメントのワーカ

ビリティーが向上し，単位水量を低減させても同等のワーカビリティ

（フロー値）を得ることが可能となる（表-1）。 
（2）材料分離性の向上，芯材の挿入性向上  

PS を添加・混合することしたソイルセメントには，微細空気が約

15%程度含まれる（図-1）。この微細空気と PS 繊維により，ソイルセ

メントの材料分離抵抗性が向上する。また，微細空気のベアリング効

果により芯材の挿入性が向上する。  
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技術の概要 
（つづき） 

（3）排土の減容化  
 PS を添加したソイルセメントは，約 15%の空気量を含むため，ソイル

セメントに消泡剤（例；Award 工法に使用している「アデカネート B-556」）
を添加（希釈倍率 10 倍，添加量ソイルセメントの 1%重量比）すること

で，空気は消泡する。この原理を用いて，PS ソイルセメント残土に消泡

剤を添加することで，約 10～15%程度の減容化が可能となる（図-2）。ま

た，ソイルセメント内のベアリング効果がなくなるため，フロー値が低減

する（図-2）。 
 

表-1 PS 添加による配合例  

 
 

  
図-1 ソイルセメントの湿潤密度と空気量  

 

  
図-2 消泡剤を添加したソイルセメントの湿潤密度とフロー値  

 

 

NO. 試料土（kg）（1m3あたり） 削孔液（kg） フレッシュ性状 

 砂混じりシル

ト及び砂質土 
硅砂 砂水 W/C セメント 

ベント

ナイト 
PS 水 フロー値 

① C1 硅砂 5 号 
(飽和地盤) 

(含水比

11.2%) 

1,667 186 

90 

280 10 

0 252 189 

② C2 61 10 171 183 

③ C3 60.7 15 170 181 
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整理 No. ２２ 分類 「ペーパースラッジ」  

会 社 名 沼田建設株式会社  

担 当 者 推進工法部工事課長 阿部 美記男 

連 絡 先 
TEL 0233-22-6811 FAX 0233-22-9734 

E-mail abe.m@numaken.co.jp 

技術の名称 パルフォースモルタル工法  

概  要 
(150 字程度) 

気泡モルタルにリサイクル繊維物質（パルフォース）を配合すること

により材料分離抵抗性の向上を図った。材料分離抵抗性により、ポン

プ圧送時の安定性、長距離または狭い空間への充填性、水に対しての

分離低減が可能になった。  

技術登録等 TH-040015-A 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 

 

製紙会社より排出される産業副産物であるペーパースレッジを加工し

たリサイクル繊維質物質（パルフォース）をセメント、水、起泡剤にパ

ルフォース（リサイクル繊維質混和材）を配合した気泡モルタルで、耐

久性、分離抵抗性に優れている。また建設汚泥や焼却灰なども材料とし

て容易に配合する事ができるので、廃棄物を資源としてリサイクルす

ることにより環境負荷を低減します。  
主として隙間内空充填材として用いる。具体例として既設管残置の為

の閉塞充填、パイプインパイプ方式の中込材、道路・水路トンネルの裏

込め充填材、防空壕や亜炭坑などの埋め戻し充填、法面軽量盛土など。 
また、パルフォース（リサイクル繊維質物質）の効果により、分離抵抗

性が向上した為、滞留水のある場所、長距離圧送や急激落下の伴う上下

注入等でも安定した施工が可能。  
硬化後は繊維補助効果により粘り強く、乾湿劣化や凍結融解といった

耐久性に優れている。  
パルフォースの 9 割以上が産業副産物で出来ていること、またその特

性を利用した応用配合により、地域において困っている焼却灰などの

産業廃棄物を材料として利用することにより地産地消のリサイクルに

繋がる。  
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技術の概要 
（つづき） 
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整理 No. ２２ 分類 「ペーパースラッジ」  

会 社 名 沼田建設株式会社  

担 当 者 推進工法部工事課長 阿部 美記男 

連 絡 先 
TEL 0233-22-6811 FAX 0233-22-9734 

E-mail abe.m@numaken.co.jp 

技術の名称 パルフォースモルタル工法  

概  要 
(150 字程度) 

気泡モルタルにリサイクル繊維物質（パルフォース）を配合すること

により材料分離抵抗性の向上を図った。材料分離抵抗性により、ポン

プ圧送時の安定性、長距離または狭い空間への充填性、水に対しての

分離低減が可能になった。  

技術登録等 TH-040015-A 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 

 

製紙会社より排出される産業副産物であるペーパースレッジを加工し

たリサイクル繊維質物質（パルフォース）をセメント、水、起泡剤にパ

ルフォース（リサイクル繊維質混和材）を配合した気泡モルタルで、耐

久性、分離抵抗性に優れている。また建設汚泥や焼却灰なども材料とし

て容易に配合する事ができるので、廃棄物を資源としてリサイクルす

ることにより環境負荷を低減します。  
主として隙間内空充填材として用いる。具体例として既設管残置の為

の閉塞充填、パイプインパイプ方式の中込材、道路・水路トンネルの裏

込め充填材、防空壕や亜炭坑などの埋め戻し充填、法面軽量盛土など。 
また、パルフォース（リサイクル繊維質物質）の効果により、分離抵抗

性が向上した為、滞留水のある場所、長距離圧送や急激落下の伴う上下

注入等でも安定した施工が可能。  
硬化後は繊維補助効果により粘り強く、乾湿劣化や凍結融解といった

耐久性に優れている。  
パルフォースの 9 割以上が産業副産物で出来ていること、またその特

性を利用した応用配合により、地域において困っている焼却灰などの

産業廃棄物を材料として利用することにより地産地消のリサイクルに

繋がる。  
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技術の概要 
（つづき） 
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技術の概要 
（つづき） 

 

 拡大写真 

 
品質特性 
○ 外 観：灰褐色粒状  
○ 真比重：2.00 ～ 2.20 
○ 臭 気：特有臭 
○ Ｐ Ｈ：水溶液はアルカリ性を示す  
○ 荷 姿：20kg／500kg フレコンパック  

 
 
 
 
 
 

  
フレッシュモルタル          硬化後 0.8ｇ/cm3 
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （4/4） 

技術の概要 
（つづき） 

 
床下充填施工写真 

 
残置管充填施工写真  
 
「カタログをご請求ください」 
 
 

68 69



別紙 2 

59 
 

資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （3/4） 

技術の概要 
（つづき） 

 

 拡大写真 

 
品質特性 
○ 外 観：灰褐色粒状  
○ 真比重：2.00 ～ 2.20 
○ 臭 気：特有臭 
○ Ｐ Ｈ：水溶液はアルカリ性を示す  
○ 荷 姿：20kg／500kg フレコンパック  

 
 
 
 
 
 

  
フレッシュモルタル          硬化後 0.8ｇ/cm3 
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技術の概要 
（つづき） 

 
床下充填施工写真 

 
残置管充填施工写真  
 
「カタログをご請求ください」 
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （1/1） 

整理 No. ２３ 分類 「PS 灰」、「バイオマスボイラー灰」 

会 社 名 日本製紙株式会社石巻工場  

担 当 者 山口 哲也 

連 絡 先 
TEL 0225-95-6659 FAX 0225-95-7363 

E-mail te-yamaguchi＠nipponpapergroup.com 

技術の名称 再生土木資材「エコツブアッシュ」  

概  要 
（150 字程

度） 

バイオマスボイラーで燃焼した後に発生する焼却灰を、造粒・固化

後、山砂と混合し、優れた締固め性能を有した再生土木資材「エコツ

ブアッシュ」として製品化しました。復興資材として石巻港湾等の盛

土、防潮堤工事に利用されています。  

技術登録等  

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 

 

① 製造プロセス：右図  
② 用途 

・盛土材 

③ 特徴 
・洗堀に強い 

・高強度、高支持力 

・優れた締固め 

④ 施工事例 

 

 

 

 

 

 

門脇道路改築工事  

 

 

 

 

 

雲雀野防潮堤災害復旧工事 等 
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）          （1/2） 

整理 No. ２４ 分類 「廃ガラス」・「フライアッシュ」  

会 社 名 土木地質株式会社  

担 当 者 橋本 亮 

連 絡 先 
TEL 022-375-2626 FAX 022-375-2950 

E-mail rhashimoto@geoce.co.jp 

技術の名称 耐酸性コンクリート用混和材ハイデガス  

概  要 
(150 字程度) 

ハイデガスは、シリカ成分を多量に含む無機系廃棄物（廃ガラス・フ

ライアッシュ等）にナトリウム成分を加えて製造しており、高炉スラ

グ用の水硬性固化材です。ハイデガスを用いた硬化体は、高強度・耐

海水性･耐酸性に優れ、耐久性の向上を図ることが出来る。  

技術登録等 NETIS 登録「TH-120020-A」 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 

 

１．使用形態  
ハイデガスを副材として高炉スラグと混合して、粘土･砂を固化～瓦

礫等によりプレパクトコンクリートを製造する。  
２．混合対象土  

粘性土・砂質土・海水浸漬瓦礫  
３．混合方式もしくは混合技術  

粘性土・砂質土に対して粉体混合及びスラリー投入によるプレパク

トコンクリート  
４．優位性もしくは有意特性  

高強度で強度発現が早く・耐酸性・耐海水性に優れる。  
５．改良材  

シリカ溶液中へのアルカリ刺激によるスラグ表面からの多価陽イオ

ン種の供給による CSH 水和物生成反応。  
６．適用用途  

地盤改良～海岸構造物。 
７．留意点  

固化材は高価であるが、緻密で劣化しにくい。普通ポルトランドセメ

ントに比較してｐH が 0.5 程度高い強アルカリ性である。  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （1/1） 

整理 No. ２３ 分類 「PS 灰」、「バイオマスボイラー灰」 

会 社 名 日本製紙株式会社石巻工場  

担 当 者 山口 哲也 

連 絡 先 
TEL 0225-95-6659 FAX 0225-95-7363 

E-mail te-yamaguchi＠nipponpapergroup.com 

技術の名称 再生土木資材「エコツブアッシュ」  

概  要 
（150 字程

度） 

バイオマスボイラーで燃焼した後に発生する焼却灰を、造粒・固化

後、山砂と混合し、優れた締固め性能を有した再生土木資材「エコツ

ブアッシュ」として製品化しました。復興資材として石巻港湾等の盛

土、防潮堤工事に利用されています。  

技術登録等  

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 

 

① 製造プロセス：右図  
② 用途 

・盛土材 

③ 特徴 
・洗堀に強い 

・高強度、高支持力 

・優れた締固め 

④ 施工事例 

 

 

 

 

 

 

門脇道路改築工事  

 

 

 

 

 

雲雀野防潮堤災害復旧工事 等 
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）          （1/2） 

整理 No. ２４ 分類 「廃ガラス」・「フライアッシュ」  

会 社 名 土木地質株式会社  

担 当 者 橋本 亮 

連 絡 先 
TEL 022-375-2626 FAX 022-375-2950 

E-mail rhashimoto@geoce.co.jp 

技術の名称 耐酸性コンクリート用混和材ハイデガス  

概  要 
(150 字程度) 

ハイデガスは、シリカ成分を多量に含む無機系廃棄物（廃ガラス・フ

ライアッシュ等）にナトリウム成分を加えて製造しており、高炉スラ

グ用の水硬性固化材です。ハイデガスを用いた硬化体は、高強度・耐

海水性･耐酸性に優れ、耐久性の向上を図ることが出来る。  

技術登録等 NETIS 登録「TH-120020-A」 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 

 

１．使用形態  
ハイデガスを副材として高炉スラグと混合して、粘土･砂を固化～瓦

礫等によりプレパクトコンクリートを製造する。  
２．混合対象土  

粘性土・砂質土・海水浸漬瓦礫  
３．混合方式もしくは混合技術  

粘性土・砂質土に対して粉体混合及びスラリー投入によるプレパク

トコンクリート  
４．優位性もしくは有意特性  

高強度で強度発現が早く・耐酸性・耐海水性に優れる。  
５．改良材  

シリカ溶液中へのアルカリ刺激によるスラグ表面からの多価陽イオ

ン種の供給による CSH 水和物生成反応。  
６．適用用途  

地盤改良～海岸構造物。 
７．留意点  

固化材は高価であるが、緻密で劣化しにくい。普通ポルトランドセメ

ントに比較してｐH が 0.5 程度高い強アルカリ性である。  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）         （2/2） 

技術の概要 
（つづき） 

 

 

ハイデガスを用いたペースト硬化体・セメントペースト硬化体  
 

 

ハイデガス（粉体）  
 

 
ハイデガス・普通ポルトランドセメント  

(5%硫酸溶液浸漬 21 週) 
 

 
海水浸漬瓦礫を用いたプレパクトコンクリート打設  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （1/2） 

整理 No. ２５ 分類 「廃ガラス」、「太陽光モジュールパネル」  

会 社 名 (株)環境保全サービス  

担 当 者 狩野公俊  

連 絡 先 
TEL 0197-25-7522 FAX 0197-25-6229 

E-mail kan@po.sphere.ne.jp 

技術の名称 クリスタルストーン、クリスタルサンド  

概  要 
（150 字程度） 

廃ガラスや太陽光モジュールガラスの有効利用を目的とした技術。  
廃ガラスやあきびん、太陽光パネルモジュールガラスなどを破砕プラ

ントで砕いて粒状にしたもので、鋭利な角は全て削られているため安

心して利用可能。粒度の異なる製品タイプあり。  

技術登録等 なし 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 

 

１．利用形態  
 廃ガラス類や太陽光モジュールガラスを利用  
２．利用範囲  
 埋め戻し材、路床・路盤材、泥化処理土、敷き材、骨材などに利用  
３．特徴  

■安全 ・・・ガラスを原料しており人体への影響なし  
■無公害・・・天然素材を使用しているため、環境負荷がかからない  
■再生骨材・・・100%リサイクル商品  
■標準粒度・・・1.2mm 未満、1.2～2.5mm、2.5～5mm 
■色別製品・・・ビン原材料の色別製品あり 

 ■水質影響・・・国交省の水質基準 26 項目をクリア  
 ■形状・・・一般の同等品とは異なり、エッジレス（角なし）で安全  
 ■溶出・・・国交省の溶出基準 6 項目をクリア  
 ■認定・・・エコマーク認定材料、埋め戻し材として認定  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）         （2/2） 

技術の概要 
（つづき） 

 

 

ハイデガスを用いたペースト硬化体・セメントペースト硬化体  
 

 

ハイデガス（粉体）  
 

 
ハイデガス・普通ポルトランドセメント  

(5%硫酸溶液浸漬 21 週) 
 

 
海水浸漬瓦礫を用いたプレパクトコンクリート打設  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （1/2） 

整理 No. ２５ 分類 「廃ガラス」、「太陽光モジュールパネル」  

会 社 名 (株)環境保全サービス  

担 当 者 狩野公俊  

連 絡 先 
TEL 0197-25-7522 FAX 0197-25-6229 

E-mail kan@po.sphere.ne.jp 

技術の名称 クリスタルストーン、クリスタルサンド  

概  要 
（150 字程度） 

廃ガラスや太陽光モジュールガラスの有効利用を目的とした技術。  
廃ガラスやあきびん、太陽光パネルモジュールガラスなどを破砕プラ

ントで砕いて粒状にしたもので、鋭利な角は全て削られているため安

心して利用可能。粒度の異なる製品タイプあり。  

技術登録等 なし 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 

 

１．利用形態  
 廃ガラス類や太陽光モジュールガラスを利用  
２．利用範囲  
 埋め戻し材、路床・路盤材、泥化処理土、敷き材、骨材などに利用  
３．特徴  

■安全 ・・・ガラスを原料しており人体への影響なし  
■無公害・・・天然素材を使用しているため、環境負荷がかからない  
■再生骨材・・・100%リサイクル商品  
■標準粒度・・・1.2mm 未満、1.2～2.5mm、2.5～5mm 
■色別製品・・・ビン原材料の色別製品あり 

 ■水質影響・・・国交省の水質基準 26 項目をクリア  
 ■形状・・・一般の同等品とは異なり、エッジレス（角なし）で安全  
 ■溶出・・・国交省の溶出基準 6 項目をクリア  
 ■認定・・・エコマーク認定材料、埋め戻し材として認定  
 
 
 
 

72 73



別紙 2 

65 
 

資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （2/2） 

技術の概要 
（つづき） 

 
クリスタルストーン、クリスタルサンド  

 

  

敷き砂への利用  

  
埋め戻し材（浄化槽）   敷き砂（雑草の発生を抑制） 

 
埋め戻し材（配水管）  
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整理 No. ２６ 分類 「太陽光モジュールパネル」  

会 社 名 西松建設株式会社  

担 当 者 平野孝行（土木設計部）、椎名貴快（技術研究所）  

連 絡 先 
TEL 03-3502-0253 FAX 03-3502-0228 

E-mail takayuki_hirano@nishimatsu.co.jp 

技術の名称 太陽光モジュールガラスを混和材料に利用したセメント硬化体  

概  要 
（150 字程度） 

太陽光パネルの約 4 割（重量比）を占めるモジュールガラスの有効利

用を目的とした技術。非晶質シリカを主成分としたモジュールガラス

の粉砕物（75µm 以下）をポゾラン材として利用したセメント硬化

体。 

技術登録等 なし 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 

 

１．利用形態  
 太陽光パネルのモジュールガラス粉砕物（粒径 75µm 以下） 
２．配合  

・普通ポルトランドセメントの一部代替（置換率 10%以下） 
・細骨材として利用  

３．留意点  
 細骨材として利用した場合、太陽光モジュールガラスは Na 含有量が

高いため、ASR 膨張対策の観点から高炉スラグ微粉末（40%以上）ま

たはフライアッシュ（10%以上）の併用（セメント置換）が必要。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

太陽光パネルモジュールガラス  

74 75



別紙 2 

65 
 

資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （2/2） 

技術の概要 
（つづき） 

 
クリスタルストーン、クリスタルサンド  

 

  

敷き砂への利用  

  
埋め戻し材（浄化槽）   敷き砂（雑草の発生を抑制） 

 
埋め戻し材（配水管）  
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整理 No. ２６ 分類 「太陽光モジュールパネル」  

会 社 名 西松建設株式会社  

担 当 者 平野孝行（土木設計部）、椎名貴快（技術研究所）  

連 絡 先 
TEL 03-3502-0253 FAX 03-3502-0228 

E-mail takayuki_hirano@nishimatsu.co.jp 

技術の名称 太陽光モジュールガラスを混和材料に利用したセメント硬化体  

概  要 
（150 字程度） 

太陽光パネルの約 4 割（重量比）を占めるモジュールガラスの有効利

用を目的とした技術。非晶質シリカを主成分としたモジュールガラス

の粉砕物（75µm 以下）をポゾラン材として利用したセメント硬化

体。 

技術登録等 なし 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 

 

１．利用形態  
 太陽光パネルのモジュールガラス粉砕物（粒径 75µm 以下） 
２．配合  

・普通ポルトランドセメントの一部代替（置換率 10%以下） 
・細骨材として利用  

３．留意点  
 細骨材として利用した場合、太陽光モジュールガラスは Na 含有量が

高いため、ASR 膨張対策の観点から高炉スラグ微粉末（40%以上）ま

たはフライアッシュ（10%以上）の併用（セメント置換）が必要。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

太陽光パネルモジュールガラス  
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整理 No. ２７ 分類 「石膏ボード」 

会 社 名 株式会社 グリーンアローズ東北  

担 当 者 野村 精逸 

連 絡 先 
TEL 0223-23-1070 FAX 0223-23-1075 

E-mail s-nomura@takeei.co.jp 

技術の名称 二水石膏粉の再利用拡大 

概  要 
(150 字程度) 

１．二水石膏粉を生石灰に混合することにより、化学的に反応して硬

化する性質を利用し、粘性土、砂質土をはじめ、各種軟弱土、有

機質土及びヘドロに至るまで、目的に応じて改良固化を行う。  
２．汚泥処理の汚泥原料の水分調整利用及びセメント固化時の速乾性

向上（原料に対し、0.5～1.0％添加利用）  

技術登録等  

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 

 

1．石灰系土質安定材「エコベスト」の特徴  
  【土質を安定するメカニズムとして】  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）         （2/3） 

技術の概要 
（つづき） 

２．汚泥の減量の水分調整利用及びセメント固化時の速乾性向上  
  を目的として利用。（原料に対して 0.5～1.0％添加）  

 
上記工程から、汚泥の前処理工程での水分調整として添加する場合が

ある。 
主にセメント系固化材の添加工程で添加し、養生工程での養生時間の

短縮を図る目的での利用。  
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整理 No. ２７ 分類 「石膏ボード」 

会 社 名 株式会社 グリーンアローズ東北  

担 当 者 野村 精逸 

連 絡 先 
TEL 0223-23-1070 FAX 0223-23-1075 

E-mail s-nomura@takeei.co.jp 

技術の名称 二水石膏粉の再利用拡大 

概  要 
(150 字程度) 

１．二水石膏粉を生石灰に混合することにより、化学的に反応して硬

化する性質を利用し、粘性土、砂質土をはじめ、各種軟弱土、有

機質土及びヘドロに至るまで、目的に応じて改良固化を行う。  
２．汚泥処理の汚泥原料の水分調整利用及びセメント固化時の速乾性

向上（原料に対し、0.5～1.0％添加利用）  

技術登録等  

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 

 

1．石灰系土質安定材「エコベスト」の特徴  
  【土質を安定するメカニズムとして】  
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技術の概要 
（つづき） 

２．汚泥の減量の水分調整利用及びセメント固化時の速乾性向上  
  を目的として利用。（原料に対して 0.5～1.0％添加）  

 
上記工程から、汚泥の前処理工程での水分調整として添加する場合が

ある。 
主にセメント系固化材の添加工程で添加し、養生工程での養生時間の

短縮を図る目的での利用。  
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技術の概要 
（つづき） 

パンフレット（石灰系土質安定材の例）  
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整理 No. ２８ 分類 「災害廃棄物」 

会 社 名 泥土処理研究会  

担 当 者 技術部会 伊藤 彰浩、堀 常男 

連 絡 先 
TEL 03-3272-6502 FAX  

E-mail deidoken@gmail.com 

技術の名称 MUDIX 工法（連続式泥土処理工法）  

概  要 
（150 字程

度） 

災害廃棄物から破砕・選別（20mm 以下）後、除塩設備工程にて発生

する大量の土砂類を固化材（石灰およびセメント系固化材）を

MUDIX 工法（連続式泥土処理工法）で混合し、第三種改良土相当の

土工資材を製造した。改良土は、土壌環境基準値を確認後、地震で沈

下した港湾の嵩上げ材や、河川の堤体等に再利用された。  

技術登録等  

技術の概要 
 

 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 

 

東日本大震災で発した岩手県災害廃棄物の一部（80 万トン）を大船渡

に工場拠点を持つセメント会社が受け入れ、このうち半分の 40 万ト

ンは土工化資材として復興に期することが要求された。国、県からは

急速大規模の土質改良が要求され、MUDIX 工法（連続式泥土処理工

法）が採用された。  
対象土は租粒土から細粒土から多岐に渡り、細粒土では除塩工程を経

た土砂で高含水比であった。よって、土質改良材は対象土によって石

灰、セメント系固化材を都度選定して土質改良を実施した。  
 MUDIX 工法は、200ton/時の高い能力を持ち、中央制御装置にて事

前に設定された固化材添加量を確実な計測（処理土量、固化材量）を

行いながら対象土へ混入攪拌することが可能で、かつ攪拌精度が高い

工法である。  
 当該工法は、災害土砂の他、港湾・河川・ダム堆積土砂等の対象土

砂を含め、これまで 300 万 m3 以上の実績を有し、再利用先も多岐に

渡って実績がある。  
 最近では、汚染土壌に対し不溶化材とセメント系固化材を同時混合

させる等、環境分野での実績も有している。  
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技術の概要 
（つづき） 

パンフレット（石灰系土質安定材の例）  
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整理 No. ２８ 分類 「災害廃棄物」 

会 社 名 泥土処理研究会  

担 当 者 技術部会 伊藤 彰浩、堀 常男 

連 絡 先 
TEL 03-3272-6502 FAX  

E-mail deidoken@gmail.com 

技術の名称 MUDIX 工法（連続式泥土処理工法）  

概  要 
（150 字程

度） 
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する大量の土砂類を固化材（石灰およびセメント系固化材）を

MUDIX 工法（連続式泥土処理工法）で混合し、第三種改良土相当の
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次頁 
あり・なし 

 

東日本大震災で発した岩手県災害廃棄物の一部（80 万トン）を大船渡

に工場拠点を持つセメント会社が受け入れ、このうち半分の 40 万ト
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法）が採用された。  
対象土は租粒土から細粒土から多岐に渡り、細粒土では除塩工程を経

た土砂で高含水比であった。よって、土質改良材は対象土によって石

灰、セメント系固化材を都度選定して土質改良を実施した。  
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前に設定された固化材添加量を確実な計測（処理土量、固化材量）を
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技術の概要 
（つづき） 

【施工方法】  
○対象の災害発生土砂  

 
 
○MUDIX 工法（連続式泥土処理工法）の概要  
 

 
 
 
 
 
 
 
 

＜土工資材化プラント＞＜セメント工場＞

20mm振動篩

＜木材系可燃物＞

20mm篩上 20mm篩下

＜木材系不燃物＞

除塩設備工程

【不燃物】
1,000ppm以下

二次選別場

大船渡工場
除塩設備

【木屑類】
1,000ppm以下

【土砂類】
1,000ppm以下

改質土
(土工化資材）

解砕選別機

中央管理装置

災害廃棄物
(土砂）

固化材 不溶化材

土工資材化設備の概要
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）       （3/3） 

技術の概要 
（つづき） 

○施工状況  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○改良土  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○利用先  
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技術の概要 
（つづき） 

○施工状況  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○改良土  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○利用先  
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資源循環コンソーシアム・技術情報集（保有技術）         （1/4） 

整理 No. ２９ 分類 「災害廃棄物」 

会 社 名 八光工業株式会社  

担 当 者 和田 芳英 

連 絡 先 
TEL 099-345-1121 FAX 099-345-1122 

E-mail wada@hakko-ind.co.jp 

技術の名称 SHR 工法 

概  要 
(150 字程度) 

リグニンスルホン酸を主成分とする固化材 YHR 液を使用した固化方

法(特許第 4675937 号)を開発した経験・実績を活かし、東日本大震災

で発生した災害廃棄物や除染作業後の瓦礫焼却灰や汚泥を再利用する

ことで、廃棄物の減量化とリサイクル製品の活用及び被災地の早期復

興・復旧や雇用の創出を目指し福島県いわき市で活動を行っている。  

技術登録等 軽石を使用した平板ブロックで NETIS 登録。(QS-110024-A) 

技術の概要 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 

 
 

1. 土木・建築資材の製造 
(1) 造粒固化物の製造  

災害廃棄物や除染作業後の瓦礫焼却灰や汚泥 (以下、原材料)を 

  セメントと YHR 液で固化し造粒することで、埋め戻し材や盛土

材及び中詰型重力式擁壁の中詰材として活用が出来、且つリサイ

クル製品として位置づけられる。  
(2) 平板ブロック・舗装  

原材料をセメントと YHR 液で固化しブロック成型機にて、振動

及び圧縮して平板ブロックを製造し歩道・遊歩道・玄関廻りに敷

設する。また、舗装は現場でミキサーで混練りし道路上に敷均し

ローラー等で転圧し締固めることで、遊歩道等に活用出来る。  
(3) アミノ酸コンクリートパネル  

生成したアミノ酸濃縮液を原材料とセメント・YHR 液で固化し 
ブロック成型機にて、振動及び圧縮しブロック形状のパネル化を

行い、既存の河川・海の護岸に取付けることで、水質浄化作用を

促すことが出来る。鹿大水産学部との産学で連携して製造したア

ミノ酸コンクリートは、水質浄化作用は当然ながら藻場造成・集

魚効果を高め、トコブシ(アワビの 1 種)漁礁の実験結果ではトコ

ブシの附着が良く、マダコ産卵礁の実験では、マダコの産卵・孵

化が確認されている。溶出試験でも全ての項目で有害物質は検出

されなかった。アミノ酸コンクリートは、「水生生物用固形化材

料の製造方法及びアミノ酸固形化材料の製造方法」で特許取得。  
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技術の概要 
（つづき） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

次頁 
あり・なし 

 

2. プラントユニット MR-550Q の設備は、改質剤の製造に適してお

り、改良土の製造にも対応が可能である。 
 

3. 共同事業及び技術・設備供与による提携先の募集。 
東北工場の機材を最大限利用するために活動を行っているが、国

が定める 8,000 ベクレル以下の原材料の提供を求めているが、住

民感情等を理由に充分な提供を得ていないため、機材の有効活用

を図るためにも、共同で事業を行って頂ける企業を探しているの

が現状である。  
 

4. 東北工場の設備内容 
(1) 所在地  福島県いわき市好間町榊小屋字生木葉 13-38 
(2) 敷地面積 4,165 ㎡ (1,259 坪) 
(3) 建物(倉庫) 1 棟 195.5 ㎡ (59.2 坪) 

     プレハブ事務所  1 棟 
(4) 主要設備 

① プラントユニット MR-550Q (焼却灰処理設備) 
② ペレック 500 (造粒固化設備) 
③ 即時脱型製品試験成型設備  
④ キューピクル  1 基 設備容量 330KVA 受電電圧  6,600V 

          最大電力 210KW 
⑤ 警備保障システム設置  
⑥ 防音擁壁設置  
⑦ 平板ブロック用型枠  4 種類 300*300*60 ㎜ 

300*300*80 ㎜ 200*100*60 ㎜ 100*100*60 ㎜  
⑧  フォークリフト 1 台 

 
5. 災害廃棄物や除染作業後の焼却灰及び汚泥等の再利用による減量

化 
除染作業後の焼却灰や汚泥等  (以下、廃棄物という) は、フレコン

バックに収納し仮置場や中間処理場に据置きされている状況で、

最終処分場の場所も未定であることから、日々発生する廃棄物の

量に対して、仮置場・中間処理場の確保が厳しくなっている現状で

ある。また、仮置場及び中間処理場に於ける保管状況は経年劣化に

よるフレコンバックの破損等により飛散流出や水質汚泥及びガス

発生等による生活環境保全上の支障が生じる恐れも予想される。

土木資材として再利用することで、環境保全面の維持や廃棄物の

減量化に寄与することが期待される。なお、製品化に向けては重金

属の溶出試験を実施し安全性の確認を行う。 
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整理 No. ２９ 分類 「災害廃棄物」 

会 社 名 八光工業株式会社  

担 当 者 和田 芳英 

連 絡 先 
TEL 099-345-1121 FAX 099-345-1122 

E-mail wada@hakko-ind.co.jp 
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概  要 
(150 字程度) 

リグニンスルホン酸を主成分とする固化材 YHR 液を使用した固化方

法(特許第 4675937 号)を開発した経験・実績を活かし、東日本大震災
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最終処分場の場所も未定であることから、日々発生する廃棄物の

量に対して、仮置場・中間処理場の確保が厳しくなっている現状で

ある。また、仮置場及び中間処理場に於ける保管状況は経年劣化に

よるフレコンバックの破損等により飛散流出や水質汚泥及びガス

発生等による生活環境保全上の支障が生じる恐れも予想される。

土木資材として再利用することで、環境保全面の維持や廃棄物の

減量化に寄与することが期待される。なお、製品化に向けては重金

属の溶出試験を実施し安全性の確認を行う。 
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   造粒固化設備 (ペレック 500) 
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整理 No. ３０ 分類 「その他」  

会 社 名 株式会社 シンコー 

担 当 者 工事課長 小笠原 陽 

連 絡 先 
TEL 022-295-1708 FAX 022-295-1709 

E-mail a.ogasawara@shinko-kenzai.com 

技術の名称 浚渫土砂の安定処理工  

概  要 
(150 字程度) 

宮城県内の某港湾工事において発生する高含水比の浚渫土砂を、泥土処

理専用プラント（定置型）にて固化材を添加し連続的に混合処理した。

改良土はピストン式のスラッジポンプにて圧送し、場内の所定の場所へ

集積。強度発現後、場外へ搬出し浦戸諸島内の工事用流用土として利用

された。  

技術登録等 なし 

技術の概要 
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会員企業が保有する材料の適応区分
企業名 吉澤石

灰工業
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特　徴 C Ｌ Ｌ Ｇ Ｏ Ｃ C Ｌ Ｌ Ｇ Ｃ Ｌ Ｌ Ｓ Ｏ Ｏ Ｏ Ｓ Ｓ Ｃ Ｌ Ｇ Ｇ Ｇ Ｏ Ｏ Ｇ Ｇ Ｏ Ｃ Ｏ Ｌ Ｌ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ C：セメント系、Ｌ：石灰系、Ｇ：石膏
系、Ｓ：スラグ系、Ｏ：その他添加剤

地盤改良工事 主に⾼圧噴射撹拌工法による余剰泥⼟。シルト粘⼟等の細粒分が多くセメントが
300kg/m3程度混じっている。含⽔⽐は80〜120％程度。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇

連続地中壁工事 主にSMW工事による余剰泥⼟。⼟質は砂質〜シルト粘⼟が混ざった状態で、セメン
トが300kg/m3程度混じっている。含⽔⽐は100〜150％程度。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇

基礎杭工事 主に鋼管ソイルセメント杭工事による余剰泥⼟。⼟質は砂質〜シルト粘⼟が混ざった
状態で、セメントが300kg/m3程度混じっている。含⽔⽐は100％前後。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇

戻りコン・残コン コンクリート打設時に余ったコンクリートを⽔洗いして残った残差物。廃棄物の区分は
「コンクリートくず」。 ○ ○ ○ 〇

泥⼟圧式シールド工事 主に泥⼟圧シールド工事による掘削⼟砂。⼟質は砂礫、砂質、シルト粘⼟と対称断
⾯の⼟質により異なる。含⽔⽐は60〜100％程度。 ○ ○ 〇 ○ ○ ○ ○ 〇

泥⽔式シールド工事 主に泥⽔式シールド工事による掘削⼟砂の内、脱⽔処理したマッドケーキ。⼟質はシ
ルト粘⼟。含⽔⽐は40〜60％程度。 ○ ○ 〇 〇 ○ ○ ○ 〇

トンネル工事 主にトンネル掘削工事による掘削⼟砂の内、脱⽔処理したマッドケーキ。⼟質はシル
ト粘⼟。含⽔⽐は40〜60％程度。 ○ ○ 〇 〇 ○ ○ ○ 〇

基礎杭工事 主にリバースやアースドリル杭工事による余剰泥⼟。⼟質は砂質〜シルト粘⼟が混
ざった状態で、ベントナイト等の薬剤が混じっている。含⽔⽐は100〜200％前後。 ○ ○ 〇 ○ ○ ○ ○ 〇

オープンケーソン工事 地下⽔圧と均衡させるために⽴坑内に⼈為的に淡⽔させてから⽔中掘削により排出
する⼟砂。⼟質は砂質〜シルト粘⼟が混ざった状態。含⽔⽐は80〜200％程度。 ○ ○ 〇 ○ ○ ○ ○ 〇

河川上流域 河川の上流部に堆積している⼟砂を浚渫したもの。⼟質は砂質。含⽔⽐は20〜
80％程度。いわゆる天⽇乾燥で⽔分が抜けていく。 ○ ○ 〇 ○ ○ ○ 〇

河川下流域 河川の下流部に堆積している⼟砂を浚渫したもの。⼟質はシルト粘⼟。含⽔⽐は60
〜120％程度。いわゆる天⽇乾燥しても⽔分は抜けていかない。 ○ ○ 〇 ○ ○ ○ ○

河口部 河川の河口部に堆積している⼟砂を浚渫したもの。⼟質はシルト粘⼟、ヘドロ。含⽔
⽐は80〜150％程度。有機分を多く含有している。 ○ ○ 〇 ○ ○ ○ ○

ダム湖堆積 ダムの取⽔口前⾯に堆積している⼟砂を浚渫したもの。⼟質は砂質〜シルト粘⼟。
含⽔⽐は60〜120％程度。有機分を多く含有している。 ○ ○ 〇 ○ ○ ○ ○

航路 港湾の航路部に堆積している⼟砂を浚渫したもの。⼟質はシルト粘⼟、ヘドロ。含⽔
⽐は80〜150％程度。有機分を多く含有している。 ○ ○ 〇 ○ ○ ○ ○

漁港 漁港内に堆積している⼟砂を浚渫したもの。⼟質はシルト粘⼟、ヘドロ。含⽔⽐は80
〜150％程度。⾙殻ならびに有機分を多く含有している。 ○ ○ 〇 ○ ○ ○

ため池底泥⼟ ため池の底部に堆積している⼟砂を浚渫したもの。⼟質はシルト粘⼟、ヘドロ。含⽔
⽐は80〜150％程度。有機分を多く含有している。 ○ ○ ○ 〇 ○ ○ ○ ○

湖底泥⼟ 湖の湖底に堆積している⼟砂を浚渫したもの。⼟質は砂質〜シルト粘⼟。含⽔⽐は
60〜150％程度。有機分を多く含有している。 ○ ○ 〇 ○ ○ ○ ○

分別⼟砂 災害廃棄物や津波堆積物の混合物を分離・選別して得られた⼟砂分で、復興資
材の⼀つ。品質を確認することにより、盛⼟材等の地盤材料等に利⽤可能。 ○ ○ 〇 〇 〇 ○ ○ 〇

津波堆積⼟ 津波によって打ち上げられ堆積した、廃棄物を含まない⼟砂・泥状物。 ○ ○ 〇 〇 ○ ○

河川氾濫堆積⼟ ⼤⾬による河川増⽔により、脆弱部の堤防が決壊して平野部に流⼊して堆積された
⼟砂。⼟質は砂質分が多い。 ○ ○ 〇 ○ ○ 〇

⼟石流堆積⼟ ⼤⾬による増⽔により地表⾯に蓄積され、飽和状態となって⼟砂や樹木とともに沢に
沿って流れ込んだ⼟砂物。⼟質は砂質分が多い。木⽚等の混⼊が多い。 ○ ○ 〇 ○ ○

軟弱⼟砂 ⾃然含⽔⽐状態程度の⼟砂で、⼀般的にはトラフカビリティが確保できない⼟砂。含
⽔⽐は20〜60％程度。 ○ ○ 〇 〇 ○ ○ ○ 〇

⾃然由来汚染⼟ ⾃然の岩石や堆積物中に含まれているカドミウム、鉛、六価クロム、⽔銀、ヒ素、セレ
ン、フッ素、ホウ素およびそれらの化合物により環境汚染されている建設発生⼟。 〇 〇 〇 ○ ○ ○ 〇

農地⼟壌改良 耕作に不適な⼟壌を改良し、圃場の地⼒（生産⼒）を増進させるために、⼟地に
資材を投⼊して⼟壌の理化学性および生物性を改良すること。 ○ ○ ○ ○

除塩 海⽔により塩分濃度が⾼くなった⼟壌を植生が可能な領域まで塩分濃度を下げるこ
と。 ○ ○

C Ｌ Ｌ Ｇ Ｏ Ｃ C Ｌ Ｌ Ｇ Ｃ Ｌ Ｌ Ｓ Ｏ Ｏ Ｏ Ｓ Ｓ Ｃ Ｌ Ｇ Ｇ Ｇ Ｏ Ｏ Ｇ Ｇ Ｏ Ｃ Ｏ Ｌ Ｌ Ｏ Ｏ Ｏ Ｏ
C：セメント系　　Ｌ：石灰系　　Ｇ：石膏系　　Ｓ：スラグ系　　Ｏ：その他添加剤
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項　　  目 エコガイアストン
（固結タイプ） 比較 ： 天然砂

18kN/m3

10kN/m3

30°～35°
—

—

115MN/m2程度

粒　度
湿潤単位体積重量
水中単位体積重量
設計用せん断抵抗角
一軸圧縮強さ

三軸圧縮試験結果

初期せん断剛性率

エコガイアストン

砂 杭

SCP改良範囲

40–0mm
24±2kN/m3

16±2kN/m3

≧42°*
≧60kN/m2

φd=41.2°～53.6°
Cd=37.2～114.9kN/m2

≧174MN/m2

* 偏芯傾斜荷重に対する基礎地盤の支持力照査に用いる場合は50°以上

技術確認審査：

● エコガイアストン（固結タイプ）の材料特性● エコガイアストン（固結タイプ）の特長　

1. 天然砂よりも大きなせん断抵抗を発揮します。
エコガイアストン（固結タイプ）は、固結に伴う粘着力成分の効果によ
り、せん断抵抗が従来の砂材料より優れるため、より経済的な改良
断面とすることが可能です。設計では、この効果により見掛けのせん
断抵抗角φを42°以上とすることができます。

qu≧60kN/m2⇒設計用せん断抵抗角φ≧42°

2.コストパフォーマンスに優れています。
エコガイアストン（固結タイプ）は、従来の砂材料よりもせん断抵
抗が優れることから、地盤改良幅を低減することが可能で、コスト縮
減につながります。

3.地震時の残留変形を抑制可能です。
エコガイアストン（固結タイプ）は、固結に伴う粘着力成分の効果に
より剛性がアップし、地震時における残留変形を抑制することがで
きます。天然の砂材料に比べ60～80%に低減できます。
　また、地震時の残留変位要因でCDM（深層混合処理）工法を用い
なければならない場合でも、エコガイアストン（固結タイプ）を用い
ればSCP工法を採用できる可能性があり、20～30%のコスト縮減
が期待できます。

4.環境適合性
有害物質の溶出･含有については「土壌環境基準」、「海洋汚染防
止法水底土砂基準」等の各種環境基準に適合しております。
　pHについては、施工時はケーシングパイプに、施工後は地盤に覆
われるため、周辺海水に影響を及ぼしません。
　また、リサイクル材の利用促進により、天然資源の保護が可能と
なります。

● 地盤改良効果とレベルⅡ地震時の残留変形抑制効果の試算例

地震時残留変位は砂杭に対して大幅に低減

必要改良幅は砂杭に対して×0.6～0.8に低減

壁式50% 改良

As=78.5%

As=78.5%

1.1

2.1

1.4

0.3

0.9

0.4

改良仕様
ケーソン天端の残留変位 (m)

水平 鉛直
工　法

● 動的解析結果の一例

CDM

SCP（砂杭）
SCP（エコガイアストン）

固結タイプ/（財）沿岸技術研究センターの港湾関連民間技術の
確認審査・評価書認定　【第10001号】 H28年3月第1回変更

製鋼スラグに、高炉徐冷スラグまたは水砕スラグを質量混合比で15%
～50%の範囲で混合して製造される材料で、一軸圧縮強さ（材令28日）
60 kN/m2以上の固結性能を有する材料です。

エコガイアストン®（固結タイプ）～軟弱地盤改良用～

SCP杭の打設状況

固結タイプ
摩擦タイプ

NETIS（国土交通省の新技術情報提供システム）：
　　　　　  【登録番号KTK-140002-A】 H26年6月 登録 

エコガイアストンⓇ

〈ご注意とお願い〉本資料に記載された技術情報は、製品の代表的な特性や性能を説明するものであり、「規格」の規定事項として明記したもの以外は、保証を意
味するものではありません。本資料に記載されている情報の誤った使用または不適切な使用等によって生じた損害につきましては責任を負いかねますので、ご了
承ください。また、これらの情報は、今後予告なしに変更される場合がありますので、最新の情報については、担当部署にお問い合わせください。本資料に記載され
た内容の無断転載や複写はご遠慮ください。本資料に記載された製品または役務の名称は、当社および当社の関連会社の商標または登録商標、或いは、当社お
よび当社の関連会社が使用を許諾された第三者の商標または登録商標です。その他の製品または役務の名称は、それぞれ保有者の商標または登録商標です。

水硬性スラグコンパクション材料
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技術確認審査：
摩擦タイプ/（財）沿岸技術研究センターの港湾関連民間技術の
　　　　　　確認審査・評価書認定【第10001号】 H28年3月第1回変更

● エコガイアストン（摩擦タイプ）施工方法

地盤改良施工状況（SAVEコンポーザー）

エコガイアストン施工

20m4＠1.7=6.8m

0.85m3m

pH溶出水については、エコガイアストン杭芯の pHは高いが、杭近傍の
地盤の pHは周辺地盤の pHと同等であることを確認しております。

No.1（砂杭間） 4＠1.7=6.8m
No.22

No.24

No.21（エコガイアストン杭間）

No.20（エコガイアストン杭芯）
No.23

注）原地盤①原地盤②は、調査場所より50m離れた原地盤の観測井
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No.20（エコガイアストン杭芯）
原地盤① 原地盤②

No.1（砂杭間）
No.24

振動式締固め工法および静的締固め（SAVEコンポ
ーザー）工法が、用途・条件に合わせて適用可能です。

4＠1.7=6.8m

1m1m

● エコガイアストン（摩擦タイプ）の特長　

製鋼スラグ単体または、製鋼スラグに高炉徐冷スラグもしくは水砕スラ
グを質量混合比で50%以下の範囲で混合して製造される材料で、せん断抵
抗角35°以上の材料です。

エコガイアストン®（摩擦タイプ）～砂地盤の液状化対策用～

                             ● 改良効果（杭間N値）
 砂材と同等な締固め効果が得られております。

  ● 改良効果（杭芯N値）
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振動式SCP 杭打設直後静的SCP（SAVEコンポーザー）

砂杭芯N値
の実績範囲
砂杭芯N値
の実績範囲

改良前

事後砂

事後エコガイアストン

振動式

静的

スラグ･セメント事業推進部

砂杭施工

0 10 20 30 40 0 10 20 30 40 0 10 20 30 40 50
N 値 N 値 N 値

エコガイアストン®

L012-02_01_201904f
© 2019 NIPPON STEEL CORPORATION, FUDO TETRA CORPORATION 無断複写転載禁止

〒100-8071 東京都千代田区丸の内二丁目6番1号
Tel: 03-6867-6199　Fax: 03-6867-3586
www.nipponsteel.com

〒103-0016 東京都中央区日本橋小網町7番2号
Tel: 03-5644-8534 Fax: 03-5644-8537
www.fudotetra.co.jp/

地盤事業本部

1. 砂材と同等の締固め特性・施工性
液状化対策としての砂地盤の締固め効果および施工能率、施工時の騒音･振動･
地中変位は、従来の砂杭施工の場合と同等であることを確認しております。  

2. 粒度構成
陸上用施工重機での施工を可能とするため、従来の港湾工事用製鋼スラグより
も細粒分を少なく管理した材料としております。 
3. 膨張安定性
80℃水浸膨張比（10日）≦1.5%で品質管理された材料です。

4.環境適合性
有害物質の溶出･含有については、「土壌環境基準」、「海洋汚染防止法
水底土砂基準」等の各種環境基準に適合しております。
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循環資源活用検討部会 環境安全性 WG 

 
１．環境基準と安全性に関する「マニュアル」作成に向けて 

本技術資料集において製品や施工例を紹介するにあたり、最近の省庁・自治体・業界団体のガイド

ラインや指針が引用されている。今回、当コンソーシアムのオブザーバーである国立環境研究所や

（一社）泥土リサイクル協会 等の講演・セミナーを参考に、環境安全性マニュアルとしての活用に

ついて紹介する。 

 

キーワード：復興資材活用方針、改良土、平常時 発生土 汚泥、災害時 一廃 産廃 災害廃棄物、土対法、廃棄物処理法、 

未利用資源、地盤工学会、国立環境研究所、日本鉱業協会 

災害廃棄物は、2011 年（平成 23 年）3.11東日本大震災においては、がれき等全体で 86%、津波堆積

物で 99%が再生資材化され、被災地の嵩上げや区画整理造成、道路・河川・海岸・港湾等の復旧材料に

大いに利用された。 

しかし、ストック材も含めリサイクル材は、平成 26年以降、災害部局と復興部局の考え方の違いも

あり、復旧・復興の建設現場での利用はあまり進んでいない。土取場から大量供給される山土･山砂、

砕石等、従来からの新材の材料使用が大半である。 

一方、資源循環コンソーシアムは、未利用資源としての石膏・スラグ等の活用も進めてきたが、単

品としての取り扱いは最小限に留まっており、フッ素含有物に至っては殆ど取り扱われていない。 

 

再生資材や循環資材は国交省等の指針の基準値をクリアできる。然るに、環境安全性において、発

生源によっては建設資材や生活資材、工業製品への利用は制限を受けている。環境省の調査では、あ

まり利用されなかった材料・物質は、①石膏 ②木くず・倒木･流木･解体材 ③ソーラーパネル 等

がある。 

これらを踏まえて、災害廃棄物のみならず未利用資源・循環資源の普及拡大を図るため、最近の 5

か年間に「地盤工学会」や「国立環境研究所」、「日本鉱業協会」等により作成されたガイドライン

を抜粋して、環境安全性の観点から、産業副産物の製造、利用・活用事例、試験方法、モニタリング

を紹介するもの。 

  

災害廃棄物から再生された復興資材の有効活用ガイドライン 

2014 年 10 月（公社）地盤工学会      https://www.jiban.or.jp/images/file/Guidelines_all.pdf 

https://www.jiban.or.jp/file/organi/bu/chousabu/fukkoshizai/fukkoshizaiguideline141002_05.pdf 

再生石膏粉の有効利用ガイドライン（第一版）           

2019 年 5 月   国立研究開発法人 国立環境研究所  

資源循環・廃棄物研究センター        http://www-cycle.nies.go.jp/jp/report/gypsumpowder.html  
非鉄スラグ製品の製造・販売管理ガイドライン 

2019 年４月 改正 日本鉱業協会      https://www.kogyo-kyokai.gr.jp/category/1864319.html 
 

循環資材環境安全品質検査方法（事例分析）         

2018 年２月 資源循環コンソーシアム「講演」    想定用途に応じた環境安全品質（国環研） 
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２．災害廃棄物から再生された復興資材の有効活用ガイドライン 

2014 年 10 月 （公社）地盤工学会 

https://www.jiban.or.jp/images/file/Guidelines_all.pdf 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

環境安全性 
 土壌の汚染に係る環境基準の適用について 
（3 倍基準等）  

2.5 環境安全性  本編 P18～25 
【解説】環境安全性については、土壌環境基準や土壌汚染対策法に基づく土壌溶出量基準及び土

壌含有量基準（合わせて「汚染状態に関する基準」という。）を活用しつつ、自然由来等のため

に土壌環境基準をわずかに超過する分別土砂等については、現状有姿や利用形態を勘案した適切

な評価を行い、利用後の管理・保管・モニタリング方法を含めた有効利用方法を考えることが重

要である。   （利用形態とモニタリングの考え方は、第 5 章を参照されたい） 

※1 独立行政法人 国立環境研究所 

    現 国立研究開発法人 

 国立環境研究所 

※2 がれき処理コンソーシアム    

    現 資源循環コンソーシアム 

環境安全性については、土壌の汚染に係る環境基準（以下、土壌環境基準という）や土壌汚

染対策法施行規則による汚染状態に関する基準を踏まえつつ、現状有姿や利用形態を勘案した

適切な評価を行うものとする 

※1 

※2 
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土壌の汚染に係る環境基準の適用について（3 倍値基準） 

カドミウム、鉛、六価クロム、砒（ひ）素、総水銀、セレン、ふっ素およびほう素について、

その土壌と地下水との関係より、土壌環境基準値と備考欄記載の基準値（3 倍値基準）の二つが規

定されている。すなわち、基準不適合土壌が地下水面から離れており、かつ、「原状において」

当該地下水中のこれら物質の濃度が地下水環境基準の値を超えていない場合には 3 倍値基準を適

用できるものとしている。 

※ 参考として、千葉県の「建設発生土管理基準（平成 21 年改正別表第一、埋立て等に使用される土砂等の

安全基準）」では、ほう素、ふっ素、砒素について、環境基準の 3 倍の値が安全基準として定められてお

り、安全基準に適合する濃度であれば公共事業における活用が認められている。また、「原状において」

は盛土等への利用後の状態を指すことになるため、盛土等への利用のためには、「地下水面から離れてお

り」の状態を担保する必要がある。担保するための方法としては、盛土等に利用する範囲が地下水面下に

ならないよう地下水位の上昇を防止する施工方法および構造とすること、あるいは盛土等に利用する範囲

が地下水面から離れた状態であることを、施工時および施工後のモニタリング（5.2 節、5.3 節参照）で確

認すること等が考えられる。 

※ 「地下水面から離れている」の解釈：例えば愛知県土壌汚染等対策指針 においては、愛知県内の年間地

下水位の変動範囲を確認した上で、地下水面から離れている距離として 2m と設定している事例がある。

  

道路盛土と地下水の関係 
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２．災害廃棄物から再生された復興資材の有効活用ガイドライン 

2014 年 10 月 （公社）地盤工学会 

https://www.jiban.or.jp/images/file/Guidelines_all.pdf 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

環境安全性 
 土壌の汚染に係る環境基準の適用について 
（3 倍基準等）  

2.5 環境安全性  本編 P18～25 
【解説】環境安全性については、土壌環境基準や土壌汚染対策法に基づく土壌溶出量基準及び土

壌含有量基準（合わせて「汚染状態に関する基準」という。）を活用しつつ、自然由来等のため

に土壌環境基準をわずかに超過する分別土砂等については、現状有姿や利用形態を勘案した適切

な評価を行い、利用後の管理・保管・モニタリング方法を含めた有効利用方法を考えることが重

要である。   （利用形態とモニタリングの考え方は、第 5 章を参照されたい） 

※1 独立行政法人 国立環境研究所 

    現 国立研究開発法人 

 国立環境研究所 

※2 がれき処理コンソーシアム    

    現 資源循環コンソーシアム 

環境安全性については、土壌の汚染に係る環境基準（以下、土壌環境基準という）や土壌汚

染対策法施行規則による汚染状態に関する基準を踏まえつつ、現状有姿や利用形態を勘案した

適切な評価を行うものとする 

※1 

※2 
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土壌の汚染に係る環境基準の適用について（3 倍値基準） 

カドミウム、鉛、六価クロム、砒（ひ）素、総水銀、セレン、ふっ素およびほう素について、

その土壌と地下水との関係より、土壌環境基準値と備考欄記載の基準値（3 倍値基準）の二つが規

定されている。すなわち、基準不適合土壌が地下水面から離れており、かつ、「原状において」

当該地下水中のこれら物質の濃度が地下水環境基準の値を超えていない場合には 3 倍値基準を適

用できるものとしている。 

※ 参考として、千葉県の「建設発生土管理基準（平成 21 年改正別表第一、埋立て等に使用される土砂等の

安全基準）」では、ほう素、ふっ素、砒素について、環境基準の 3 倍の値が安全基準として定められてお

り、安全基準に適合する濃度であれば公共事業における活用が認められている。また、「原状において」

は盛土等への利用後の状態を指すことになるため、盛土等への利用のためには、「地下水面から離れてお

り」の状態を担保する必要がある。担保するための方法としては、盛土等に利用する範囲が地下水面下に

ならないよう地下水位の上昇を防止する施工方法および構造とすること、あるいは盛土等に利用する範囲

が地下水面から離れた状態であることを、施工時および施工後のモニタリング（5.2 節、5.3 節参照）で確

認すること等が考えられる。 

※ 「地下水面から離れている」の解釈：例えば愛知県土壌汚染等対策指針 においては、愛知県内の年間地

下水位の変動範囲を確認した上で、地下水面から離れている距離として 2m と設定している事例がある。

  

道路盛土と地下水の関係 
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沿岸域等での活用が明確な場合 

海面埋立における利用について 

海面埋立てに利用する場合は「海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法」第 1 条で定められて

いる水底土砂に係る判定基準に適合するものであることが求められており、水底土砂の埋立ての

場所等に係る土壌であって埋立て終了後も同法に基づく護岸、外周仕切施設等により一般環境

（周辺の土壌）から区別されているものは土壌環境基準の適用対象とならないこととされている 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 3 年 8 月 28 日付け環水土第 116 号環境庁水質保全局長通知）。 

一方、埋立後に陸地化され、一般環境と区別されない場合は、土壌環境基準は適用される。 
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埋立後の土地改変においては「土壌汚染対策法」いわゆる土対法が適用される可能性がある。
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寄与度等については個別の事例ごとに異なるものと考えられ、人為的な影響と自然的な影響を区

別して評価した上で、個別の事例ごとに判断する必要がある」とされている。 

「海水の影響を受けていると考えられる土壌については、もっぱら自然的原因によるものとし

て一律に土壌環境基準の適用外とすることは、適用外とする土壌の範囲の特定を含めて非常に困
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境基準の適用の是非等を判断するものとする」とされている。  
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用途と活用方法 

復興資材については重金属等（全シアンを除く。）に関する項目についてのみ確認する。 

カドミウム、鉛、六価クロム、砒（ひ）素、総水銀、セレン、ふっ素およびほう素について、

その土壌と地下水との関係より、土壌環境基準値と備考欄記載の基準値（3 倍値基準）の二つが

規定されている。 

※宮城県の受入れ基準 

「管理された状態での災害廃棄物（コンクリートくず等）再生利用について」（平成 23 年 12 月 27 

日環境省通知）、「災害廃棄物の再生利用と安全評価」（平成 24 年 5 月環境省廃棄物・ﾘｻｲｸﾙ対策部

通知）を踏まえ、平成 25 年 1 月に宮城県環境生活部、平成 25 年 12 月に県土木部において各々

「災害廃棄物由来の再生資材活用に関する受入れ基準」を定め、施行している。要約すれば、「管

理された状態」での災害廃棄物の再生利用の考え方と安全評価について次のように記述している。 

○道路の路盤材等へ利用する場合、周辺の被ばく線量が 0.01mSv / 年以下の管理された状態で利

用することは可能。 

○遮蔽効果を有する資材により地表面から 30cm 厚確保で、およそ 3000Bq / kg 以下の再生資材の

利用が可能。 

○ ただし、工事完了後適切に管理され、遮蔽された状態を維持する必要があるので、通常の補修等

では交換されることのない資材として、公共事業における再生利用を基本とする。 

  

  

盛土等への利用のためには 
遮蔽効果を有する資材により「地表面から 30cm厚」確保。 
「地下水面から離れており」の状態を担保。 

3000Bq / kg以下の再生資材の利用が可能。 

海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律第 1条で定められて
いる水底土砂に係る判定基準に適合するものであることが求めら
れており、 
水底土砂の埋立ての場所等に係る土壌であって埋立て終了後も同
法に基づく護岸、外周仕切施設等により一般環境（周辺の土壌）
から区別されているものは 
土壌環境基準の適用対象とならない 

宮城県の例 

 

 

 

覆土厚 50cm以上 
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敷土厚 50cm以上 
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2.8 その他留意すべき事項 

復興資材のうち分別土砂には、除去しきれない木くず等の有機物が含まれているものがある。分別土

砂を利用した構造物等への有機物の長期的な影響は不明であることから、有機物量によっては利用用

途や地盤改良の適用等を考慮する。 

【解説】 

木くず等の有機物の含有量が少なければ発生土相当として活用できるが、有機物含有量が多ければ応

力が作用しない部位など用途を限定したり、地盤改良等による措置を行う必要がある。一般的な土に

含まれている有機物含有量の目安は強熱減量試験（JIS A 1226）23)によって得られる。JIS法で規定

される強熱温度は750±50 ℃で、有機物のほかに結晶水や炭酸塩も焼失される。したがって、分別土

砂に残存する木くず等有機物量の評価にはJIS法の強熱温度は高すぎ、330 ℃程度の強熱が適当である

との報告もある。 

 

5.1 モニタリングの基本的な考え方 

災害廃棄物由来の復興資材、特に分別土砂には、(1) 有害物質への配慮が必要なもの、(2) 木くず等

の有機物・可燃物の残存の影響が考えられるもの、(3) (1)および(2)には該当せず通常の土砂と同様

に利用できるものとがある。 

(1)の有害物質への配慮が必要なものとしては、利用用途を限定して基準超過した土砂を有効利用する

場合などが考えられ、利用場所周辺の地下水等への影響を観測するためにモニタリングを行う。施工

中と施工後が対象となる。 

(2)の木くず等を含む材料については、材料がおかれた環境や木くずの混入率によっては木くずが分解

し、沈下や汚水・ガス発生の可能性があるため、それによる環境影響の防止・監視を目的としてモニ

タリングを行う。主に施工後が対象となる。 

(1)と(2)の両方の特性を有する分別土砂については、その両方の考え方に基づいてモニタリングを行

う。 

(3)の土砂については、通常の土工で行われているモニタリングに準じて実施する。 

 

5.3 施工後のモニタリング 

施工後のモニタリングは、復興資材の活用にともなう周辺環境への影響を把握し、必要に応じて対策

につなげるため、復興資材の特性と用途に応じて適切な項目、位置、頻度を定めて実施する。 

【解説】（抜粋） 

5.1節で記したように、モニタリングの対象としては、(1) 有害物質の影響によるもの、(2) 木くず等の有

機物・可燃物の残存の影響によるもの、が挙げられる。有害物質への配慮が必要なものとしては、利用用途

を限定して基準を超過した土砂を有効利用する場合などが考えられ、利用場所周辺の地下水等への影響を観

測するためにモニタリングを行う。 

木くず等を含む材料については、材料がおかれた環境や木くずの混入率によっては木くずが分解し、沈下や

汚水・ガス発生の可能性があるため、それによる環境影響の防止・監視を目的としてモニタリングを行う。 

i) 地下水モニタリング 

ii) ガスモニタリング 

iii) モニタリングの評価基準値 
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本ガイドラインは，平成 29～30 年度の 2 カ年にわたって実施された環境研究総合推進費「廃石膏ボ

ードリサイクルの品質管理の在り方と社会実装（3-1702）」にてとりまとめたものである． 

（一社）泥土リサイクル協会が事務局となり，作業部会でガイドライン原案の執筆を行い，策定委

員会にて学術，行政，産業界からガイドラインの評価を，全国石膏ボードリサイクル協議会にて中間

処理業者からの評価を頂いて作成した． 

本ガイドラインで想定する廃石膏ボードは，国土交通省が作成した「廃石膏ボード現場分別解体マ

ニュアル（平成 24 年 3 月）」に準じて適正な排出が行われた廃石膏ボード対象としており，分別解

体マニュアルと対になって適正リサイクルを推進しようとするものである．本ガイドラインで想定す

る廃石膏ボードは，国土交通省が作成した「廃石膏ボード現場分別解体マニュアル（平成 24 年 3 
月）」に準じて適正な排出が行われた廃石膏ボードを対象としており，分別解体マニュアルと対にな

って適正リサイクルを推進しようとするものである． 
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1.1 目的 

本ガイドラインは，今後も排出量が右肩上がりで増加することが予測される解体系の廃石膏ボード

から，安全で良質な再生石膏粉を製造するためのリサイクルシステムを確立することが目的であ

る．中間処理業者が再生処理をして製造する再生石膏粉，ならびに材料メーカー等が製造する再生

石膏粉を用いた固化材・改質剤等（以下，「固化材等」と称す．）を対象とし，リサイクル業者が

主導的になって整備・運用するものである． 

【解説】 

石膏ボードは，その優れた性能から建築物の内装材の主要資材として年間 400 万トン以上が生産使用

されている 1,2)．図-1.1 に示すように，解体時に発生する廃石膏ボードの排出量は，今後，右肩上が

りで増加することが予測されるが，再生利用は低迷している． 

本ガイドラインは，解体系の廃石膏ボードのリサイクル率を向上させるために，中間処理業者が再

生処理をして製造する再生石膏粉ならびに材料メーカー等が製造する固化材等を対象とし，リサイク

ル業者が主導的になって整備・運用することとした．特に，再生石膏粉および固化材等の建設業界へ

の普及を図るために，需要側である発注者，設計者および施工業者をはじめ，供給側である中間処理

業者および材料メーカーが再生石膏粉および固化材等を取り扱うに際し，品質および環境安全性を担

保するための管理方法について示すとともに，具体的な利用用途も記述した． 
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第 1 章では，社会的背景を踏まえた本ガイドライン策定の目的を述べるとともに，本ガイドラインの

適用範囲，廃石膏ボードのマテリアルフロー，ならびに再生石膏粉および固化材等の利用用途イメー

ジを示す． 

第 2 章では，再生石膏粉の基本特性と，再生石膏粉および固化材等の製造方法ならびに保管上の留意

点を示す． 

第 3 章では，再生石膏粉の品質管理に関して，目的・項目・方法と検査の運用ならびに利用用途に応

じた品質検査について示す． 

第 4 章では，再生石膏粉を用いた固化材等を地盤材料として利用するに際しての利用用途，品質管

理，配合試験，強度ならびに環境安全品質に関する要求品質と検査，施工管理時の留意点について示

す． 

第 5 章では，再生石膏粉の地盤改良分野以外への適用性と展望を示す． 

第 6 章の参考資料では，廃石膏ボードのリサイクルにあたって，遵守すべき関連法令と指針等，マテ

リアルフローの算定方法，硫化水素ガス発生ポテンシャル試験方法を示す．  
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（１）利用用途 

(1)-1 固化材 

泥土の材料特性を第1 種～4 種処理土の品質区分基準5)を満足するように改良することが目的． 

(1)-2 改質剤 

泥土の含水比や流動性を低下させて取扱いを容易にするのが目的であり，強度を必要としない． 

（２）施工法（例） 

(2)-1 軟弱地盤の原位置固化改良 

(2)-2 盛土材等の改良・安定処理 

(2)-3 建設汚泥をはじめとする高含水比泥土の改良・安定処理 

(2)-4 発生土ならびに建設汚泥等の改質 

（３）環境安全性（重金属等）に対する試験方法設定の考え方 

再生石膏粉を原材料とした固化材等の環境安全性（重金属等）に対する試験方法（第4.5節）の設定の

考え方は，土壌環境基準ならびに土壌汚染対策法の各通知に示される再利用物の考え方（参考1，参考

2）に従うものとする． 

ここで，再生石膏粉を用いた固化材・改質剤の用途の多くは土と混合して地盤改良を行うものである

ので，参考1 の類型は（Ⅲ）に該当する．その場合は，当該通知に述べられているように，再生石膏

粉を用いた固化材・改質剤を混合させた土に対して，土壌環境基準への適合性を判定するための試験

（環境庁告示第46 号（平成3 年8 月23 日）（以下，H3 環告46 号とする））を適用することとす

る． 

一方，再生石膏粉を用いた固化材・改質剤のうち，盛土等の構造物を構成するセメント固化体へ用い

られるセメント等の助剤として使用される場合は，参考1 の類型は（Ⅰ）もしくは（Ⅱ）に該当す

る．その場合は，日本工業標準調査会「コンクリート用骨材又は道路用等のスラグ類に化学物質評価

方法を導入する指針に関する検討会総合報告書」の第2 章に示される「循環資材の環境安全品質及び

検査方法に関する基本的考え方」に基づき，再利用物の想定されるライフサイクルの中で最も配慮す

べき暴露環境に着目して試験方法を規定し実施することとする．ここで，セメント固化体の再利用は

基本的に想定されないことから，セメント固化体のままの状態で評価が可能なJIS K 0058-1「スラグ

類の化学物質試験方法－第1部：溶出量試験」の5.有姿撹拌試験を行うこととする． 

また，直ちに最終処分される用途の場合は，管理型産業廃棄物処分場への受け入れのための判定試験

「産業廃棄物に含まれる金属等の検定方法」（環境庁告示第13 号（昭和48 年2月17 日）（以下，S48 

環告13 号とする））を行うこととする．直ちに最終処分される用途としては，処分場運搬時の前処理

としての改質が挙げられる．  
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【解説】 

（１）利用用途の種類 

再生石膏粉の利用形態は，①固化材，②改質剤の2 種類に大きく分けられる．それぞれの目的は次のとおりである． 

(1)-1 固化材   

軟弱な土や浚渫土の固化もしくは締固め特性の向上による力学性能の向上（例：軟弱地盤の支持力増加，トラフィカ

ビリティの向上，軟弱土の盛土材としての利用，軟弱地盤の改質による路床、路盤材への利用） 

(1)-2 改質剤  

造粒による高含水・高粘性の土からの夾雑物選別の性能向上や，廃棄物混じり土からの廃棄物の選別，コーン指数

の増加による運搬性向上． 

例：篩いによる土中夾雑物選別，泥濘土(qc＜200 kN/m2)に対するダンプトラック等の搬送性確保），軟弱土の路盤

材，路床材としての利用． 

利用形態における「主材」とは，その材料成分の多くが再生石膏粉であり，中性域であることを特徴とした固化材

または改質剤を指す． 

また，「助剤」とは，固化材または改質剤の機能を高めるために，再生石膏粉をセメントや石灰等の助剤として

配合した材料を指す．なお，固化材・改質剤の主材は再生石膏粉単味の場合もある． 

 

（２）使用に際しての留意点 

これらの固化材，改質剤を使用する際には，第4.3 節に基づき，用途に応じた要求品質を満たすことを事前の各種試験

等により確認する．また，再生石膏粉はふっ素等の重金属等の溶出量が大きいものが多いこと等から，第4.5 節に基づ

き，改良土に対して環境安全品質に関する検査を実施する． 
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４．非鉄スラグ製品の製造・販売管理ガイドライン 

2019年４月 改正    https://www.kogyo-kyokai.gr.jp/category/1864319.html 
 

 【問合せ先】日本鉱業協会技術部 ℡：03-5280-2327   

 

非鉄スラグ製品の安全性および信頼性の確保並びに利用促進のため、「非鉄スラグ製品の製造・販売

管理ガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）を策定し、製品の適切な製造、販売および利

用に取り組んできた。近年の環境への関心の高まりに伴い、スラグ製品の用途に対する規制は厳しく

なりつつあります。スラグ製品は資源循環のリサイクル製品でありますと同時に、生産者といたしま

しても、スラグ製品が環境に適応した材料であることを証明できる体制を整える必要があり、新たに

環境安全品質規定を織り込み、2016年 2 月にガイドラインを大幅に改正。2016年 3月から運用を開始

し、2017年 9月 30日付けでガイドラインの改正。「非鉄スラグ製品の製造・販売管理委員会」のご指

摘ご指導を経て、更なる管理強化と運用改善のために、2019 年 3月 29日付けで、ガイドラインの改正

を行いました。 

 

   

  

 

◇20190401_非鉄スラグ製品の製造・販売管理ガイドライン.pdf 

  

   

◇20190401_ガイドライン見直しのポイント.pdf 

  

  

◇20190401_「非鉄スラグ製品の製造・販売管理委員会」委員名簿.pdf 
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【解説】 

（１）利用用途の種類 
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非鉄スラグ製品の製造・販売管理ガイドライン見直しのポイント 

 

日本鉱業協会は、非鉄スラグ製品に起因する問題の発生の防止対策として、2005年 9月に非鉄スラグ

製品の製造販売管理ガイドラインを作成し、2008年 2月に改正。その後、環境安全品質が規定され且

つ、昨今のスラグ問題に対応すべく、非鉄スラグ製品の一層の管理強化に向けて、2016 年 2月にガイ

ドラインを大幅に改正した。改正されたガイドランに沿って各社適正に管理運用を行ってきた。しか

し、外部環境の変化と更なる管理強化・運用改善のために以下の点についてガイドラインを改正する。 

（１）非鉄スラグ製品のガイドラインを遵守する対象者の更なる明確化 

ガイドラインを遵守すべき対象者を明確にするために、改正前のガイドラインでは、「対象とな

る製造・販売する関係会社」とのみ規定されていたものを、「対象となる製造・販売する関係会

社及び事業所」と追記した。 

（２）廃棄物として処理される非鉄スラグの扱い 

改正前のガイドラインでは、2-2.廃棄物として処理される非鉄スラグの取り扱いとして、「各会員

及び製造・販売する関係会社」（以下「各会員」という。）は、使用場所・用途に応じて適用する

「品質及び環境安全品質」を満たさない非鉄スラグは非鉄スラグ製品として販売しない。と規定し

ているため、両方の条件を満たすことが必須である必要がある。実際の運用上は、andと orの両方

の意味を持たせなければいけないため、当該部分の表現を、「品質及び/又は環境安全品質」と変更

する。 

（３）出荷検査時に従う規定、取り決めについて 

4-3.出荷検査において、非鉄スラグ製品の出荷検査は、原則として、「各会員」により、JIS、ま

たは需要家との間の取り決めに従い行われることとする。と規定されていたが、JIS、本ガイドラ

イン、需要家との取り決め、と明確にした。 

（４）不適切な販売取引の防止 

改正前ガイドラインにおいて、6-3.受注前、（４）販売上の留意点、として、 

「各会員」が支払う運送費や業務委託費等が販売代金以上となるおそれがある場合は、販売先以外

の第三者を運送業者や業務委託先等として選定しなければならないことを規定したが、非鉄スラグ

においては業務委託費を支払った事例がなく、「業務委託費等」「業務委託先等」の部分を削除す

るとともに、誤解を招かぬよう、輸送業者の選定先を販売先及び施工業者以外の第三者、と追記し

た。 

（５）環境安全品質への適合性強化 

6-4.受注・納入に際し、非鉄スラグ製品が使用される場所に応じて適用される環境安全品質とそれ

への適合性について需要家に提示するため、コンクリート用銅スラグ骨材及びアスファルト混合物

用銅スラグ骨材は、環境安全形式検査成績表と混合率の上限を提出しなければならないと規定して

いたが、正確性を高めるため、コンクリートの単位量の上限を規定すると変更した。 

また、新たな用途として銅スラグ、亜鉛スラグの黒い特徴を生かした意匠材としての利用を追加し

た。 
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５．循環資材環境安全品質検査方法（事例分析） 

 

2018 年 2月 13日 資源循環コンソーシアム 幹事会における肴倉宏史室長の講演内容よ

り抜粋して掲載 （於 SS30 ビル 宮城大学サテライト教室）  
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資源循環コンソーシアム第 14回全体会議 講演 

令和２年２月２１日（金）15：50～16：50 

仙台市中小企業活性化センター セミナールーム（２）Ｂ 

 

地盤工学におけるリサイクル材（未利用資源）

の活用と課題 

福岡大学工学部 

社会デザイン工学科・道路土質研究室 

教授 佐藤研一 氏 

 

1．多様化するリサイクル材について 

 リサイクル材（未利用資源） 

2．鉄鋼スラグについて 

3．石炭灰について 

4．廃石膏ボードについて 

5．多様化するリサイクル材の展望  

 

      以下 パワーポイント（PDF）参照 
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参 画 企 業 一 覧 



 

 

資源循環コンソーシアム 

 

参画企業・団体 一覧 

 

＜大学＞ 

宮城大学、東北大学 

 

＜会員企業・団体＞ 

株式会社アベゼン 鐵鋼スラグ協会 

株式会社安藤・間 東京産業株式会社 

宇部マテリアルズ株式会社 一般社団法人東北コンクリート製品協会 

カイハツ産業株式会社 東北電力株式会社 

還元溶融研究会 株式会社東洋スタビ 

共和コンクリート工業株式会社 西松建設株式会社 

JFEエンジニアリング株式会社 日本製鉄株式会社 

JFEスチール株式会社 日本鉱業協会 

昭和コンクリート工業株式会社 日本フライアッシュ協会 

株式会社シンコー パシフィックコンサルタンツ株式会社 

株式会社神鋼環境ソリューション ハレーサルト工業会 

住友大阪セメント株式会社 株式会社復建技術コンサルタント 

大平洋金属株式会社 株式会社フローリック 

 

＜オブザーバー＞ 

国立研究開発法人国立環境研究所 一般社団法人泥土リサイクル協会 

国立研究開発法人物質・材料研究機構 公益財団法人宮城県環境事業公社 

  

 

※50音順 

 

会員 ： 26 

オブザーバー： 4 

 

（※2020年 6月時点） 

 

 

 

 




